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はじめに

イギリス（グレートブリテン及び北アイルランド連合王国一TheUnited

KingdomofGreatBritainandNorthemlreland、1922年にこの名称を採

択。略称UK二連合王国）は、ブリテン〔①イングランド（England）、

②ウェールズ（Wales）、③スコットランド（Scotland）〕および④北アイ

ルランド（NorthemIreland）の4つの非独立国からなる国家連合である。

国家連合における覇者としてのイングランドは、久しくローマ・カト

リック教会（ローマ教皇庁）という超国家的な枠組みのもとにある国家

であった。その後、国王ヘンリー8世（在位1509年～1509年）が、そ

の枠組みから離脱し、イングランド国教会・アングリカン教会〔聖公会

（ChurchofEngland，AnglicanChurch）〕を立ち上げた。それ以降、イン

グランドは、今日まで独自の「国教会体制（establishment）」を維持して

きている。イングランド国教会は、プロテスタントであるが、カトリック

の「聖職位階制・監督制（hierarchy・Episcopalpattem）」に基づく裁治

システム（Synodicalpattems）を採っている。

連合国家において、スコットランドもまた、今日まで「国教会体制」

を維持してきている。1707年5月1日にスコットランドとイングランド

は合邦法〔スコットランド議会が定めたUnionwithEnglandAct1707、イ

ングランド議会が定めたUnionwithScotlandAct1706〕を定め相互に批

准し合邦した。続いて、スコットランド議会は廃止され、グレートブリ

テン連合王国（UnitedKingdomofGreatBritain）が誕生した。この合邦

に伴い、スコットランドの長老制のキリスト教会（PresbytehanChurch

ofScotland）は、合邦法の前文および合邦後にイングランド議会が定めた

制定法〔正式法律名称：1707年プロテスタント宗教および長老制教会法

（ProtestantReligionandPresbyterianChurchAct1707）〕によって、ス

コットランドにおける国教会としての地位を保障された。スコットランド
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教会は、プロテスタントであるが、「長老制（presbyter［elderlpattem）」

裁治のもとでの「コート〔治会（Courts）〕」の仕組み、すなわち「段階的

治会制（graduatedseriesofcourts）」あるいは「段階鞄合議制」、を採る

ことを特色とする。したがって、同じくプロテスタントであっても、カト

リックの聖職位階制〔司教制、監督制〕を取り入れたアングリカン教会

〔聖公会〕とは、裁治システムを異にする。ともあれ、この合邦により、

イギリスにおける今日の「一つの議会、二つの国教会（OneParliament，

TwoEstablishedChurches）」の原型ができあがった。

イングランドでは、プロテスタントと自認するアングリカン教会を国家

の下に置くことにより、国王〔女王〕が大主教など高位聖職者の任免、信

仰の教理などに幅広く直接、ないしは議会の決議や議会制定法などを通じ

て同教会に介入できる“国教会体制（establishment）”がつくり上げられ

た。こうした国王〔女王〕と国教会が表裏一体にかたちで国政をとりし

切った体制が久しく続き、ローマ・カトリックヘの復帰や共和制などで一

時中断したことがあったものの、こうした体制下で起きた現象がイギリス

史実の中核を占める結果となったことは誰しも否定できない。

イングランドでは、‘‘国教会体制（establishment）”の下、世俗議会であ

るイギリス議会〔ウエストミンスター議会（ParliamentoftheUK）〕の上

院〔貴族院（HouseofLords）〕には、イングランド国教会の聖職者に対

して聖職議席が与えられている。内乱（CivilWiar）、クロムウェルによる

共和国政府の樹立の時代に、国教会聖職者は一時期議会から放逐されたこ

ともあった。しかし、1660年の王政復古、1661年の聖職者法（ClergyAct

1661）の制定により、国教会の聖職者の議席は復活した。1874年以降、

聖職議員の数は26人とされている。

これに対して、イギリスにおけるもう一方の国教会であるスコットラン

ド教会（濁娩，ChurchofScotland）の聖職者は、イギリス議会での聖職議

席を有しない。ひとくちに“国教会体制”といっても、その中身が大きく
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違う一例である。

教会立法にっいては、イングランド国教会は、1919年以降、みずから

の裁治権、とりわけ立法権能を行使する機関として国教会総会議（General

Synod）〔ただし、1962年までは国教会総会（ChurchAssembly）〕を置いて

いる。そして、自らの教会事項（intema1［domesticlchurch［ecclesiasticall

matters）に関する立法を、国教会総会議と世俗のイギリス議会〔ウエ

ストミンスター議会〕とで分かち合うかたちで行っている。国教会総会

議がつくる法は「measure」と呼ばれる。‘‘国教会法”と邦訳しておく。

今日、イングランドの教会法の分析においては、“議会制定法（actsof

Parliament，statutes）”はもちろんのこと、これら‘‘イングランド国教会法

（measuresoftheChurch）”の究明が欠かせない。

これに対して、もう一方の国教会であるスコットランド教会（κ盈）の

最高位のコート〔治会（Court）〕である総会（GeneralAssembly）も、教

会事項（intema1［domes廿clchurch［ecclesiasticallmatters）に関する教会

法（actsoftheChurch）をつくる立法権能を有している。双方とも、制定

した法は、性格的には“国家法〔国法〕（1awoftheland）”とされる。もっ

とも、イングランド国教会が制定した法（measures）を発効させるには

世俗議会〔イギリス議会〕の承認を要する。これに対して、スコットラン

ド教会総会が制定した法（acts）の場合は、世俗議会〔イギリス議会ない

しスコットランド議会（ScottishParliament）〕の承認を要しない。

っづいて、教会司法〔紛争処理権能〕についてであるが、イングラ

ンド国教会は、司法についてもみずからの管轄権を有している。しか

し、1858年以降、管轄事項の世俗裁判所へ大幅な移管により、今日、

教会裁判所の大部分の任務は“教会の内部事項（intemal［domesticl

churchlecclesiasticallmatters）”、つまり、①国教会の教理（doctrine）・典

礼様式（ritua1）・儀式（ceremonia1）などを遵守しない聖職者にかかる審

査事案、②教会法や聖務規律を遵守しないことを理由とする聖職者の戒規
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違反（discipline）事案、③特別許可事案（dispensations，facultycases）に

限定されている。また、たしかに、今日でも、カンタベリー大主教管区の

特別許可所（Faculdes）や主教裁判所（ConsistoryCourts・Commissary

Court）をはじめとしたイングランド国教会内部に置かれた各種の教会裁

判所は、世俗裁判所（secular［civillcourts）とすみ分けしながら、裁判管

轄を分かち合っている。しかし、現代のイングランド国教会司法の姿は、

国王〔女王〕の絶対的な権威を背景に民の生活を支配するために絶大な力

を誇示した、かつての絶対王政の時代とは大きく異なる。確実に、世俗裁

判所中心の時代に入っている。

一方、スコットランド教会の教会司法〔紛争処理権能〕についてである

が、最高位のコート（治会）である総会（GeneralAssembly）は、下位の

コート（治会）から同教会の内部事項にかかる不服申立て（appeals）が

あった場合、当該事項に対して司法〔紛争処理〕権限を行使できる。た

だ、同じく国教会と言われながらも、スコットランド教会司法は、民の政

治的な粛清などの史実とは縁が薄い存在である。時代的に強大な権限を振

るったこともあるイングランド国教会司法とは異なる。スコットランドに

おいても、確実に、世俗裁判所中心の時代に入っている。

とりわけ、近年、教会司法にインパクトを与えたのが、1950年ヨーロッ

パ人権条約（ECHR＝EuropeanConven廿ononHumanR㎏htsandFundamental

Freedoms）の批准や、イギリス国内法である1998年人権法（HRAニHuman

RightsAct1998）や2006年平等法（EqualityAct2006）をはじめしたさま

ざまな議会制定法である。国教会に対するこれら人権法関連諸法適用の今

後の展開を注視しなければならない。

＊＊＊国教会制度の存在、とりわけイングランドにおける国教会の裁治法制に

的を絞って言うと、その法源を、“世俗法〔国家法〕と教会法〔教会の自

律規範〕”との間に明確な線引きをした上で究明することはきわめて難し
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い。言い換えると、イングランド国教会の教会法（ecclesiasticallaws）の

分析にあたっては、「厳格な国家〔政治〕と教会〔宗教〕との分離論」を

軸にこれを行うのであれば、逆に混乱に陥りかねない。いわば‘‘アメリカ

型の絶対的政教分離論〔「国家からの宗教〔教会〕の自由」と「宗教〔教

会〕の国家からの自由」との憲法による制度的保障を機軸とした考え方〕”

に馴らされ、たかだか200余年の歴史よりないアメリカをパラダイムとし

て、議論展開をするのは本質を見誤るおそれがあることを悟る必要があ

る。もっとも、これはイギリスに限ったことではないものと思われる。欧

州各国の教会法〔宗教法〕の分析にあたっても、同じことがいえよう。

この拙論は、国教会立法と司法、とりわけイングランド国教会の立法

と司法に光をあてて、もう一つの国教会であるスコットランド教会と比

べながら、イギリスにおける政教〔もう少し的確な言い方をすれば、国

家（state）と教会（church）〕関係を、法的断面から点検しようとするも

のである。ただ、アングリカン教会〔イングランド国教会〕や長老制教

会〔スコットランド教会〕の裁治システムはともに、立法・執行・司法

の権能を包括的に行使する聖的非分権的な仕組み（potestasiuhstictionis

seuregimis）になっている。このため、今日の世俗統治における三権分

立（separationofpowers）の考え方をそのまま当てはめてその仕組みを把

握するのは難しいことを再度、指摘しておきたい。また、紙幅が限られて

いるため、かなりの部分を短くし、また、できるだけ図説に努めたことを

断っておきたい。

ちなみに、この拙論は、法律学の視角から分析である。できるだけ稚拙

な政治論や主観的な推論を回避するように心がけた。実定的な法規範や教

会規範、先例などを丹念に分析することに努めた。しかし、筆者は、イギ

リス法専門の研究者でなく、さらに、キリスト教、とりわけアングリカン

教会〔聖公会〕や長老制教会に格別、造詣が深いわけではない。素描であ
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り、誤りも少なくないものと思われる。建設的な批判をいただきたい（1）。

序説イギリスにおけるイングランド国教会の所在

今日、イギリス〔略称、連合王国（UKニUnitedKingdom）〕は、ブリテ

ン〔①イングランド（England）、②ウェールズ（Wales）、③スコットラ

ンド（Scotland）〕および④北アイルランド（NorthemIreland）の4つの

非独立国からなる。この非独立国家連合は、中世以降さまざまに変容をと

げ、現在のかたちにいたったものである。

ギ

奪

ぞ

蜘

紬蜘

Publicuse

これら非独立国家連合の合邦の根拠法を含めた経緯を、簡潔に図説する

と、次のとおりである。

（1）なお、筆者による先行的な文献研究としては、拙論「イギリス宗教法文献紹介
（1）」宗教法27号参照。
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〔図表序一1〕4つの非独立国家合邦の経緯

1536年にウェールズ合邦法（ActofUnionwithWales1536
and1543）にしたがい、自らの議会を廃止し、イングランドと合邦した。

坤
、
＿
．

、．、．。、、．，＿、．1、。：1707年にスコットランド合邦法（ActoftheUnionwith

Scotland1707）にしたがい、自らの議会を廃止し、イングランドと合
邦した（2）。

1800年合邦法（ActofUnionwithIreland1800）によりイ
ングランドと合邦した。その後、アイルランド自治法（Govemment
ofIrelandAct1914）による自治領になった。しかし、民族派が反発、

1919年に独立戦争が勃発した。その後、休戦協定に入るが、1920年ア

イルランド統治法（GovemmentofIrelandAct1920）によりアイルラ

ンドは南北に分割された。

一“苓白楼ぞ茅幽リスに残留している（3）。

今日の連合国家（UK）のかたちにいたるまで、イングランド、ウェー

ルズ、スコットランドおよびアイルランドという4つの非独立国家の間で

は、その覇権をめぐり、合邦、分離を繰り返してきた。その背景には、“キ

リスト教派（Chdstianity）”間での覇権をめぐる争い、あるいは、特定の

キリスト教派・教会をその国における‘‘別格の存在（uniquestatus）”の

国教会として法認することで、あるいは逆に他のキリスト教派を異端とし

て排斥することで、‘‘教会〔宗教〕”を支配の道具として使いこなそうとし

た政治勢力の間で争いがあったことは誰しも否定できない。

（2）ちなみに、1997年5月の国政選挙においてトニー・ブレア（TonyBlair）首相（当

時）が率いた労働政権がとった地方分権化〔スコットランドやウェールズヘの権限
委譲・分権化（devoluUon）〕政策により、1999年にスコットランドにスコットラ
ンド議会（ScottishParliament）、1998年にウェールズのウェールズ議会〔（Wales
Assembly）：正式名称（N甜onalAssemblyforWiales，（｝％銘」伽4C8％4」αθ孟hoJの吻7％）〕

が開設された。こうしたことから、イングランドも、現行の連合国家（UK）のイギ
リス議会〔ウエストミンスター議会〕とは別途に、独自のイングランド議会を持っべ

きであるとの主張もある。
（3）北アイルランドは、アイルランド島北東に位置するアルスター地方9州の内の6州

からなるためアルスター6州とも呼ばれる。アイルランド島の6分の1を占める。一
方、南アイルランドは、1938年にイギリス議会が独立を承認したことから、連合王国
内の共和国となった。しかし、その後1949年に連合王国から脱退、アイルランド共和

国（RepublicofIreland）として現在にいたる。1973年に当時のEC（現在のEU）に
加盟した。詳しくは、後記本稿序説10（2）参照。



イギリスの国教会立法と司法の構造（石村）47

1「国教会体制」で主役となったプロテスタント教会

イングランド、アイルランド（北アイルランド）、ウェールズ、お

よびスコットランドにおける政治勢力間での争いの過程では、特定

のキリスト教派・教会を“国の教会”として公認する「国教会体制

（establishment）」の確立、あるいはその国の公認の教会であることをや

める「脱国教会体制（disestablishment）」の確立、が繰り返されてきた。

このバトルの結果、今日まで続いている“国教会体制”では、プロテスタ

ント系の聖公会〔イングランド国教会〕と長老派〔スコットランド教会〕

が主役を演じることになった。

その経緯をまとめて、年代順に簡潔に図説すると、次のとおりである。

〔図表序一2〕各非独立国家における主要なキリスト教派と脱国教会

体制の経緯

灘i灘鞍灘灘1：国王ヘンリー8世（HenryVIII：在位1509年～1547年）

が、ローマ・カトリック教会の枠組みから離脱し、「アングリカン教会

（AnglicanChurch）」を立ち上げ「イングランド〔国〕教会（Church
ofEngland）」を築き上げた。一時、カトリック教会への復帰など揺り

戻しもあったが、イングランドにおいては、今日まで、プロテスタン

トを自認するアングリカン教会〔聖公会〕を軸足とした国教会体制を

維持してきている。

灘灘灘欝懸難塾1869年アイルランド教会脱国教会体制法（lrishchurch

DisestablishmentAct1869）を制定し、当時イングランドの支配下の
アイルランドにあったアングリカン系の国教会〔アイルランド聖公会
（ChurchofIreland）〕の脱国教会化（disestablishment）を実施した。

灘灘鵜灘鱒1：1914年ウェールズ教会法（WblshChurchAct1914）の制

定、1920年施行により、プロテスタントであるアングリカン系ウェー

ルズ国教会〔ウェールズ聖公会（Church［0耀linWales）〕の脱
国教化を実施した。

灘灘麟難灘礫：イギリス議会が定めたスコットランド教会法（Church

ofScotlandAct1921）の下、プロテスタントである長老制スコットラ
ンド教会（PresbyterianChurchofScotland）は、国教会としての地位

の確認を受け、今日まで存続している。もっとも、長老制スコットラ

ンド教会はイングランドのようなかたちでの国教会ではない。
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灘i灘灘灘灘嚢：かねてから、社会的に差別を受けていたカトリック

と、プロテスタント主体の政府との間で対立が深刻化している。2001
年に行われた調査では、北アイルランドの住民のうち、45．5％がプロテ

スタントであった。この中には長老制教会派、アイルランド・アング
リカン〔聖公会〕、メソジストなどの信徒が含まれている。これに対し

てカトリック教徒は40．3％であった。その他の13．9％の住民は特定の教
派、宗教・宗派に属していない（4）。

2イングランド国教会の誕生

連合国家における覇者としてのイングランドは、久しくローマ・カト

リック教会（RomanCatholicChurch）、ローマ教皇庁（C％吻劣o耀づ％θ、

Roman（papa1）Court）という超国家的な枠組みのもとにある1国家で

あった。その後、国王ヘンリー8世（HenryVIII：在位1509年～1547年）

が、ローマ・カトリヅク教会の枠組みから離脱し、「アングリカン教会

（AnglicanChurch）」を立ち上げ「イングランド〔国〕教会（Churchof

England）」を築き上げた（5）。

このように、イングランドでは、プロテスタント系のアングリカン教会

〔聖公会〕を国家の下に置くことにより“国教会（establishedChurch）”

とし、国王〔女王〕は、大主教など高位聖職者の任免、信仰の教理などに

ついてまで幅広く直接、あるいは議会の決議や議会制定法などを通じて介

（4）See，PopulationinNorthemIreland：breakdownbyreligiousdenomina廿on，Census

2001；JohnHickey，ReligionandtheNorthemIrelandProblem（Gill＆Macmillan，
1984）．
（5）ちなみに、原文「ChurchofEngland」に忠実に「イングランド教会」と邦訳すべ
きであるとの指摘もある（塚田理「イングランドの宗教〔新装第1版〕』（教文館、

2006年）7頁参照）。ほかに、「イングランド聖公会」の訳もある。一方、イギリス
においては、スコットランドの長老制（PresbyterianChurchofScotland）も、制定法

（ChurchofScodandAct1921）によって、国教会（establishedChurch）としての地
位を認められている。この場合も、「ChurchofScodand」を「スコットランド教会」

と邦訳すべきか、あるいは「スコットランド国教会」と邦訳すべきかが問題となる。
本拙稿においては、わが国で一般的に使われている表記や国教会の組織や国家と教
会との相互関係などを副酌にして、一方を「イングランド国教会」、他方を「スコッ
トランド教会」と邦訳することにする。ちなみに、イギリスの教会制度の変容につい
て、法律学プロパーの視角からのものではないが、邦文の分析として、前記塚田著の
他、R．RH．ムアマン・八代崇『イギリス教会史』（聖公会出版、1991年）、山代宏道『ノ

ルマン征服と中世イングランド教会』（渓水社、1998年）、東出功『中世イギリスにお

ける国家と教会』（北大図書刊行会、2002年）などがある。
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入できる仕組み、つまり“国教会体制（establishment）”ができあがった。

3アングリカン教会の信仰の特質

アングリカン教会は、プロテスタントのキリスト教派の一つに分類さ

れる。一般に、プロテスタントの考え方について、わが国では、キリス

ト教の原点に戻るという意味で、「福音主義」とも呼ばれる。プロテスタ

ントの信仰の源流は、ドイツの教会改革者マルティン・ルター（Martin

Luther：1483～1546年）修道士にあるとされる。プロテスタント信仰の特

徴を大きく3つに分けて、アングリカン教会の信仰と比べて、やさしく図

説すれば、次のとおりである。

〔図表序一3〕プロテスタントの3大原理とアングリカン教会の信仰

の特質

①灘鷹鰯灘灘雛難臨翻鰯i雛顯麟鱗灘灘鐡：人は自らの修行や善行によっ

ては救われるものではなく、信仰することによってのみ救われるとい
う考え方である。魂の救済（cureofSouls，o％矧α％吻α7％吻）がキリス

ト教信仰の義であり、罪のゆるしを約束する瞭宥状（いわゆる「免罪
符」）のようなものは信仰の義に反することになる。

《イングランド国教会の教え》基本的に信仰義認説にしたがっている。

②灘難騨懸i鞭鰯灘鱗灘灘灘馨講鱒灘鰯1：信仰の基礎となるのは聖書のみ

であるという考え方である。したがって、洗礼・聖餐〔ミサ〕・聖職

按手式・堅信礼・結婚・告解・抹油の7つのサクラメント（秘跡・聖
葵・聖典礼）のうち、聖書に裏打ちされた「洗礼」と「聖餐式」のみ

を正式なサクラメントと認める。「結婚」のような典礼はサクラメント

ではないとする。したがって、結婚の取消〔離婚〕や聖職者が結婚も

ゆるされる。
《イングランド国教会の教え》基本的に聖書主義にしたがっている。

③灘醸灘雛難難灘：キリスト教徒はすべて平等であり、聖職者と平信徒の

間には分け隔てがないとする考え方である。したがって、ローマ・カ
トリック教皇の首位権は認めない。
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《イングランド国教会の教え》ローマ教皇の首位権は認めない。しかし、

ローマ・カトリック教会からたもとを分かったという歴史的な経緯も

あり、組織的には、カトリックの監督制・聖職位階制〔大主教・主教・

司祭・執事〕や使徒承継の理論を受け継いでいる。

また、聖職者（宗教教師）は、神学を学んだり、司牧（牧師が信徒

を導くこと）や説教の教育や修練をうけた専門家であるということに

もなる。聖職者が結婚し、一般の世俗的な生活のなかで神に仕えるこ

とはゆるされる。また、女性も聖職叙任がゆるされることになる。

以上のように、アングリカン教会の信仰は、一方では、プロテスタント

の①信仰義認説や②聖書主義を採り入れ、他方ではプロテスタントの③

万人祭司説に従わずにカトリックの要素である聖職位階制・監督制〔司

教制〕も採り入れることで、キリスト教神学上は、保守的なローマ・カ

トリシズムと急進的なカルヴァン主義との‘‘中道（レ∫α1脆4宛、middle

road）”をめざすものである（6）。

4イングランドにおける「国教会体制」の意味

「国教会体制（establishment）」とは不確定な文言である。この文言に

関し、教会（church）と国家（state）との関係において、具体的に何を

意味するのかについて、さまざまな意見がある。イングランド国教会を例

にして、おおまかにまとめてみると、次のようなことを意味する（7）。

（6）See，S．C．Nei11，Anglicanism（4出ed．，Mowbrayl1993）。

（7）See，RichardDavies，‘‘Churchan（1State”7CambrianLawlReviewし11－12（1976）

H．Chadwick，ChurchandState：ReportoftheArchbishop’sCommission（Church
InformahonOffice，1970）；M．H．Ogilvie，“WhatisaChurchbyLawEstablished？，”28

0sgoodeHallLawJouma1179（1990）；BemardPalme蔦HighandMitred：AStudyof
PrimeMinistersasBishop－Makers，1837－1977（Cromwe11，1992）；VbmonBogdano葛
TheMonarchyandtheConstitution（Oxford：Clarendon，1995）c．7；FrankCranmer，
‘℃hurch－StateRelationsintheUnitedKingdom：AWlestminsterViewl”6Ecclesiastical

LawJoumal111（2001）；IanBra（11eylGodSavetheQueen：TheSpiritualDimension
ofMonarchy（Darton，LongmIm＆Todd，2002）；anLeigh，‘‘ByLawEstablishedP：The

ChurchofEnglandandConstitutionalReformP，”（2004）PublicLaw266；Reportto

ParliamentbytheLea（leroftheHouseofCommonsandLordPrivySealbyCommandof
HerMajes鉱TheHouseofLords：Reform（TheStationeryOffice，Februaryl2007）。
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〔図表序一4〕イングランドにおける「国教会体制」の意味

①世俗の議会（Parliament）が、イングランド国教会総会議（Genera1
．．§y具⑳．．オ淀竺ゑ国数会法．．蜘興璽釜1．．を纏堕きゑ9＿一．．＿．．．．．．．．．．．、．．．

②国家が、国教会の大主教その他主要な聖職者を任命できる。

③26人の大主教や主教が世俗議会上院〔貴族院（HouseofLords）〕に聖
．．隙量底．勲噸鋤典ゆ．．堂．』：磯度堕』二購1鑑＿一＿一＿一＿一＿一．＿一．＿一

④国王〔女王〕がイングランド国教会の至高の裁治者（最高指導者）で

あり、かつ、プロテスタント信仰の守護者（DefenderoftheFaith）で

ある。

‘‘establishment”という文言は、世俗裁判所の解釈では、一般的に、「あ

る教会に対して、国家が、特別の法的地位を付与し、承認し、保護を与え

ること」、「ある宗教ないし宗教団体に対して、国教ないし国教会としての

地位を付与すること」、これによって、「あらたな宗教ないしあらたな教会

を創設または設立すること」をさすという。また、“fullestablishment（完

全な国教会体制）”とは、「国教会を守護することを国家と国民に義務づ

け、かつ、国教会に対して他の宗教と区別して排他的に法的保護を与える

こと」を意味するという（9）。

別の法廷では、「ある教会が国教とされたということは、国家の1省庁

になったということではない。むしろ、国家が、その教会を真正なキリス

ト教信仰を広める宗教団体であると認め、当該団体およびそこが出す布告

に対して一定の法的地位を付与し、かっ、一定の法的要件をみたす場合に

は一定の民事制裁をかすことを認めることをさす」と判示する（10）。

（8）もっとも、2007年2月に公表した『貴族院改革：改革（TheHouseofbrds：Reform）』

案において、イギリス議会は、国教会からの聖職議員の数を16人に削減し、議員の
選任権を国教会側に委ねる提案をしている。ちなみに、2009年8月現在、イギリス
（ウエストミンスター）議会上院〔貴族院〕の議席数は747である。うち、世襲議員
（HereditaryPeers）の議席は92、一代限りの貴族議員（L挽Peers）の議席は629、
聖職議員の議席は26である。一方、議会下院〔庶民院〕の議先は646である。Ava丑able
詑http：／／www．officiaMoc㎜ent＆govuk／document／cm70／7027／7027．pdf〔筆者ホームペー

ジ（HP）最終閲覧2009年9月30日、以下すべてのHPは同日に最終閲覧〕
（9）AG（Victoria）ε劣z召JBlackvlCommonwealth（1981），146CLR559，at595－7〔High

CourtofAustralia〕；GeneralAssemblyoftheFreeChurchofScotlandvlLordOverton
［19041，AC515〔HL〕
（10）MarshallvGraham，［1907］2KB．112at126．
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すでにふれたように、1988年人権法（HRA）は、「公的機関（pub五c

authoh“es）」には、思想、良心および信教の自由に対する権利を保障するよ

うに強く求める。こうした世俗法環境の展開に照らしてみると、イングラ

ンド国教会は、その‘‘公的性格”を強く主張すると、逆に、自らの“自律”

を阻害されるという不本意な結果を招くことにもなりかねない状況に置か

れている。この点について、2009年9月現在、イギリスにおける最高位の

司法機関である議会上院上訴委員会（AppenateCommi枕eeoftheHouseof

Lords）は、2003年のAstonCanUowParochialChurchCouncilvWallbank事

件において、イングランド国教会の「国教たる地位（estab五shednature）」

に関して、国教会の使命が聖的性格（spiritualnature）を有している点、

言い換えると政府機関が持っ世俗的な使命とは異なる点に着眼して、イ

ングランド国教会は人権法がストレートに適用になる「公的機関（public

authority）」にはあたらないと判示している（11）。しかし、立憲君主政体に

おけるイングランド国教会の存在からして、カトリックその他のキリスト

教派やイスラム教や仏教などの宗派と同じ存在ではないことは明らかであ

り、この判決に示された解釈には異論もある（12）。

5イングランド国教会法の法源

すでにふれたように、イングランドでは、国家教会体制（establishment）

を敷いている。後に詳しくふれるように、今日、イングランド国教会は、

国教会総会議（GeneralSynod）を置いて、自前で国教会法（measure）

を定める権限を有している。いいかえると、イギリスでは、国教会総会議

とイングランド議会〔ウエストミンスター議会・世俗議会〕とが分かち合

うかたちで国法の立法権能を行使し、イングランド国教会に関する教会法

をっくっている。このことから、イングランド国教会に関する教会法の実

（11）［2003］3WLR283．Availableat：http：／／www．publications．parliamenLuk／pa／1（i200203／

ldjudgmt／j（1030626／aston－1．htm．

（12）この点についての詳しい分析については、本稿X参照。
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証的な分析にあたっては、とりわけ次の典拠を精査するように求められる。

（1）イングランド国教会法の法源の種類

イングランド国教会法の法源（sourcesofchurchlaw）としては、次の

ようなものがあげられる。

〔図表序一5〕イングランド国教会法の法源の種類

①鑛鰯i難灘鍵i蟻鐘馨鱒難翻鑛購灘難1難：アングリカン教会の教理

イングランド国教会の聖礼典・秘跡・聖萸〔洗礼（baptism）と聖餐
（sacraments）〕・典礼様式（rites）」儀式（ceremonies）・統治〔裁治

～立法・執行・司法〕組織などについて聖職者会議（ConvocaHons）、

総会議（GeneralSynod）および〔総会議の前身である〕国教会総会
（ChurchAssembly）が制定・公布した内部規範。いかなる国教会カ
ノン（教会改革以前のカノンで、改革後も効力を有する部分を含む。）

も、国王大権、国法・慣習等に反するあるいは相容れないものであっ

てはならず、かつ、国教会カノンの公布に先だっては国王（女王）の

裁可を要する（1533年聖職者服従法1条・3条、1969年教会会議裁治
〔国教会〕法1条3項）。
㊨灘響纏騒灘鑛鰯鰯灘灘灘灘’i塑俗二致撰1’謹磁羅酵テあ

るために世俗議会が定めた各種の世俗法。1998年人権法（HRA）など
の世俗法を含む。もっとも、イングランド国教会体制の下、1919年に、

国教会に対して独自の「国教会法（measures）」を制定する権限が付

与されるまで、イングランド議会制定法が久しく、イングランド国教
会形成における重要な教会法（ecclesiasHcallaw）の役割を演じてきた。

◎灘鰯一i一繍獅薫翻獅策や方針をもとにイングランド国教会総会議が自律的に定めた教会法
（ecclesiasticallaw）。国法（1awoftheland）たる性格を持つ。
㊨騒講顯籔鰯灘馨鰯騰蒙鰯蘇鰯雛雛三’石y枢’密院苓”て5f蕊酉正Hf耐ご6顧5影

女王の個人的な承認を要しない枢密院勅令）、（b）国教会カノン、議

会制定法または国教会法で付与された権限の範囲内で定められる規範
（s松Ultoryor（lersナrules）

ちなみに、主として国教会聖職者の職務基準の役割を果たす「イングラ

ンド国教会カノン」〔教会法典（CanonsoftheChurchofEngland）〕は、は
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じめは1964年に、次いで1969年に、国教会の聖職者会議（Convocations）

が公布した。その後、総会議（GeneralSynod）にこの分野の権限が移譲

されたために、1970年からは総会議が公布した。国教会カノンは、形式

的には内部規範たる性格を有する（13）。しかし、公布に先だち、主権を有す

る世俗議会の承認手続は要しないが、内務大臣通じて国王〔女王〕の裁可

を受ける必要がある。また、国家的な行事・式典に深く関与する国教会

（establishedchurch）が公布する規範である。このことから、そのなか

に定められた聖礼典〔秘跡・聖彙〕・典礼様式・儀式、さらには教会の統

治〔裁治〕の仕組みや運営などは、国教徒のみならず、異教徒や無神論者

を含むイギリスの民一般にとっても無視しえない影響力を持っ。

また、これらの典拠のほかに、イングランドの変遷をつうじて積み重ね

られてきた教会および世俗的な「コモンロー（commonlaw）」がある。国

教会裁判所では一定の拘束力を有する。しかし、国教会カノン、ウエスト

ミンスター議会〔世俗議会〕がつくる法（acts）や国教会総会議（General

Synod）がつくる法（measures）が、優先する。もちろん、コモンローは、

イングランド国教会においては、「偉大な道徳力（greatmoralforce）」と

して常に尊重される。

（2）国教会法の適用および執行

国教会法の適用対象は、それぞれの法源により異なる。イングランド国

教会法が、議会制定法のかたち、とりわけ一般法（publiclaw）のかたち

で制定されている場合には、一般の民にも広く適用になる。これは、イ

ングランド国教会が、自由意志で信徒になれる、いわゆる「加入者教会

（membershipchurch）」とは異なる別格の宗教組織であることにもよる。

一方、国教会カノンについては、適用対象は限定される。具体的には、国

（13）See，CanonsoftheChurchofEnglan（1（ChurchHousePublishing，6the〔i．，2000，

Supplement2005，）．Availableat：

http：／／www．cofe．anglican．org／about／churchlawlegis／canons／whole．pdf
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教会の聖職者、信徒および従業者などが主要な適用対象といえる。

国教会法の執行は、後にふれるように、（1）国教会内にある司法組織

っまり、①主教区（diocese）にある主教裁判所（ConsistoryCourts）や

②大主教管区（Province）にある大主教裁判所（ProvincialCourt）、③教

会留保事件裁判所（CourtofEcclesias亘calCausesReserved）、④特別許可

裁判所（CourtsofFacu1挽s）および⑤各種委員会などを通じて確保され

る場合と、（2）世俗の司法組織、つまり、①世俗議会上院再審査委員会

（CommissionofRevie凧HouseofLords）、②枢密院司法委員会（Judicial

CommitteeofthePrivyCounci1）ないし③各種世俗委員会などを通じて確

保される場合とに大別できる。

6開花する多彩な信仰集団～“寛容”の時代から“多様化”の時代ヘ

イングランドでは、‘‘国教会体制（establishment）”の確立をみて以降久

しく、イングランド国教会〔アングリカン教会〕が‘‘別格の存在（unique

status）”として信仰界に君臨してきた。かつては、国教会体制を受け容れ

ない人たちには過酷な試練が待ち受けていた。しかし、国教会体制を絶対

視する考え方はしだいに後退して行き、時代は、民の信教の自由に対する

制限を緩和する方向に大きく動き出していった。その契機となったのが、

1689年の「寛容法（TolerationAct1689）」の制定である。この議会制定

法は、国教徒と非国教徒との“対立の時代から寛容（tolera廿on）の時代”

へと流れを変える重要な役割を果たした。

ただ、寛容法の制定にもかかわらず、国教会は絶対的な存在であり、非

国教徒の信仰の自由は“寛容（toleration）”、すなわち‘‘ゆるし〔赦免〕”

の精神から認められるというスタンスにあった。

しかし、いまやイギリス社会は、信仰の自由にっいては、“寛容”の時

代から脱して、“多様化（Pluralism）”の時代へと大きく変化している。さ

まざまな信仰集団が開花し、多彩な宗教活動を行っている。
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2001年の調査統計によると、ブリテン〔①イングランド（England）、

②ウェールズ（Wales）、③スコットランド（Scotland）〕を見てみても、

総人口の72パーセント弱がキリスト教を信仰している状況にある。その

一方で、イングランド国教会や既成のキリスト教派以外の宗教、つまり、

仏教、イスラム教、ヒンドゥ教などさまざまな宗教〔イギリスにおける新

宗教、新新宗教〕、を信仰する人たちが増えてきている。

統計によると、ブリテンにおける信仰団体〔信仰集団〕とその信徒数お

よび割合は、次のとおりである（14）。

〔図表序一6〕ブリテンにおける信仰集団と信徒数および割合

信徒の種類 （単位：千人） 割合（％）

キリスト教徒

仏教徒

ヒンドウ教徒

ユダヤ教徒

イスラム教徒

シーク教徒

その他の信徒

42079
，152
559
267
1591

，336
179

71．6

0．3

1．3

0．5

2．7

0．6

0．3

信徒総計 45163
，

76．8

無神徒

無回答

9104，
4
2
8
9
，

15．5

7．3

無信徒／無回答総計＊ 13626
，

23．2

全総計 58789
，

100

国家統計局：国勢調査2001年4月（2003年2月13日公表）

＊この部分の総計には、無信徒か無回答か分けることができない北アイルランド

の234，000件が含まれている。

この統計からもわかるように、イギリスでは、イングランド国教会や既

成教会・教団以外にも、仏教、イスラム教、ヒンドゥ教、シーク教など、

さまざまな宗教・宗派・教団（以下「新宗教・教団」という。）が信仰活

（14）See，Census，OfficeforNationalStatistics：TheUKpopulation：byreligion，Apri12001

（Publishe（10n13February2003），Availableat：http：／／www．statistics．govしuk／cci／

nugget．asp？i（1＝293．
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動を行っている。近年、イギリス政府は、テロ対策などの面から、とりわ

けイスラム教および160万人にも及ぶ同教徒、さらにはカルト対策面から

は新宗教・教団全般に対して、関心を強めてきている。

一方で、別の注目すべき動きもある。イギリス議会貴族院〔上院〕に確

保されているイングランド国教会の大主教や主教26人聖職議席を、信仰

団体の活動が多様化する環境（pluralreligiousenvironment）にそくして、

イングランド国教会以外のキリスト教派や他の宗教・宗派にも広く割り振

るべきでないかとの主張である。本来、これら聖職議員の存在意義は、世

俗の立法過程に、国教会の教えに基づく信仰倫理を国政に反映させること

がねらいとされる。しかし、今日の信仰が多様化するイギリス社会（multi－

faithsociety）では、そのねらいが時代にそぐわないのではないか、と問

うている。ただ、こうした主張を受け容れることは、イングランド国教

会の、いわゆる‘‘脱国教会体制（disestablishment）”の声を勢いづかせる

おそれもある。伝統を重んじる人たちからは、強い警戒感が示されてい

る（15）。

7礼拝施設等の登録制度

さきにふれた1689年の「寛容法（Tolera廿onAct1689）」流れを後押しす

るかたちで、カソリックや非国教派プロテスタント（non－confomists）な

どのキリスト教派（Christianily）、さらにはユダヤ教（Judaism）のような

伝統的な宗教・教団が、宗教活動を円滑に行えるようにすることをねらい

（15）See，ADGilbert，TheMakingofPosレChristianBritain：HistoryoftheSeculahzation

ofModemSociety（LongmanHigherEducation，1980）；JonathanSacks，ThePersistence
ofFaith：Rehgion，Morality＆SocietyinaSecularAge（Wieide麺eldandNicolson，1991）；

UKActionCommitteeonIslamicA面rs，MuslimsandtheLawinMulti－FaithBritain：
TheNeedforReform（UKActionCommitteeonIslamicAffairs，1993）；TariqModood，
‘‘Establishment，MulticulturalismandBritishCitizenship，”65Poli廿caLQuarterly53

（1994）；TariqModood（ed．），Church，StateandReHgiousMinorl廿es（PolicyStudies

Institute，1997）；StephenVMonsma＆J．ChristopherSope蔦TheChallengeofPluralism：

ChurchandStateinFiveDemocracies（Lanham，Md．：Rowman＆Little且eld，1997）；
PaulWeHer（ed．），ReligionsintheUK：AMu1住faithDirectory（Un短ersilyofDerby；3

reved．，2001）。
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に1855年に制定されたのが、「礼拝所登録法（PlacesofWbrshipRegistration

Act1855）」である。この議会制定法は、キリスト教派やその他既成の宗教・

教団が、宗教上の礼拝施設（apia㏄ofm㏄廿㎎lbrre㎏iousworship）や宗教婚

施設（aplaceibrre㎏iousworshipforthesolenmisa廿onofmarhagesundersection

410ftheMarriageAct1949）（以下「礼拝施設等」という。）を、出生・死亡・

婚姻登録庁長官（TheRegistrarGeneralofBirths，Deaths，andMarriages、

以下「登録庁」、「登録庁長官」という。）に対し登録申請することを認める（16）。

登録申請は、その礼拝施設等の所在する地域を所轄する登録庁地方事務

所の上席登録官の窓口を通じて行う。登録が認められた場合、登録証が交

付される。登録された礼拝施設には土地関連の租税が免除されるなどの特

典が与えられる。

ちなみに、登録済施設等の目的外利用などがある場合には、登録庁長官

は登録を抹消することができる。登録を抹消した場合、登録庁長官は新聞

に公告するように求められる。抹消の効力は当該施設が再登録されるまで

継続する。

カソリックや非国教派プロテスタントなどのキリスト教派、ユダヤ教の

礼拝施設等に加え、イギリスでは既成化した教団である救世軍（Salva廿on

Amy）（17）の施設なども、1855年礼拝所登録法の下での礼拝施設等として

登録が認められている。

その一方で、アメリカから渡来したチャーチ・オブ・サイエントロジー

（ChurchofScientology）は、チャペルなどの施設にかかる登録申請が登

録庁長官により拒否されている（18）。こうしたケースからもわかるように、

1855年礼拝所登録法の下での登録制度は、実質的に、国教会以外の主要

（16）登録庁は、制度的には、①イングランド＋ウェールズ、②スコットランド、③北ア

イルランドの3つに分かれている。
（17）1865年にイングランドでメソジスト教会ウイリアム・ブース（WilliamBooth）牧

師により創始された。キリスト教派ではあるが、いかなる秘跡・サクラメントを肯定

も否定もしない。
（18）See，RvRegistrarGeneral，8”α漉SegerdalandAnother〔1970〕1AllE．R1／3AnE．R

1．
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なキリスト教派（Chris惚nity）およびユダヤ教（Judaism）などイギリス

においてかなり既成化した宗教・教団を対象とした仕組みといえる（19）。

8議会制定法による特定教派の教会財産の維持・管理

イギリスにおけるキリスト教派のなかには、歴史的な経緯あるいは財産

の維持・管理の効率化などから、議会制定法〔一般法（publicacts）、個別

法（privateacts）〕（20）に基づいて教会財産の維持・管理が行われているも

のもある。

歴史的な経緯から教会財産の維持・管理を行う議会制定法の一っとし

て、「1914年ウェールズ教会法（WdshChurchAdl1914）」があげられる（21）。こ

の法律は、国教会であったウェールズ教会（ChurchinWales）の脱国教

会化に伴い、教会の地位の変更事項などに加え、教会財産の継承的処分や

帰属を明確にするねらいで定められた。

一方、教会財産の維持・管理の効率化をねらいとした議会制定法の例

としては、「1951年洗礼派・信徒財産信託法（BaptistandCongregationa1

TrustsAct1951）」があげられる。この法律は、バプティスト〔洗礼

派〕の教会団体からの請願に応じてイギリス議会に提出された法案

を同議会が承認・成立させた、いわゆる“個別法（privatelaw）”で

（19）ちなみに、イングランドおよびウェールズにおいて、2002年の統計では、主要な

キリスト教派以外の教派・教団で登録を認められた件数は、礼拝施設では9，914箇所
（総数29，805箇所）、婚礼施設では7，020箇所（総数40，609箇所）である。Officeof

NationalStatistics，MarriageseriesFM2No28，table3。42，table3．43．

（20）「個別法（privateacts）」とは、特定の個人または団体に適用される法律（personal

acts）で、利害関係者からの請願に基づいて議会が制定した議会制定法を指す。「一
般法（publicacts）」と対をなす。他に、特定地域からの請願で特定地域に適用され
る法（「特定地域法・10calacts」）がある。特定地域法は、一般法にあたるのかそれ

とも個別法にあたるのか議論のあるところである。一般法・個別法の二分論に基づ
いた近年の調査によれば、1539年から1997年までに、24，700の一般法が制定された

のに対して、11，000余りの個別法が制定されている。See，TheLawCommissionand
theScottishLawCommission，StatuteLawRevision：ReportontheChronologicalTable
ofPrivateandPersonalActs（March1999）．Availableat：http：／／www．lawcom．govluk／

docs／1c256（1）．pdfちなみに、個別法については、ヘンリー8世が離婚する際に活用

した例がよくあげられる。
（21）Availableat：http：／／www．opsi．gov．uk／RevisedStatutes／Acts／ukpga／1914／

cukpga一19140091＿en＿1．
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ある。バプティスト教会の財産継承を容易にするために教会関係者が

設立した信託会社（BaptistTrustCorporation）が受け皿（受託者）

となって教会財産を維持・管理する途を拓くねらいで制定された（22）。

「1972年合同改革教会法（UnitedRefomedChurchAct1972）」も、教

会財産の維持・管理の効率化をねらいとした議会制定法である。この法律

は、1972年にイングランドとウェールズの会衆派〔会衆制〕の教会と長

老派〔長老制〕の教会が合体しあらたに合同改革教会が創設され、新教会

に参加した各種教会の礼拝施設、聖職者その他従業者の居住用財産を信託

に付し集約的に管理するねらいで制定されたものである（23）。

世俗法のうち、教会や信仰集団〔信仰団体〕・宗教団体一般を対象に、

法人格を付与するため、あるいは礼拝施設などの財産を所有し、これを

維持運用し、その他その目的達成のための業務や事業の運営に資する

ことをねらいに定められる国家法を‘‘教会法〔宗教法〕（extema1［civi1］

church［religiousllaws）”と呼ぶことがある。適例として、前述の「1855

年礼拝所登録法（PlacesofWorshipRegistrationAct1855）」や後述の

「2006年チャリティ法（ChariHesAct2006）」があげられる。この意味で

（22）イギリスにおいては、伝統的に、バプティスト〔洗礼派〕の教会は、単立の‘‘人格

のない社団（unincorporatedassoci甜on）”形態で存立してきている。このため、従
来から教会財産の権原（title）の継承が必要になった場合にトラブルが生じることが
多かった。便法として、個人受託者を選任して財産管理を行う手法も活用された。し
かし、受託者の死亡や変更が生じた場合には、チャリティコミッションでの審査を要
するなど、事務手続の煩雑さが問われていた。そこで、バプティスト教会関係者が個
別法（privateact）の通過をイギリス議会に請願し、1951年に「洗礼派・信徒財産信
託法（BaptistandCongregationalTrustsAct1951）」の制定にこぎっけた。これによ
り、バプティスト派の教会は、チャリティコミッションの所管を離れるとともに、“受

託者法人（trustees’corpor甜on）”形態による教会財産管理の途が拓かれた。See，

BaptistUnionCorporationLimited，BUCGuideline；BIChurchTrusts，ModelTrusts
andPropertyTrustees（09／2007）．Availableat：http：／／www。baptist。org．uk／resources／

resource＿downLords／164．pd五また、チャリティコミッションについて詳しくは、拙

論「イギリスのチャリティ制度改革：法制と税制の分析を中心に（1）」白鴎法学15

巻2号参照。
（23）1972年合同改革教会法は、その後1981年および2000年に改正されている。ちなみ
に、世界的に見ても、会衆派と長老派（改革派）の各教会が合同化する動きがある。
Availableat：http：／／㎜，urc．org．uk／what＿we＿（10／the＿manual／the＿united∫eformed＿

churchacts．
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の国家法たる‘‘教会法〔宗教法〕”は、本来、，信仰集団〔信仰団体〕の教

理、教憲・宗憲、教規・宗規など（intema1［domesticlmatters）に対して

世俗法としての効力を与える、あるいは認めるものではない（24）。ただ、こ

の意味での‘‘教会法〔宗教法〕（extema1［civil］church［religious］1aws）”

の場合であっても、問われることは、特定教派・宗派の財産の維持・管理

の効率化などを目的とした‘‘個別”の世俗法たる教会法〔宗教法〕制定の

是非である。

9信仰団体と登録制度

イギリスにおいては、信仰集団〔信仰団体〕が活動を行う場合には、

団体規制の対象となる。すなわち、信仰集団〔信仰団体〕をはじめとし

た非営利公益〔慈善〕団体（chadties）は、既成宗教か新宗教か問わず、

原則として、チャリティコミッション（CharityCommission）（25）へ申請し

て登録するように義務づけられている。‘‘原則として”ということである

ことから、法人格のイングランド国教会本体や礼拝施設等の登録制度の対

象となる宗教教派その他個別の議会制定法の適用対象となる場合その他

小規模団体などは適用除外となる。言い換えると、イングランド国教会

の機関などを含む信仰集団〔信仰団体〕は、一般論として「宗教の振興

（advancementofreligion）」をはかる団体としてチャリティコミッション

（24）教会〔や宗教団体〕の財産管理など外部事項（extema1［temporallmatters）を規

律するねらいで定められる世俗法（civil［secular］1aws，）を「外部的教会〔宗教〕法

（extemalchurch［religious］laws）」と呼び、教会〔や宗教団体〕の教理（doctrines，
books，teaches）、教憲〔宗憲〕（cons廿tu廿ons，canons）、教規〔宗規〕（orders，rules，

regu1甜ons）など内部事項（intemal［domes丘clmatters）を律する法を「内部的教
会〔宗教〕法（intema1［domesdc］church［religiousllaws）」と呼んで、二分論を機
軸に教会法〔宗教法〕（ecclesias廿ca1［religiousllaws）を検証する考え方もある。See，

NormanDoe，TheLawoftheChurchinWiales（UniversityofWialesPress，2902）at8召渉

s醇
（25）制度的には、①イングランド＋ウェ」ルズ、②スコットランド、③北アイルランド

の3つに分かれている。それぞれの正式名称は、①ChahtyCommissionforEngland
andWales、②ScottishCharitableOfnce、③DepartmentofSocialDevelopmentで
ある。チャリティコミッションは、それ以前にあったチャリティコミッショナー
（CharityCommissionersforEnglandandWiales）を改組してつくられた、独立した
審査権能と行政権能を持った法人格を有する公的機関である。
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に申請して登録するように求められることになっている。

（1）チャリティ法上の団体規制の概要

2006年チャリティ法（CharitiesAct2006）によると、「貧困の防止

または救済（preventionorreliefofpoverty）」（2条2項a号）、「教育

の振興（advancementofeducation）」（2条2項b号）、「宗教の振興

（advancementofreligion）」（2条2項c号）など‘‘公益〔慈善〕目的

（charitablepurposes）”（26）を有する団体には、チャリティコミッションヘ

の登録が義務づけられる。つまり、いかなるチャリティも、登録を要しな

いとされない限り（93年法3条のA第2項）、登録するように求められる

（93年法3条のA第1項）。2006年法は、「チャリティ（charity）」を「もっ

ぱら公益目的で設立され、かつ、チャリティに関する裁判管轄権の行使に

おいて高等裁判所の支配に属するもの」と定義する（06年法1条）。

例えば、イングランド国教会関係の団体であっても、法人格を有する各

教区の教区教会評議会（PCC＝ParochialChurchCounci1）のように、従来

から、登録対象となってきた団体もある。

登録を要しないとされるチャリティについては、次のように類型化でき

る（06年法9条による93年法3条のA第2項の修正）。

〔図表序一7〕登録を要しないチャリティの類型

ポンド以下の登録不要のチャリティ

ティコミッション以外の政府機関の主管となるため、チャリティコ
ミッションでの登録は除外になるチャリティ

（26）近年、チャリティ制度改革が行われ、従来公益〔慈善〕目的分野が4つとされてい

たのが、2006年チャリティ法で12まで拡大された。詳しくは、拙論「イギリスのチャ
リティ制度改革：法制と税制の分析を中心に（1）」白鴎法学15巻1号参照。
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チャリティコミッションの主管になるが、前会計年度の総収入金額が10万ポンド以下で、チャ

リティコミッションでの登録が免除されるチャリティまたは国務大臣

が指定する団体

宗教関係の信仰団体で登録の要否にっいては、上記の3っの類型基準か

ら判断することになる。具体的には、例えば、国教会の教区教会評議会

（PCC）のような登録対象団体であっても、①小規模〔年間総収入が5万

ポンド以下〕または③登録免除〔年間総収入が10万ポンド以下〕の要件

に当てはまる場合には、登録が求められない。また、礼拝所登録法のもと

でその宗教施設等が登録庁長官の所轄となる宗教・教団なども、②登録除

外チャリティに当たることから、登録が求められない（06年チャリティ

法3条のA）。したがって、チャリティコミッションの所轄から外れるこ

とになる。

また、従来、1947年チャーチコミッショナー〔国教会〕法の下で法人格

を有しイングランド国教会の財産の管理・運用をしているチャーチコミッ

ショナーやその所管にある団体（93年チャリティ法別表2）は、②登録除

外チャリティであった。しかし、2006年チャリティ法に基づく改正によ

り、チャーチコミッショナーやその他さまざまな国教会の基金（fmds）

なども、①小規模チャリティないし③登録免除チャリティの基準に当ては

まらない限り、登録が求められることになった。

2006年チャリティ法により従来の登録除外チャリティ・リストから外

された団体は多岐にわたる。とくに大きく変わった分野としては、教会と

大学関係があげられる。教会関係で登録除外チャリティの適格を喪失した

ものを主なものだけ掲げると、次のとおりである（06年法11条による93

年法別表2の修正）。
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〔図表序一8〕教会関係で登録除外適格を喪失したもの

イングランド国教会の投資ファンドや貯蓄ファンド（1958年
教会基金投資〔国教会〕法関係）、メソジスト教会の投資ファンドや貯

蓄ファンド（1960年メソジスト教会基金法関係）、ウェールズ教会の
代表機関もしくはその財産管理団体、イングランド国教会を主管する
チャーチコミッショナーおよびチャーチコミッショナーが所管する各

種機関など

（2）新宗教団体と登録制度

イギリスには、わが国の宗教法人法に匹敵するような宗教団体一般に

法人格を与えるための固有の法律〔世俗法としての宗教法（secular［civi1］

religiouslaw）〕は存在しない。イギリスで新宗教とみなされる仏教、イ

スラム教、ヒンドゥ教などの教団は、公益信託（charitabletrust）、公益

法人〔保証有限責任会社（companylimitedbyguarantee）〕ないし任意団

体〔人格のない社団（unincorporatedassociation）〕などのかたちで存在

し、信仰活動をしてきている。このため、ある信仰団体〔信仰集団〕が礼

拝行為、布教活動、信徒に対する教義ないしは教典に基づく信仰を深める

行為の奨励や説教、さらには経典の頒布などを主たる活動としているとす

れば、登録庁長官が所管する教団として登録が認められない限り、チャリ

ティ法の下での登録チャリティになるための申請をしなければならない。

っまり、イギリスの場合、これらの新宗教・教団は、一般にNPO・公益

〔慈善〕団体と同じく、チャリティ法による登録制度の下での団体規制を

受けると解してよい。これら新宗教・教団から登録チャリティになる申請

があった場合、チャリティコミッションは、審査を行うことになる。この

審査にあたっては、①公益増進に資すること（実質的には公序に反するも

のでないことなど）、②他の宗教を攻撃する活動をするものでないこと、

③公衆ないし公衆のかなり知られていることなどが、重要な判断基準とさ

れてきた。

ちなみに、1999年に、チャリティコミッションは、チャーチ・オブ・
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サイエントロジーが登録チャリティになるために行った登録申請を「公益

増進（publicbene翫）」につながらないとの理由で、却下している（27）。

「宗教の振興」を目的とした団体〔集団〕であることを根拠に登録チャ

リティになるには、申請団体は法人である必要がない。チャリティコミッ

ションによる審査に合格すれば、登録チャリティになれる（28）。

チャリティ法にいう「宗教の振興（advancementofreHgion）」（06年チャ

リティ法2条2項c号）とは、かなり広義にとらえられている。公衆の利

益をはかるために経典に書かれた信仰や宗教を広めること、放送を通じて

福音をもたらす説教をすることにより主として宗教を広めること、公衆の

利益をはかるために宗教の礼拝や布教を通じて宗教を広めることなど信仰

を広めるさまざまな活動はもとより、教会その他の信仰団体の利用に供す

るための土地や建物の提供や維持管理行為なども含まれる。

さらに、信仰団体〔信仰集団〕は、従来は、かりに「宗教の振興」を目

的していないと判断されても、「教育の振興」（2条2項b号）を目的とし

ていると認められれば、登録チャリティになることができた。例えば、イ

ギリスでは、従来は、キリスト教のような一神教（monotheism）が真の

宗教であり、ヒンドゥ教のような多神教（polytheism）は真の宗教ではな

いとの考え方が強かった。したがって、ヒンドゥ教の礼拝施設などは、

1855年礼拝所登録法（PlacesofWbrshipRegistraHonAct1855）の下での

登録、さらにはチャリティ法にいう「宗教の振興」目的での登録チャリ

ティになるのも難しかった。このため、チャリティ法の下では、「教育の

（27）実際には、チャリティコミッションは、チャーチ・オブ・サイエントロジーの
公序（publicpolicy）に反する活動があることを理由にしているものと思われる
（1999年11月17日決定。Availableat：http：／／www．chari呼commission．g覗uk／Library／

registradon／pdfs／cosfulldoc．pdf）。このことは、“公序に反する宗教カルト”とみなさ

れた宗教・教団については、実質的に公的な登録制度から完全に閉め出されることを
意味する。もっとも、見方を換えると、こうした宗教・教団だけが、警察規制を除き、

公的団体規制の法的枠組みから自由になれるようにも思える。団体規制の厳しいイギ
リス社会の皮肉な断面を見る思いである。
（28）イングランド＋ウェールズにある約60万団体あるチャリティのうち、登録チャリ

ティは188，000程度である。このうち、「宗教の振興」を目的とした登録チャリティの

数は定かではない。
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振興」目的でも登録する便法が用いられもした。

これが、2006年チャリティ法2条3項a号では、「宗教（religion）」の定義

が例示的になり、①一っ以上の神を信仰する宗教、および②神を信仰しな

い宗教を含む、と定義するにいたった。このことから、ヒンドゥ教のよう

な多神教も、公益増進（publicbenefit）に資することが証明できれば、宗

教として認められることになった（29）。

10脱国教会体制への動向

イギリスでは、1869年に、当時イギリスの支配下にあったアイルラン

ドの国教会（ChurchofIreland）の脱国教会化が実施された。そして1920

年にウェールズ国教会（ChurchinWales，AnglicanChurch）の脱国教会化

が実施された。このため、現在、イギリスにおいて、国教会として存続

しているのは、イングランド聖公会（AnglicanChurchofEngland）と長

老制スコットランド教会（PresbytehanChurchofScotland）の二っであ

る（30）。

（1）ウェールズにおける脱国教会化の実施

ウェールズは久しく国教会体制を維持していた。ウェールズ国教会

（29）「公益増進（pubHcbenent）」要件と「宗教の振興」要件について、チャリティコ

ミッションは各種の手引（Guidance）を発行している。See，CharityCommission，
TheAdvancementofReligionforthePublicBenefit（December，2008）．Availableat：
http：／／www．charity・commissiongovluk／Library／publicbenefit／p（lfs／pbreligiontext．p（lf；

AnalysisofthelawunderpimingTheAdvancementofReligionforthePublicBenefit
（December，2008）．Availableat：http：／／www．charity－commission．govluk／Library／

publicbenent／pdfs／lawrel1208．pdfちなみに、登録チャリティとなった宗教・教団に

対して、課税庁は、①非収益事業の非課税や②100パーセントのみなし寄附金、③寄

附者が所得額計算上控除（損金算入）対象となる寄附金の受入資格など、さまざまな
課税上の特典を付与している。ここでいう税の賦課・徴収を行っている“課税庁”
とは、英国財務省（HMTreasury）の外局である「英国歳入関税庁」（HMRC＝Her
MajestyRevenue＆Customs）を指す。
（30）スコットランド教会が、いわゆる「establishedchurch」であるという見方には異論

もある。スコットランドの教会法制について詳しくは、See，M凋oryAMacLean（ed．），

LegalSystemsofScottishChurches（DundeeUniversityPress，2009）；AGordon
McGillivray，AnIntroductiontoPracticeandProcedureintheChurchofScotland
（2nde（1．，2001，2008UpdatedText）．Availableat：hUp：／／www．churchofscotland．orguk／

extranet／xchurchlaw／downLor（ls／xchurchlawppintro．p（1£
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（ChurchinWiales）は、イングランド国教会と教派を同じくし、聖公会

（Anglican）であった（31）。しかし、脱国教会体制の確立をねらいにイギ

リス議会〔ウエストミンスター議会〕が定めた1914年ウェールズ教会法

（WdshChurchActof1914）の1920年施行に伴い（32）、ウェールズのイン

グランド国教会（Churche脳inWales）は国教会としての地位を

失い、ウェールズ教会（ChurchofEnglandinWales）となった（2条1

項）。すなわち、1920年に、ウェールズ教会のイングランド国教会からの

離脱、分離が行われた（33）。これに伴い、イングランド国教会との教区の調

整、ウェールズ教会財産の継承的処分（disendowment）などが実施され

た。また、ウェールズ教会の聖職者はイギリス議会上院〔貴族院〕での聖

職議席（LordsSpiritua1）を失った（2条2項）。その一方で、聖職者はイ

ギリス議会下院〔庶民院〕ので被選挙権を得た（1条、2条、3条5項）。

さらに、ウェールズ教会の教会裁判所（ecclesiasHcalcourts）は、強行的

な裁判管轄権を失った（3条1項）。聖職者の戒規事案や教理・聖礼典・

典礼様式・儀式などの内部事項（intemaL［dome甜clchurch［ecclesiastica1］

matters）、さらには特別許可事案（facultycases）についてのみ紛争処理

権能を行使できることとされた。

それまで、存在していたウェールズ教会の教会法（ecclesiasticallaw）

は、「国家法〔国法（1awoftheland）〕」としての効力を失った。これに伴

い、それまでウェールズ教会の信徒に適用されていたイングランド国教

会の教理、戒規、祭事、儀式などに関する定めは、ウェールズ教会の内

（31）ウェールズ教会・ウェールズ聖公会に関する法制について詳しくは、NormanDoe，

TheLawoftheChurchinWiales（UniversityofWialesPress，2002）。

（32）1914年法の施行は、第一次大戦の勃発などにより、1920年にずれ込んだ。See，
WblshChurch（Te血poralities）Act1919（c．65）。

（33）なお、ウェールズ教会の脱国教会化は、法技術的には、イングランド国教会の

ウェールズでの脱国教会化「TheChurch［ofEnglandlinWales」のかたちで実施さ
れた。したがって、イングランド国教会の部分の脱国教会化を図ったものであり、
世俗法上、新生ウェールズ教会（ChurchinWiales）は国教会の地位を維持してい
るとの解釈もある。国教会のSee，GlanmorWilliams砿α」．，TheWelshChurchFrom
ReformationToDisestablishment，1603－1920（UniversityofWiales，2006）．
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部規範〔教憲や教規など〕としてそのまま継続された（3条2項）。した

がって、ウェールズ教会の信徒にとり、イングランド国教会の公同祈祷書

（BookofCommonPrayer）やカノン〔（Canons）～一種の聖職者の職務

基準〕などは、ウェールズ教会の内部〔自律〕規範（intema1［domesticl

church［ecclesiastica1］nom［1aw］）として拘束力を有し、教会裁判所や審

判所、さらには事項によっては世俗裁判所、において紛争処理の対象にも

なりうる（34）。

ちなみに、国教会体制を敷くイングランドやスコットランドにあって

は、イングランド国教会やスコットランド教会の自律規範であるカノン

（Canons）あるいは教会法（intema1［domesticlchurch［ecclesiasticall

1aw［norm］）は、同時に‘‘国家法〔国法〕”でもある。これに対して、同

じキリスト教であっても、非国教会プロテスタント諸派やカトリックなど

キリスト教派の自律規範であるカノンないし教会法は、‘‘国家法〔国法〕”

ではない。脱国教会化を実施したウェールズ教会の教会法は、非国教会プ

ロテスタント諸派やカトリックなどキリスト教派と同様に、当該教会の内

部〔自律〕規範（intema1［domesticlecclesiasticalnorms）であると解され

る（35）。

（34）ウェールズ教会裁判所の組織や手続などについては、ウェールズ教会の教憲
（Constitution）の定めに従う。ウェールズ教会主教裁判所（DiocesanCourt）は特
別許可事案（Facultycases）を含め内部事項について裁断〔判決〕を下し、その裁
断に不服な場合にはウェールズ教会大主教裁判所（ProvincialCourt）へ上訴でき
る。RvProvincialCourtoftheChurchinWales，εゆα7∫8Willi＆ms事件〔（1999）5
EcclesiasUcalLawJouma1217〕においては、ウェールズ教会聖職者が教憲に反するス
キャンダラスな事件を起し、ウェールズ教会の大主教裁判所で聖職から破門の処分を
推挙された。当該聖職者は、この処分を不服として世俗の高等裁判所へ司法審査を求
めた。高等裁判所は、脱国教会化したウェールズ教会の内部事項に介入することを自

制し、その訴えを却下した。
（35）See，TG．Watkin，“Disestablishment，Self・determination，andtheConstitutional

DevelopmentoftheChurchofWales，”inN．Doe（ed．），EssaysinαmonLaw（University

ofWalesPress，1992）；N．Doe＆D．Lambert，‘‘TheStatusandEnforceabilityofthe
RuleoftheChurchinWales，”inN．Doe（e〔i．），EssaysinCanonLaw（Universityof
WalesPress，1992）；TG．輪ddn，‘‘驚s廿gesofEstablishment：TheChurchofWales，”2

EcclesiasticalLawJournal110（1991）；Davi〔lWalker，HistoryoftheChurchinWiales

（ChurchinWalesPublica廿ons，1976）；GWilliams，WilliamJacob＆NigelYates，The
WielshChurchfromReformationtoDisestablishment，1603－1920（BangorHistoryof
Religion）（UniversityofWalesPress，2007）．
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（2）力トリック教国アイルランドでの脱国教会化

アイルランドは、ケルト人、その後のノルマン人により建国された。5

世紀ころ、聖パトリック（StPatrick）によるキリスト教の布教は行われ、

キリスト教国になった。1171年には、諸豪族がイングランド王ヘンリー2

世の支配に下る。1538年にイングランド王ヘンリー8世が、アイルラン

ド教会（ChurchofIreland）の首長に就き、次いで1542年にアイルランド

議会がアイルランド国王法（CrownofIrelandAct1542）〔正式名称AnAct

thattheKingofEnglan（1，hisHeirsandSuccessors，beKingsofIrelεmd〕を

制定し、イングランド王ヘンリー8世およびその継承者がアイルランド王

（lqngsofIreland）であることを宣言した。しかしアイルランドの貴族は

これを認めず、また、1555年にはローマ・カトリック教皇4世がスペイン

のフィリップ2世をアイルランド王であると宣言したために、ヘンリー8

世と対立した。ただ、それ以降、イングランドからの入植者が徐々に増え

ていった。1652年にクロムウェルがアイルランドを平定し、事実上イング

ランドの植民地とした。その後、フランス革命やアメリカの独立などに鼓

舞されて、1791年に、カトリック・プロテスタント・異教徒がアイルラン

ド人連合を結成し、1798年にはイングランド支配からの解放を求めて蜂

起・反乱を起した。反乱は流血のうちに平定され、さらに過酷なイングラ

’
ン
ド の支配を招く結果となった。1801年に、1800年アイルランド・ブリテ

ン合邦法（1800ActofUnionbetweenIrelandandBritain）の施行により、

アイルランド議会は解散され、グレートブリテン王国〔イギリス〕とアイ

ルランド王国が合邦した（36）。

1778年から1829年にかけて、カトリック教徒への選挙権の付与、公職

での宣誓の自由化など、イギリス議会は、一連のカトリック教徒解放法

（CatholicReliefActs）を制定した。この背景には、当時、アイルランド

では少数派であるアイルランド国教会を優遇し、一方で人口の7割も占め

（36）See，PatrickM．Geoghegan，TheIrishActofUnion：AStudyinHighPolitics，1798－
1801（Gill＆Macmillan，2001）．
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る多数派の土着のカトリック教徒を冷遇していたことへの反発の懐柔を必

要としたイングランドの事情がある。また、1869年には、イングランド

議会が、アイルランド教会脱国教体制法（IrishChurchDisestablishment

Act1869）を制定し、アイルランド国教会（AnglicanChurchofIreland）

の脱国教会化が実施された。1905年には、シン・フェイン党の成立、ア

イルランド独立をかかげた。1916年に、自由を求める市民・民兵連合が、

共和国宣言（ProclamationoftheRepublic）〔通称1916Proclam甜onまた

はEasterProclamぬon〕を発布した。しかし第一次世界大戦勃発を理由に

自治は保留された。1922年に、アイルランド自由国憲法（Constitutionof

theIrishFreeState）（37）の下、アイルランド自由国が成立し、イギリスの自

治領となった。ただし、北部アルスター地方の6州〔北アイルランド〕は、

北アイルランド議会のイギリス残留の選択により、イギリスに加わっている。

1938年にイギリスが独立を承認し、ブリテッシュ・コモンウエルス内

の共和国となる。1949年にブリテッシュ・コモンウエルスを脱退、共和

制に移行した。1973年にはEC〔現在のEU〕に加盟している。

アイルランド国教会の脱国教会化は、1869年にイギリス〔ウエストミ

ンスター〕議会を通過し、1871年に発効したアイルランド教会脱国教体

制法（lrishChurchDisestablishmentAct1869）にもとづき、実施された。

〔図表序一9〕脱国教会化の背景

①アイルランド茎迄ゑ餐種き、翌．盈上致返を盆平一！…迄2蛮互．．＿．＿一＿一．＿＿．

㊧塑公套系めティルランド国教会を、同じ聖公会系のイングランド国教

会から分離する
③垂公套系ヲ7万ヲジ下国薮套あ当時の信徒数は全キリスト教徒の1割

程度であったのにもかかわらず、カトリックをはじめとした全国民が
アイルランド国教会に教会税（tithes）の支払を強制された。

（37）ただし、この憲法は、1937年にアイルランド憲法（Cons甘tutionofIreland）が制定

されるまで継続した。
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アイルランド教会脱国教会体制法の施行に従い、次のような結果が生じ

た（38）。

〔図表序一10〕アイルランド教会脱国教会体制法施行の結果

①アイルランド教会所有土地の継墨的処分り実麺＿＿．．．．．．．．．．．＿一一＿一．＿．＿＿．．

面薮叢iφ廃正二二二！二二二二二』．．＿一．．．＿一＿一＿一＿一．．＿一．．＿一＿＿一＿＿．．．＿．＿

③アイルランド教会の大主教、主教の、ウエストミンスター議会〔イギ

リス議会〕での貴族院〔上院〕での議席（LordsSpiritua1）の剥奪

（3）イングランド国教会の脱国教会化の是非

非独立国家連合の覇者であるイングランドにおいて、イングランド国教

会〔聖公会〕信徒〔国教徒〕の割合は、イングランドの総人口の40数パー

セントを占める。

イングランド国内には、聖公会〔アングリカン教会〕を、‘‘別格の存

在（uniquestatus）”とみなす‘‘国教会体制（establishment）”は、イン

グランド国教会以外のキリスト教派〔非国教徒〕や他の宗教・宗派の信

徒の信教の自由を侵害するのではないか。したがって、“脱国教会体制

（disestablishment）”をすすめるべきであるとする意見がある。こうし

た脱国教会体制推進論は、古くは、ジョン・スチュアート・ミル（」．S．

Mil1）やハーバート・スペンサー（HerbertSpencer）などが唱えている。

また、すでにふれたように、1869年にアイルランド国教会（Churchof

Ireland）、そして1920年のウェールズ国教会（ChurchinWlales）が、それ

ぞれ脱国教会体制を確立したことなども、国教会制度廃止論のバネとなっ

ている。

国教会として存続しているイングランド聖公会にっいては、かねてから

“キリスト教派間での公平の確保”の視点から、脱国教会化を図畜必要が

（38）See，Desmon（1Bowen，ProtestantCrusadeinIrelan（1，1800－70：AStudyofProtestanレ

CatholicRelationsBetweentheActofUnionDisestablishment（UniversityofToronto
Press，1978）．
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あるとの指摘がある。とりわけ、イングランドでの宗教・宗派・教派が多

様化する環境（pluralenvironment）の下、イングランド国教会以外の教

派や他の宗教指導者などから国教会体制の見直し求める声が出てきてい

る。

1980年代のサッチャー政権は、イングランド国教会総会議（Genera1

Synod）が脱国教化を決めない限り、イギリス議会（Parliament）は国教

会体制の廃止を検討することはない、との方針を示した。今日の世論もお

おむねこうした方針を支持している。もっとも、保守党か労働党かを問

わず、政治家の中にも、脱国教会体制推進論者は少なくない。1988年と

1991年には、トニー・ベン（TonyBem）議員が脱国教化法案〔議員提出

法案〕を用意した。また、イングランド国教会以外の宗教指導者のなかで

は、脱国教会体制の推進を支持する声が少なくない。表立った運動をして

いる団体としては、「全国非宗教者協会（NSS＝NaUonalSecularSociety）」

や「英国人道主義者協会（BHA＝BnUshHuma面stAssod甜on）」などがある（39）。

1今日のイングランド国教会組織の構図

イングランド国教会の傘下には、16，000以上の教会（church）がある。

毎月、おおよそ1，700万の人々が、各教区にある教会で、聖書朗読、祈願、

賛美の歌で神をたたえ、キリストによる救いを祈念して賛美と感謝をささ

（39）See，Roun〔lellPalmerSelboume，ADefenceoftheChurchofEnglandAgainst
Disestablishment（MacmillIm，1887）；PMHBell，DisestablishmentinlrelandandWi田es

（ChurchHistSoc．S）（SPCK，1969）；WilliamH．Mackintosh，Disestablishmentand

Liberation；theMovementfortheSeparationoftheAnglicanChurchfromStateContro1
（EpworthPress，1972）；PeterComwel1，ChurchandNation：CaseforDisestablishment：
Faith＆theFuture（BlackwellPublishers，1983）；KennethLeech（e〔1．），Settingthe

ChurchofEnglandFree：TheCaseforDisestablishment（JubileeGroup，2001）；Colin
Buchanan，CuttheConnection：DisestablishmentandtheChurchofEngland（Darton，

Longman＆ToddLtd，1994）；SebastianPoulteちEthnicitylLawandHumanHghts：The
EnglishExperience（Oxfor（iUniversityPress，1998）；FabianSocietyTheFutureofthe

Monarchy：TheFabianCommissionontheFutureoftheMonarchy（London：Fabian
Socie以2003）；全国非宗教者協会（NSS）ホームページ（HP），Availableat：http：／／
www．secularism，org・uk／；英国人道主義者協会（BHA）のHRAvailableat：http：／／www．

humanism．org．uk／site／cms／contentChapterVie靴asp？chapter＝333．
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げ、聖餐〔ミサ〕の参加している、という。国教会という政体上特別の地

位にあるアングリカン教会が、洗礼、堅信礼、婚礼、葬式といったかたち

で、国教会信徒の人生、世俗の生活におよぼす影響は決して小さくないこ

とを物語っている。

また、アングリカン教会〔聖公会〕は、イギリスの海外進出に伴い、世

界的な広がりを見せ、グロールな信仰ネットワrクである「アングリカ

ン・コミュニオン〔全聖公会（AnglicanCommunion）〕」の形成にもこぎ

つけた（4φ。

1イングランド国教会の聖職位階制

イングランド国教会の基礎となっているアングリカン教会は、プロテス

タントの教派のひとつに分類される。しかし、プロテスタントの3大特徴

（①信仰義認説、②聖書主義、③万人祭司説）のうち、③万人祭司説〔聖

職者と平信徒とは平等であり、分け隔てがないとする考え方〕には従って

いない。っまり、組織的には、たもとを分かったローマ・カトリック教会

の聖職位階制・監督制〔主教制（hierarc煽Episcopalpattem）〕を採り入

れている。また、聖職位階制・監督制をもとにした会議制（Synod）の導

入も、国教会の特徴的な仕組みの一つといえる（41）。

（40）ちなみに、「聖公会」という和訳は、アングリカン・チャーチの世界的な信仰

ネットワークである“アングリカン・コミュニオン〔全聖公会〕”のなかで、イン
グランド国外にある姉妹関係にある同教派の教会（現在、44メンバー）をあらわす
場合にも使われる。例えば、メンバー教会としては、ウェールズ教会（Churchin
Wiales）、アイルランド教会（ChurchofIreland）、スコットランド監督教会（Scot丘sh

EpiscopalChurch）、アメリカ合衆国監督教会（EpiscopalChurchintheUnitedStates
ofAmerica）、オーストラリア・アングリカン教会（AnglicanChurchofAustralia）、

カナダ・アングリカン教会（AnglicanChurchofCanada）、中央アフリカ大主教管区
教会（ChurchofProvinceofCentralAfdca）、日本聖公教会（HolyCatholicChurchin
Jap2m）などがある。See，NormImDoe，AnAnglicanCovenant：TheologicalandLegal
ConsiderationsforaGlobalDebate（CamterburyPress，2008）．

（41）See，TheReportoftheReviewGroupAppointedbytheStandingCommitteeofthe
GeneralSynod，Syno（1icalGovemmentintheChurchofEngland：AReview（Church
HousePub五shing，1997）。
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〔図表1－1〕イングランド国教会の聖職位階制・監督制の組織全体のイメージ

《イングランド国教会》

【大主教管区】

主教区 主教区

大主事区 大執事区

執事区 執事区

教区 教区

2イングランド国教会の組織

聖職位階制・監督制の下、上位から下位に流れるかたちでイングランド

国教会の組織を、図説すると、次のとおりである。

〔図表1－2〕イングランド国教会の組織

ofCanterbury）②ヨーク大主教管区（ProvinceofYbrk）。大主教
（Archbishop）が主宰。2大主教は、イングランド国内では43主教区
〔カンタベリー29＋ヨーク14〕を分割監督。

◎カンタベリー大主教は、全世界のアングリカン・コミュニオン聖界

の最高指導者であり、かつ、南部イングランド〔29主教区〕＋欧州主

教区（DioceseofEurope）を所管する管区の監督者
，◎ヨーク大主教は、北部イングランド〔14主教区〕を所管する管区の

監督者
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〔国教会総会議（GeneralSynod）数1〕主教院（HouseofBishops）、
牧師院（HouseofClergy）、平信徒院（HouseofLaity）の3院からなる。

〔大主教評議会（Archbishops’Counci1）〕2人の大主教と10人の評議員

からなる。

2大主教管区の中にある単位。各主教
区は、主教（bishop）が、補佐主教（suffraganbishop）支援を受け

て主宰。主教は、受禄牧師〔司祭（priest）、執事（deacon）などの
、．gl壁副．．を監督皇．．．＿，＿．＿．．．＿一＿．．＿一＿一＿一＿．＿＿＿一．．＿一．．．．．．＿一＿．＿一＿．＿一＿．

〔主教区会議（DiocesanSynods）〕主教院（houseofbishops）、牧師院

（houseofclergy）、平信徒院（houseoflaity）の3院からなる。

主教区（diocese）の全部または一部で、
特定の聖務と執り行う大執事（archdeacon）が所管する区域。（ただ

し、代議制の区域ではない。）大執事は、主教に選任・叙任され、みず

からが所管する区の監督・巡察を行い、パトロンが推挙した受禄牧師
〔司祭（priest）、執事（deacon）などのclergy〕の叙任などを行う。

大主事区（archdeaconry）のなかで緊密に宣教
活動を行うねらいで近隣の教区（parishes）を束ねる単位で伝道区
長（dean）が主宰する区域。ここで聖務を執り行う聖職者を、“地方

伝道区長（ruraldean）”と呼ぶ。地方伝道区長制度の典拠は、1936

年教会コミッショナー法（Ecclesiastica1CommissionersAct1836）

にある。今日では、国教会カノンC第23条にその典拠を置く。ま
た、今日では“地域伝道区長（areadean）”と呼ぶことが認められる

（2000年イングランド国教会雑則〔国教会〕法（ChurchofEngland
MiscellaneousProvisionsMeasure2000）12条4項）（以下「雑則法」

という）。これら地方伝道区長は、伝道区会議（DeanerySynod）で

の共同議長を務める（国教会カノンC第23条4項）ほか、主教から
教区への情報伝達、主教への教区に関する報告（聖職者の司牧活動や

任免状況、主教の巡察ポイントなど）を主な任務としている。地方伝

道区長の任命は、各主教区により異なる。通例、伝道区会議の推挙な

いし投票で選任された牧師を、所管の主教が任命する手続による。複

数の選任も可である（雑則法12条2項）。また、在任者が疾病等の場

合には、主教がその代理を暫定的に任命できる（雑則法12条1項）。

〔伝道区会議（DeanerySynods）〕

各主教区の中にある最小単位。教区
（padsh）は、聖務（spiritualmatters）および俗務（temporalmatters）

の双方に関し、イングランド国教会の末端の組織として、常に平信徒
と共にある。

各教区は牧師（clergy）〔司祭（priest）、執事（deacon）〕が聖務
（ministry）を主宰する。司祭（pnest）には、①教区主任牧師（rector）



76白鴫大学法科大学院紀要第3号（2009年11月）

の職位と教区主任牧師代理（vicar）の職位がある。Vicarは、実質的

に副牧師（curate）である。双方とも、受禄牧師（incumbent）であ

る。これに対して、非受禄牧師（unbeneHcialclergy）とは、司祭代
行（p且ests－in－charge）、牧師補（assistantcurate）、チャプレン〔施設

付牧師（chaplain）〕、退職した牧師などをさす。非受禄牧師が、公式

に聖務を執り行うには、その教区を管轄する主教区の主教から免許

（1icence）を得なければならない。教会（church）は、各教区の中

に複数存在する。教区の受禄牧師は、パトロン〔受禄牧師推挙権者
（patron）〕が推挙（patronage）する。

各教区は、代議員制の合議機関を置くとともに、聖職者（牧師な
ど）をトップとする執行機関を置いている。各教区における代議員制

の合議機関の運営は、国教会カノンや国教会が定めた教会代議制規

則（ChurchRepresentationRules2006）などによることになってい
る（以下「代議員規則」という）。代議員規則では、代議員制の合議

機関として、①「教会選挙人名簿（ChurchElectora1Ro11）」、②「教

区教会総会（APCM－Amua1Parochia1ChurchMeetings）」および③
「教区教会評議会（PCC＝ParochialChurchCounci1）」の3つを置い

て、透明な統治の実現を目指している。さらに、各教区は、④「教区

民総会（MP＝MeetingofPahshioners）」〔正確には、「教区民定時総会

（AMP＝AnnualMeetingofParishioners）」と「教区民特別総会（Special

MeetingofParishioners）」とがある〕開催の制度がある。

《教区の3つの主要な代議制の合議機関》

教区教会総会（APCM）

〔信徒＋聖職者〕

教区民総会（MP）

〔信徒＋住民〕

教区教会評議会（PCC）
〔執行委員＋信徒総代〕

一方、教区の執行機関としては、聖職者〔主教、教区付牧師など〕

をトップとする事務局を持つ「執行委員（churchwardens）」制度が
ある。また、主教（bishop）と教区とのリエゾン（橋渡し）をする担

当者としては、「地方伝道区長（ruraldean）」〔「地域伝道区長（area

dean）」とも呼ぶ。〕が置かれている。

各教区は、代議制の合議・議決機関として、執行委員（churchwardens）、

牧師（minister）、平信徒（1aity）などからなる教区教会評議会（PCC）

を設置。なお、PCCは法人格を有し、教区教会不動産（1and）などを
法人名義で保有する（42）。

（42）APCM、MP、PCCでの手続については、See，D．Parrott，YburChurch＆TheLaw
（CanterburyPress，2008）．
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ここで、「伝道区（deanery）」や「伝道区長（dean）」について少し付

言しておきたい。イングランド国教会〔アングリカン教会〕は、プロテス

タントの一派である。しかし、組織的には、同じプロテスタントのバプ

ティスト教会のような単立の教会の集合体ではない。ローマ・カトリック

教会と同様の聖職位階制・監督制を採っている。この制度の下、イングラ

ンド国教会においては、上下の絆のみならず、教区内の各個別教会は相互

に協力し合い絆を強めることが求められる。

まさに、伝道区（deanery）の組織や伝道区長（dean）の職制は、大執

事区（archdeanconary）のなかで近隣の教区（parishes）が緊密に協力し

合い、グループで伝道活動を強化するねらいで設けられているものであ

る。伝道区長は、通例、「地方区長（ruraldean）」ないし「地域区長（area

dean）」の名称で呼ばれる。

教区は、所在する地方団体との間で、開発事業や景観保全、教会建造物

や墓地の改修など、さまざまな問題で話合いを要する。こうした場合に、

伝道区長（dean）は、地方団体の担当職員や市議会議員などと打ち合わ

せ、折衝にあたる。伝道区長は、こうした会合で、大執事に代わり、国教

会側の意向を当該自治体に伝達し、教区の執行委員などといっしょになっ

て第一線で対応にあたる。こうしたことから、伝道区長は、聖俗双方に通

じた職能と知見を求められる職務である。

いずれにしろ、伝道区長は、大執事（archdeancon）の手足となって、

伝道区グループのメンバーである教区教会に対する指導や助言をすると

ともに、監督権限を行使し主管の主教（bishop）に対してグループ内教区

の司牧活動状況を報告する役割を担っている。伝道区内の教区教会の司祭

（pdest）や執事（deacon）、執行委員（churchwarden）にとっては、伝

道区長（dean）の動きを注視することは重要である。

伝道区（deanery）ないし伝道区長（dean）は、法的典拠も明確であり、

実績もある組織ないし職制である。ただ、イングランド国教会における伝
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統的な聖職位階制・監督制〔教区・執事区・大執事区・主教区・大主教管

区〕の序列〔図表1－1参照〕のなかでは、今ひとっわかりにくい存在で

はある。国教会にとっては、いわば「縁の下の力持ち」のような存在とい

える。

3イングランド国教会の財政基盤

政教関係を考える場合には、国家から教会〔信仰団体〕に対する財政支

援の有無が大きな論点になる。この点について、端的に言えば、イングラ

ンド国教会は、国家から直接的な財政支援を一切受けていない。したがっ

て、国教会財政という視角から見た場合、聖俗分離は確立されていると言

える（43）。

（1）イングランド国教会の主な財源

イングランド国教会は、40億ポンドを超える資産を保有している。これ

らの資産は、チャーチコミッショナーが受託者となって管理運用し、果実

を得ている。これらの資産は、ヘンリー8世（Henry、皿）が行った教会改

革時にカトリヅク教会から没収した資産が原資になっている。っまり、カ

トリック教会から没収した財産で、1704年に当時のアン女王が国教徒の

福利のために寄進した資産〔アン女王下賜基金（QueenAm’sBomty）〕

が原資になっている。この基金からあがる運用益・果実は、国教会中央の

“全国庫”に入る財源においては極めて大きな比重を占める。その他、中

央以外の「教区」や「主教区」レベルでの財源も含めてみると、国教会

は、今日、主に次のような財源でもってその運営資金を賄っている。

（43）アメリカや日本の政教分離原則の下では、国や地方団体からの教会その他信仰団体

〔宗教団体〕に対する公的な支援（直接支出＋租税減免措置）が問題視される。拙論
「アメリカの政教分離課税制度」〔石村耕治編〕「宗教法人税制と法制の課題』（法律

文化社、2006年）第5章参照。
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〔図表1－3〕イングランド国教会の主な財源

◆難畿灘灘i顯籔鰯難嬢灘馨灘灘懇：実物資産および金融資産に対す

る投資からの果実
1◎羅霧1了7一ジヲラ’iジ下’菌薮套総会議ぼて”f蕗6年票教手薮縛”r国薮套丁『

法（EcclesiasHca1FeesMeasure1986）を制定し、チャーチコミッ
ショナーに対し、規則を定めて教区手数料を課す権限を与えた。この

法律に基づいて、チャーチコミッショナrは、1995年教区手数料令
（ParochialFeesOrder1995）を公布しており、各教区は、手数料表
にもとづいて、洗礼証明書の発行、婚礼の儀式やその証明書の発行、

葬儀や埋葬等の収納金を徴収することができる。また、チャーチコミッ

ショナーは、特別許可事案（facultycases）の審査請求に際に特別許可

所（FacultyOffice）、各種審判所、主教裁判所など宗教裁判所などへ

納付される審査手数料や裁判手数料を課すことができる。なお、これ

らのサービスにかかる債務の不履行について、各教区は、通常の民事

債務と同様に、世俗の裁判所（カウンティ裁判所）に訴えて強制徴収

をすることができる。
づ懇鞭冴勒’ヌ議套ぼi漁犀湾翻葡薮舗廃正姦’て6繭西碍
ChurchRateAbolitionAct1868）を制定した。このため、現在、イン
グランド国教会は、各教区において教会税（tithes，ChurchRate）を強

制的に徴収することはできない。しかし、各教区教会評議会（PCC）
は年間にその運営に必要な予算分に見合う教会税を賦課し、信徒から

任意のかたちで徴収している。この賦課徴収に応じた場合で、その人

が高額所得者であるときには、自己の所得計算にあたり、所得税申告

において、寄附金控除〔ギフト・エイド・スキーム〕の特典が利用可

能である。
◆難罎鞭嚢鰯鰯簸灘’了7’ジグヲ三7ド函薮套総套議め承認iを更そτ”中英賜務

委員会（CentralBoardofFinance）、チャーチコミッショナー、年金委

員会基金（PensionsBoardfunds）に充当するに必要な資金の調達をね

らいに、教区や主教区に割り当てられるのが負担金（quota）あるいは

上納金（share）である。この負担金は、「自発的な納税制度（system

ofvoluntarytaxation）」とも称され、各教区や主教区に対して、管区基

金への年間献金額として割り当てられる。しかし、この負担金の法的

性格の不透明さが問われている。イングランド国教会総会議が定める
法律（measures）は、議会制定法と同じ効力を有するのであるから、

負担金を課す場合には、国教会法によるべきであるとの指摘もある。
蚕欝灘一i一菌教会信捷そめ栖国教套あi支獲ぞ望む天途麦田u濯寄爾乙”寄爾

金控除特典の利用の有無を問わない。とりわけ、教区レベルでは、財政

の安定化においては、少額の喜捨金の積み重ねが重要になっている。
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国教会中央は、アン女王下賜基金をはじめとしてさまざまな基金を設

け、その32パーセント投資にまわしている。イングランド国教会中央は、

チャーチコミッショナーが生み出した運用益で、経常経費の6分の1を

賄っている。主な出費科目は、聖職者の年金への拠出金、宣教費用、資金

難の主教区や教区への支援などである。

2004年のイングランド国教会の投資収益率は13．6パーセント、過去10年

で平均収益は3，500万ポンドである。しかし、近年の金融危機で、例年並

の投資収益〔果実〕を確保するのが難しい状況も生じており、資金運用の

安定化が重い課題になっている。

（2）国教会における財政運営の仕組み

監督制のもとにあるイングランド国教会における財政運営の仕組みな

どついては、（a）ローカルな「教区（parishes）」、（b）中位にある「主教区

（dioceses）」レベル、および（c）ナショナル（中央）レベル、の3つに分

けて点検すると、わかり易い。

（a）教区における財政運営

教区の財政運営については、すでに「教区財政の安定化と出納役の役

割」などのところでふれた。イングランドに13，150ある教区は、イングラ

ンド国教会の土台となる組織である。教区財政（parish且nance）の安定

化と運営の健全化は、国教会の土台固めにとり重い課題である。

教区における主な財源は、次のとおりである。

〔図表1－4〕イングランド国教会の教区における主な財源

◆灘鍵騰鍵纏鱗灘灘羅i国教会全体から見ると、全財源のおおよそ3

分の2を占める
◎藩難癖””洗礼註萌書あ努行τ’婚礼あ儀弐蓄老あ’証明善あ発行、葬儀や

埋葬等の収納金＿．＿＿．．
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蚕灘雛鰯懸灘藩”特瓢δ麦田γε循充る萎あπ蓮膏め坂支勘定湊ぢ砺’づ灘

された積立金やその運用益
蚕難難鐵灘灘”－歴更亟誘1区菱保i直菱多1玉動産葦閣ど男yぢ訪あ髪；墓翼”””

◆灘難薩鐵鰯i難””献金＼収益事業からの所再ぐ”教套蒸こ1万あ一賃i費紅マ’歴

史建造物訪問者の参観料や寄附など

教区は、一般に、こうした財政収入を、経常費、非受禄聖職者や従業者

などの給与、教会建造物や墓地の維持管理や改修などに支出している。ま

た、各教区は、その規模や収入規模に応じ、その財政収入の一部割当額

を、所管の主教区に上納することになっている。ちなみに、所管の主教区

は、当該上納額をみずからの収支会計に繰り入れ、みずからの割当額に含

めて、国教会の‘‘全国庫”に上納する。一般に、都市部の教区の財政が豊

かである。一方、過疎に悩む教区の多くが財政危機に直面している。こう

した教区には国教会中央も財政支援をしているが、財政収入の安定化、支

援が重い課題になっている。

今日、多くの教区は、イギリス国内外での宣教や社会貢献活動に力を入

れてきており、このための資金調達も重い課題になってきている。

（b）主教区における財政運営

イングランド国教会の主教区は、イングランドに43ある。主教区は、

主教区会議（DiocesanSynod）のような代議員制をべ一スとした合議・議

決機関を置き、かつ、区内の教区を監督する立場にある。

主教区における主な財源は、次のとおりである。

〔図表1－5〕イングランド国教会教区における主な財源

◆灘難難灘鐵1難灘嚢灘灘纒灘iこの上納金は、一般に主教区財政の極

めて大きな部分を占める。
◆響難翻難簾難鰯馨灘馨一”蒋前み支出’だ傭芝ぢ泥めπ蓮蕾め’収麦勘建ふ

ら切り離された基金の運用益や積立金。
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◎覇懸欝騨鞭鰯難，灘鰯難灘醗”受禄聖職著砺る圭教て旋茄闘’蓄

よび補佐主教（suffraganbishops）の教会禄〔給与〕ならびに主教の

住居費は、国教会の中央の“全国庫”を管理しているチャーチコミッ

ショナーが支払うことになっている。また、チャーチコミッショナー
は、主教の管下にある聖堂（cathedrals）の主席司祭（dean）や2人分

の聖堂内居住参事（residentiarychapters，canons）の教会禄（給与）

や居住費（給与外給付）も、支払っている。さらに、チャーチコミッ
ショナーは、財政難の主教区や伝道区（deanery）などでの特別の伝道

プログラムなどにも資金を提供している。

主教区は、その財政収入の90％以上を、非受禄聖職者の給与、住居負

担、国民保険負担金、地方団体の固定資産税（CouncilTax）、聖職者の修

練などに支出している。残りは、主教区の経常費や従業者の賃金への支

払、さらには主教区に割り当てられた国教会中央の“全国庫”への上納金

である。

（c）国教会中央における財政運営

すでにふれたように、国教会中央の財源としては、アン女王下賜基金の

運用益が大きな比重を占めている。これらを含めて示すと、国教会中央に

おける主な財源は、次のとおりである。

〔図表1－6〕イングランド国教会中央における主な財源

・主教区からの上納金

・アン女王下賜基金の運用益その他保有資産の果実

・その他チャーチコミッショナーが管理・運用する各種基金の運用益

イングランド国教会中央には、さまざまな組織が置かれている。中央の

財源は、こうした中央の機関にかかる支出に使われる。その他、主教区や

教区などの受禄聖職者の教会禄（給与）や、財政難の主教区や教区への交

付金として支出される。

これらさまざまな項目をまとめてみると、国教会中央における主な支出
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は、次のとおりである。

〔図表1－7〕イングランド国教会中央における主な財政支出項目

・聖職者の任用、研修、叙任などにかかる費用

・国教会総会議（GeneralSynod）、大主教評議会（Archbishops’Council）、

各種国教会中央機関（NationalChurchInsUtudons）にかかる費用
・海外伝道（エキュメニカル運動）をしている各種団体にかかる費用”””

・宣教団体で奉事する国教会の聖職者にかかる年金使用者負担金

・退職聖職者の住宅制度の運営にかかる費用

・受禄聖職者の教会禄（給与）や住宅費（給与外給付）の主教区や教区

への支払
．二．致区章致蒸金．迦亘典皿典蜘ゆ、．f》り拠出．＿一．．＿一＿＿．＿一＿一．．．．．．．．．．＿一

・財政難の主教区や教区の支援のための拠出

・その他

イングランド国教会は、教会禄〔聖職禄〕を受けている聖職者にっいて

は、中央が負担する仕組みになっている。この点は、各主教区や教区の財

政状態にかかわらず、全国一律の給与支給体制を敷ける利点ともいえる。

しかし、財政難に陥る主教区ないし教区が増えてきており、これを放置し

ておくわけにもいかない。なぜならば、国教会は下からの強い支えがあっ

てはじめて、堅固な教会活動が可能になる仕組みになっているからであ

る。国教会が現在かかえる重大な課題は3っある。1つは、国教会である

ことから、多くの人たちが、国から財政支援を受けていると誤解している

ことである。したがって、信徒などからの喜捨金、任意の教会税などで支

えられていることの認識をいかに酒養していけるのかが問われている。2

っ目は、長寿社会を迎え、退職聖職者への年金支払が増え、国教会の年金

基金への拠出が急激に増加していることである。3つ目は、歴史的存在と

しての重要性から登録建造物に指定された教会建造物や聖堂の維持・補修

のための支出が年々増加し、国教会財政を圧迫している事実である。した

がって、こうした指定建造物への公的支援をいかに強化してもらえるよう
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にするのかが重い課題となっている（44）。

Hイングランド国教会の聖職者の職位とその任用手続

今日、イングランド国教会は、聖職者だけでも23，000人をこえる人員を

かかえる宗教組織である。聖職禄〔教会禄（bene且ce）〕を受けるなど有

給の聖職者の数は9，000人あまり、3，000人の無給聖職者、1，100人のチャ

プレン〔パストラルケアに従事する聖職者〕などの人員からなる。

1聖職位階制・監督制のもとでの聖職者の種類

繰り返しになるが、国教会は、イングランド全土を2っの大主教管区

（Province）に分けて、聖職位階制・監督制を敷いている。2大主教管区

には、それぞれ、カンタベリー大主教とヨーク大主教が任命されている。

2大主教管区は、43の主教区にわかれている。それぞれの区には主

教、さらには必要に応じて主教補佐が任命されている。そして、主教区

（Diocese）は、13，510の教区に分かれている。

（1）大主教の任用基準と職責

カンタベリーおよびヨーク大主教管区（Province）の大主教は、首相の

奏上に基づき国王〔女王〕が任命することになっている。資格は、主教と

ほぼ同様である。1986年主教（退職）〔国教会〕法（Bishops（Retirement）

Measure1986）によると、大主教は、依願退職ができるが（4条）、定年

は70歳である（1条3項）。ただし、女王が必要とするときには、その裁

量で1年を超えない期間に限り、大主教の定年を延長することができる

（44）KennonL．Callahan，，EffectiveChurchFinances：Fun〔iRaisingan（lBudgetingfor

ChurchLeaders（JosseyBass，1997）；GuideOneCenterforRiskManagement，The
MissingMinistry：Safety，RiskManagementandProtectingYburChurch（GroupPub
Inc，2008）；ChurchofEnglan〔1YbarBook2008（ChurchHousePublishing，2009）．
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（2条）。その他、大主教が職務遂行不能な場合にとるべき措置が定めら

れている。

大主教は、みずからの管区における裁治の最高責任者として、次の職責

を担っている。

〔図表H－1〕大主教の主な職責

・みずからの管区を監督すること（国教会カノンC第17条2項）

・みずからの管区を巡察（visitation）をすること

・みずからの管区のもとにある主教区の主教候補を確認すること

・総叙階者（chiefconsecrator）の地位を有すること

・大主教裁判所（provincialcourt）への上訴を主宰すること

・もう1人の大主教とともに、聖職者会議（ConvocaHon）を主宰すること

・国教会総会議（GeneralSynod）の議長を務めること（以上、国教会カ

ノンC第17条4項）

・カンタベリー大主教の場合は、全イングランドで特許や許可権限を有

すること〔1533年教会許可法（EcclesiasticalLicencesAct1533）〕

（2）受禄牧師

主教区（Diocese）に数多ある教区において、聖務・（ministry）につい

ている牧師（clergy）は、司祭（priest）と執事（deacon）とに分けられ

る。アングリカン教会には、制度として、教会禄〔聖職禄（benence）〕

をうける牧師〔受禄牧師（beneficedclergy，incumbent）〕には2っの種類

がある。一つは、「Rector（教区主任牧師）」である。そして、もう一つは、

「Vicar（教区主任牧師代理）」である。教区主任牧師代理（Vicar）は、

教区主任牧師（Rector）にかわって聖務を執り行う役割を担っている。教

区主任牧師、教区主任牧師代理のいずれも、それぞれの教区を所管する主

教の叙任を受けて聖務に就いている。
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受禄牧師は、自由土地保有権（freehold）を“一人法人（corporadon

sole）”として管理する主体であり、そこからあがる利益（interest）を宗

教禄（bene且ce）のかたちで、終身ないし離職するまで受ける。

歴史的に、教区教会は、十分の一税〔ティス（tithe）〕として、教区の

「小麦・馬草・薪の生産高の1割」〔大ティス（greatertithes）〕と、「小

麦・馬草・薪以外の生産物の1割」〔小ティス（1essertithes）〕を徴収し

ていた。Rectorとは、大ティス＋小ティスを受禄できる権利を持った牧

師、そして後者Vicarとは、小ティスだけを受禄できる権利をもった牧師

を指した。ただ、その後、十分の一税の廃止を受けて、今日、こうした歴

史的な区別の意味はほとんど名目化している。

各教区（parish）レベルでは、RectorもVicarも（それぞれ教区主任牧

師、教区主任牧師代理として）、教区教会の第一線で聖務をこなす聖職者

となっている。

ちなみに、主教区（Diocese）レベルでは、Vicarは、主教（bishop）の

聖務を代理する者をさす。この場合、主教総代理〔ヴィカージェネラル

（vicargeneral）〕と口乎ばれる。

（3）非受禄牧師

非受禄牧師（unbenencialclergy）とは、教会禄（bene且ce）をうけるこ

とのできない牧師をさす。具体的には、司祭代行（priests－in－charge）、副

牧師（assistantcurate）、チャプレン〔施設付牧師（chaplain）〕、退職した

牧師などをさす。非受禄牧師が、公式に聖務を執り行うには、その教区を

管轄する主教区の主教から免許（1icence）を得なければならない。

2聖職者の叙任

各教区（parish）の第一線で聖務をこなす聖職者は、牧師（clergy）〔司

祭（priest）、執事（deacon）〕である。こうした教区牧師には、教区主任



イギリスの国教会立法と司法の構造（石村）87

牧師（Rector）の職位や教区主任牧師代理（Vicar）の職位がある。教区

牧師の任命には、伝統的にパトロンがかかわってきている。‘‘パトロン”

とは、「聖職者に教区を割り振りし、聖職給〔教会禄〕を決める権力を持っ

た人たち（「受禄牧師推挙権者」）」をさす。のちに詳しくふれるように、

伝統的には、領主など有力者が領民向けに領地内に教会を建てて、みずか

らが好む牧師を雇い入れて提供した人たちをパトロンと呼んだことがはじ

まりといわれている。

また、「聖職給つき牧師推挙権（patronage，advowson）」とは、聖職給

〔教会禄（bene且ce）〕がもらえる牧師〔受禄牧師（bene且cedclergy）〕を

推挙するパトロン（patron）の権利をさす。パトロンには、裕福な私人は

もちろんのこと、国王、主教、大学、チャリティなど、聖俗各層のものが

なっている。パトロン制度は時代とともに大きく変容し、今日、パトロン

は、聖職者の聖職給・教会禄を財政的に支える存在ではなくなってしまっ

ている。ちなみに、適格パトロンとなろうとするものは、各主教区の登録

所に登録するように求められる。

イングランド国教会においては、牧師を含むいかなる聖職者も、叙任の

手続をふまない限り、正式に聖務を執り行ってはいけないことになってい

る。各教区には、教区教会評議会（PCC＝ParochialChurchCounci1）が置

かれている。PCCは、牧師といっしょになって教区教会の運営姿金の調

達、教会財産の維持管理、，さらには主教への教区の要望の伝達などに関す

る業務執行を行う世俗法人である。PCCは、牧師の推挙・叙任手続に一

定の関与はできるが、こうした手続を直接しきることはない。受禄牧師の

推挙はパトロン〔受禄牧師推挙権者〕がとりしきり、叙任は主教ないし大

執事がとりし切っている。

ちなみに、叙任には、大きくわけて、大主教が行う聖別（consecr甜on）

と、主教ないし大執事が牧師など下級聖職者に行う叙任（ordination）と

がある。
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こうした叙任を受ける聖職者は、教区（parish）レベルでの牧師〔司祭

（priest）、執事（deacon）などのclergy〕に加え、伝道区長（dean）、大

執事（archdeacon）、さらには主教（bishop）にまで及ぶ。

（1）聖職候補者の叙任のための適格審査

イングランド国教会の聖職（holyorders）は、大きく「主教（bishops）」、

「司祭（priests）」、「執事（deacons）」からなる（イングランド国教会カノ

ンC第1条1項）。

司祭や執事として叙任される資格は、国教会カノンC第4条に定めら

れている。ただし、司祭の職については、司祭候補を叙任する者の絶対的

な裁量に委ねられている。

聖職に就く最低の要件としては、洗礼をうけ、堅信礼〔入信式

（con且rmation）〕を終えている必要があり、かつ、聖書を十分に理解し、

国教会の教義、戒規および礼拝を執り行う能力があること、徳のある会話

ができかつ人望があることなどである。また、精神面での問題のある者は

適格とされない。かっては非嫡出子であることが欠格事由とされたが、も

はや問題とされない。離婚し再婚した者あるいは、離婚経験者（その前配

偶者が生存中の場合）と結婚した者は、原則として聖職の適格者とされな

い。ただし、大主教が、婚姻障害を理由に特別許可を出している場合は別

である。主教区（diocese）において、平信徒の女性ないし女性執事が空

席の聖職に就くことを望んだ場合には、その適格審査は、近隣主教区の主

教、通例その女性の居住地に最も近い主教区の主教が審査を担当する。

いずれにしろ、聖職候補者の適格審査は、犯歴についての前歴照会を含

め、きわめて慎重に行われる。その中心となるのは主教であり、適格審査

には、大主教その他の聖職者が支援にあたることになっている。また、国

教会総会議（GeneralSynod）のもとに聖務諮問委員会（AdvisoryBoard

ofMinistry）が置かれている。この委員会も、主教など叙任候補者の選任
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に関与している。

（2）司祭・執事の叙任基準

1804年牧師叙任法（ClergyOrdin甜onAct1804）および1964年牧師

（叙任及び雑則）〔国教会〕法（Clergy（OrdinationandMiscellaneous

Provisions）Measure）のもと、執事（deacon）候補は、叙任を受けると

きまでに23歳に達していなければならない。また、司祭（priest）候補は、

叙任を受けるときまでに24歳に達していなければならない（1804年法1

条、1964年法2条）。

聖職に就こうという者は、第一に、霊的修養およびみずからの聖務を

まっとうし主教区において何らかの聖職に就いていたという証明書をその

主教区の主教に提出することになっている。また、主教は、大学の特別研

究員、校長、大学や学校のチャプレン〔施設付牧師〕、宗教学校、および

誓いを立てさせたうえで修道会ないし教団の共住者を叙任できる。

執事（deacon）となろうとする者は、出生証明および主教が指定した

人からみずからの前歴と人物評定の証言を主教に提示する必要がある。一

方、司祭（priest）として叙任を受けようとする者は、叙任前歴書と叙任

に当たる主教が指定した人からみずからの前歴と人物評定の証言を、主教

に提出する必要がある。また、叙任にあたり、主教の前で、司祭ないし執

事になろうとする者は、献身の宣誓、および国王〔女王〕への忠誠の宣誓

が求められる。さらに、薗教会カノンヘの従順の宣誓をしなければならな

いo

（3）主教の叙任基準

叙任を受けるまでに、主教（bishops）候補は30歳に達していなければ

ならない（イングランド国教会カノンC第2条3項）。神を敬いかっ博学

な人でなければならない（イングランド国教会カノンC第2条4項）。主
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教職は、首相の奏上した者を国王〔女王〕が任命することになっている。

女王が任命した主教は、監督に服する大主教管区の大主教により、他の2

人の主教の随伴のもとで、叙任される。

（4）補佐主教の任用基準

主教補佐（suffragebishop）は、主教が任命することになっている。主

教補佐は、主教の指示に基づいて主教の聖務を執り行う。補佐主教は、原

則として教区内に住むことになっている。補佐主教は、世俗議会〔ウエス

トミンスター議会〕上院〔貴族院〕議員になる資格を有しない。補佐主教

は、その職務上当然にイングランド国教会総会議（GeneralSynod）の構

成員になる。

3パトロン制度とその変容

すでにふれたように、「聖職給つき牧師推挙権（pa仕onage，advowson）」と

は、聖職給〔教会禄（beneHce）〕がもらえる牧師〔受禄牧師〕を推挙す

るパトロン（patron）の権利をさす。もう少しやさしくいえば、‘‘パトロ

ン”とは、「聖職者に教区を割り振りし、聖職給〔教会禄〕を決める権力

をもった人たち受禄牧師推挙権者」を指す。歴史的には、資力・財力のあ

る領主など有力者が領民向けに領地内に教会を建てて、みずからが好む牧

師を雇い入れて領民に信仰を広めた人たちをパトロンと呼んだことが始ま

りと言われている。

このパトロン制度は、イングランド国教会の成立ちなど歴史的な所産の

一つでもある。パトロンには、裕福な私人はもちろんのこと、国王、主教、

大学、チャリティなど、聖俗各層のものがなっている。パトロン制度は時

代とともに大きく変容し、今日、パトロンは、聖職者の聖職給・教会禄を

財政的に支える存在ではなくなってしまっている。適格パトロンとなろう
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とするものは、各主教区の登録所に登録するように求められる（45）。

（1）パトロンの受禄牧師推挙権

イングランド国教会においては、教区教会評議会（PCC＝Parochial

ChurchCounci1）は、牧師の推挙・叙任手続に一定の関与はできるが、こ

うした手続を直接仕切ることはない。受禄牧師の推挙はパトロン〔受禄牧

師推挙権者〕が取り仕切り、叙任は主教ないし大執事が取り仕切っている。

イングランド国教会の教区における受禄牧師推挙権の仕組みはきわめ

て複雑である。その行使については、「1986年牧師推挙（聖職給）〔国教

会〕法（Patronage（Bene且ces）Measure1986）」および「1987年牧師推挙

（聖職給）規則（Patronage（Bene且ces）Rules1987）」に準拠することに

なっている。さらに、教区の整理手続を定めた1983年牧会〔国教会〕法

（Pastora1Measure1983）は、教区の整理〔リストラ〕スキームを実施す

る場合に主教に強い権限を与えている。このため、この国教会法も、教区

における受禄牧師推挙権行使に関する重要な法源の一っをなしている。

（2）パトロン登録制度

国教会各主教区の主教法務書記〔レジストラー（Registrar）〕は、主教

区内で「受禄牧師推挙権（patronage）」を有するもの〔パトロン〕の登録

簿を維持するように義務づけられている。登録手続を終えたパトロンは、

「登録パトロン（registeredpatron）」と呼ばれる。登記簿は、一般に公開

されている。また、受禄牧師推挙権を有するものは、変更があった場合に

は、主教法務書記〔レジストラー〕にその変更を通知するように義務づけ

られている。

（45）PhvatePatronsConsultativeGroup，ExercisingPatronageintheChurchofEnglan（1
（2000）．Availableat：h応）：／／www．clergyassoc．couk／content／（locs／pa廿onage．P〔1f
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（3）受禄牧師推挙権の得喪変更

教区の受禄牧師推挙権（patronage）は、法理論的には、財産法上の権

利に属する。したがって、この権利保有者である登録パトロンは、約因な

しに作成・交付される贈与証書（deedofgt丘）、あるいは私人である登録

パトロンの場合には遺言（wi11）ないし無遺言相続（intestacy）、により譲

渡できる。今日、有償譲渡は無効とされるが、かつて、この権利は、約因

の伴う譲渡証書（deedoftransfer）の作成・交付により、有償で譲渡でき

た時代もあった。

（a）受禄牧師推挙権の譲渡

これまで教区の受禄牧師推挙権を持ってきた登録パトロンが、永久にそ

の職責から降りたいとする。この場合、既定の書式に従った譲渡証書を作

成・交付することより、それが可能である。各主教区の主教は、監督権を

強化するねらいから、聖俗各界に散らばっているみずからの主教区内の受

禄牧師の任命権を手許に置きたいと願っている。また、教区の整理手続を

定めた1983年牧会〔国教会〕法（PastoralMeasure1983）の下、主教は、

みずからの主教区内にある教区の教会整理〔リストラ〕スキームをすすめ

ることができる。この場合、必要に応じて、空席となっている牧師職への

登録パトロンの推挙権を停止する権限を与えられている。主教は、こうし

たスキームをすすめるためにも、裕福な私人などが受禄牧師推挙権を手放

したいと思っている場合、それを譲り受けることはまさに望むところであ

る。ただ、一方で、こうしたかたちの譲渡を広く認めることは、受禄牧師

推挙権の主教のもとへの集中を招く。このことは、国教会が広く世俗各層

から支持をうけて存在すべきである趣旨からすれば問題なしとはしないと

いう批判もある。

受禄牧師推挙権は、かつては売買されたこともある。しかし、今日、売

買は禁止されている。（ただし、教区教会の整理スキームの実施にともな
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う不動産などの売買の場合はこの限りではない。）このため、対価・約因

の伴ういかなる受禄牧師推挙権の譲渡も無効とみなされる。こうしたこと

から、権利の譲渡を望むパトロンが、教会への移譲・集中を良しとしない

場合には、「チャーチ・ソサエティ・トラスト（ChurchSocietyTrust）」

など受禄牧師推挙権を専門に取扱うチャリティ〔非営利・公益〔慈善〕団

体〕に譲渡する例も少なくない。

教区の受禄牧師推挙権を譲渡することを考えているものは、その教区が

属する主教区の主教と主教法務秘書に対して、「権利譲渡の意思」、「譲渡

先の氏名・住所」、「その他特記事項」を記載した譲渡案を届け出るように

求められる。

届出を受けてから1ヵ月経過してから、所管の主教は、パトロンと、譲

渡案や該当する教区教会評議会（PCC）からそのパトロンに対して出され

た意見などについて協議する。この協議が終了するまで譲渡を行うことは

できない。ただし、主教は、パトロンから出された譲渡案に対して拒否権

を行使することはできない。協議が終ると、受禄牧師推挙権を引き継ぐも

のは、譲渡の日から12ヵ月以内に、既定の書式の申請書を用いて当該聖

職禄のパトロンとして登録をするように求められる。なお、教区の整理ス

キームをすすめる必要性などから空席となっている受禄牧師職へのパトロ

ンの推挙権が主教の判断により強制的に停止になっている場合、その停止

期問中は、受禄牧師推挙権を譲渡してはならないことになっている。

（b）受禄牧師推挙権の委任

登録パトロンは、委任状（powerofattomey）を作成・交付して、みず

からの受禄牧師推挙権を他人に委任できる。

受禄牧師推挙権を有する登録パトロンが、受禄牧師職に空席が生じるに

先だつ2ヵ月以前に、主教が任命した指定担当者（DesignatedOfncer）

に対して代理人の選任届を出していたとする。この場合には、パトロンが
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死亡したとしても、当該未登録代理人が受禄牧師推挙権を行使することが

できる。また、パトロンが死亡した後、受禄牧師職に空席が生じ、それに

先だつ2ヵ月以前にそのパトロンが代理人の選任届を出していないとす

る。この場合には、そのパトロンの推挙権は主教に委ねられる。代理人に

委任できない（46）。

4女性聖職者の叙任

1989年まで、聖職に就けるのは男性だけであった。1989年2月以降、

1986年執事（女性の叙任）〔国教会〕法（Deacons（OrdinぬonofWomen）

Measure1986）の施行により、女性が執事の職に叙任することが認め

られた（イングランド国教会カノンC第4条A）。また、1994年2月22

日以降、1993年司祭（女性の叙任）〔国教会〕法（Priests（Ordinationof

Women）Measure1993）の施行により、女性が司祭の職に叙任すること

が認められた（イングランド国教会カノンC第4条B）。ただ、主教職

は、依然として男性が独占するかたちとなっており、このことは、前記

1993年法1条2項で確認されている。

イングランド国教会の総会議は、曲折を経ながらも、1994年から、本

格的に女性牧師〔司祭・執事〕の叙任をはじめた。図表II－3からもわか

るように、2005年には、全聖職者に占める女性の割合は16．7パーセントに

まで達している（47）。

（46）紙幅の都合上、イングランド国教会のパトロン法制については、別稿にて紹介したい。

（47）See，MorrisFurlong（ed．），ActofSynod－ActofFollyP（SCMPress，1998）；Harriet

Harris＆JaneShawlTheCa11forWbmenBishops（SPCK，2004）；TheRochesterReport
oftheHouseofBishops’WorkingPartyintheEpiscopate（ChurchHousePublishing，
2004）．
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〔図表H－3〕叙任聖職者の数、男女比率の推移

年 男 女 女比率 総計

2005 7，298 1，466 16．7 8，764

2004 7，451 1，401 15．8 8，852

2003

2002 7，920 1，262 13．7 9，182

2001 8158
，

1194
，

12．8 9，352

2000 8，398 1，140 11．9 9，538

1999

1998 8，653 983 10．2 9，636

1997 8，875 919 9．4 9974
7

1996 9440
，

820 8．0 10，260

1995 9，666 783 7．5 10，449

1994 10，008 10，008

1993 10，247 10，247

1992 10，375 10，375

1991 10480
，

10，480

1978 11，549 11549
ン1963 15446

ン
15，446

〔出典〕イングランド国教会

5女王関与の聖職者の任用

イングランド国教会の聖職者は、大きく教会の最高統治者である国王

〔女王〕の任命にかかる聖職者と、女王の任命にかからない大主教が聖別

（consecration）する聖職者や主教ないし大執事が叙任（ordination）する

牧師などの下級聖職者に分かれる。

女王の任命にかかる聖職者の任用方法は、次のとおりである。
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〔図表H－4〕女王の任命にかかる聖職者の任用方法

と国教会との協定により、国王任用委員会（CNC＝CrownNominations

Commission）〔以前は、国王任命委員会（CAC＝CrownAppointments

Commission）〕が、首相に対し2人の候補者をあげ、そのうちの1人
を選んで、あるいは双方とも拒絶された場合にはあらたな候補者をあ

げそのうちから首相が選んで、女王へ奏上するかたちになっている。

CNCは、国教会組織で、カンタベリー大主教が委員長、ヨーク大主教
が副委員長を務める。任命担当国務大臣は、職務上、議決権のない委

員として、CNCに加わる。カンタベリーないしヨークの大主教選考の

場合には、在任中の大主教が議長を務める。首相は、形式的・儀礼的

に名簿の第一順位に置かれた者を女王に奏上するのが慣習。

てに2人の候補者名簿を提出する。実際には、候補者名簿は、その主
教区を所管する大主教からの推挙状を添えて、首相の許に届けられる。

任命担当国務大臣が関係する主教区の主教の同意をえて、かつ、関係

する聖堂、主教、大主教などとの協議を重ねたうえで作成した候補者

名簿から選任して、女王に奏上することになっている。

灘鍵鐵：首相官邸の任命担当秘書と協議したうえで、女王に候補者を

奏上することになっている。

6聖職者の任用と首相の関与

すでにふれたように、イングランドにおける「国教会体制（estabhs㎞ent）」

の具体的意味の一つは、“国家が主教その他主要な聖職者を任命できるこ

とにある”、とされる。したがって、イングランド国教会の最高統治者（最

高指導者）である国王〔女王〕が“国王〔女王〕聖職者推挙権（Cro㎜

patronage）”を有するのは、しごく当然ともいえる。また、イギリス〔連

合王国（UK）〕は、立憲君主制および議院内閣制の政体をとっている。

ここでは、覇権を有するイングランドが、その国教会における国王〔女

王〕任命にかかる聖職者の選考にあたり、首相（PrimeMinister）ある

いは首相が任命した任命担当国務大臣（PrimeMinister’sSecretaryfor
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Appointments）が関与する仕組みになっている。これも、この国の仕組

みからすれば、むしろ当然のようにみえる。2002年7月、国教会総会議

（GeneralSynod）は、聖職者任命プロセスから首相と女王を外す提案を

否決している。この否決の背景には、脱国教会化を促進することにっなが

りかねない動きへの強い警戒感と、こうした動きを牽制する意図があっ

た。

ただ、問題は、女王に任命された聖職者の中には、聖職貴族〔勅撰議員

（LordsSpiritua1）〕として世俗議会で当然に議席〔26人、政府は2007年

2月に16人に減員を提案〕を与えられるかたちになっていることである。

首相が、議会対策をも織り込んで‘‘人選”を考えるとなると、この国のあ

り方にも影響が及び、問題は複雑である（48）。

この点に関して、スコットランド教会は、イギリスにおいて二つある国

教会（establishedchurches）の一つとされているものの、イングランド

国教会とは大きく異なる。すなわち、スコットランド教会の聖職者の選任

には女王や首相がまったく関与していないし、また、スコットランド教会

の聖職者は、イギリス議会〔ウエストミンスター議会〕に聖職議席を有し

ていない。

（1）首相や閣僚による関与権限行使の実際

女王の任命にかかる聖職者候補の奏上にあたり、首相ないし閣僚の関与

権限はしごく形式的・儀礼的に行使されるのが望ましいという考え方も強

い。これは、国教会制度の維持には国教会聖職者の選任における国家の関

与は必要条件としながらも、“教会と国家の分離拡大”という現代社会の

要望にも呼応する必要があるためである。しかし、実際の関与権行使にお

いては、必ずしも形式的・儀礼的なかたちにはなっていないのが現実であ

（48）See，AHarlo凧ECranmer＆N．Doe，‘‘BishopsintheHouseofLords：ACritical
AnalysisPublicLaw（Autumn，2008）at490．
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る。こうした聖職者候補奏上における政治の関与については、賛否両論が

ある（49）。

1976年以降のめだった関与の事例をあげると、次のとおりである。

〔図表■一5〕歴代首相による関与権行使の実例

1981年：国王任用委員会（CNC）がロンドン主教区の主教として第一候

補者にあげたジョン・ハブグット（JohnHabgood）ではなく、首相
は、グラハム・レオナルド（GrahamLeonard）を女王に奏上した。

1987年：CNCがバーミンガム主教区の主教として第一候補者にあげたジ

ム・トンプソン（JimThompson）ではなく、首相は、マーク・サン
ター（MarkSanter）を女王に奏上した。

1990年：CNCがカンタベリー大主教管区の大主教として第一候補者にあ

げたジョン・ハブグット（JohnHabgood）ではなく、首相は、ジョー
ジ・カーリー（GeorgeCarey）を女王に奏上した。

1997年：CNCがリバプール主教区の主教としてあげた2人の候補者を、

首相が拒否した。

2007年7月：英法務省「緑書・グリーンペーパー：イギリスのガバナン

ス」を公表。そのなかで、首相が、主教候補にかかる関与権の放棄を

言明した。

（2）「聖職者の任用における首相の役割」に関する緑書

法務大臣兼務大法官（SecretaryofStateforJus行ceandLordChance皿or）

は、2007年7月に、法務省が作成し議会に提出した‘‘聖職者の任用におけ

る首相の役割”に関する課題分析を含めた緑書・グリーンペーパー、『イギ

リスのガバナンス（TheGovemanceofBritain）』を公表した（50）。

この緑書のなかで「イングランド国教会聖職者の任命（APPointmentsinthe

（49）LucindaMaer，PrimeMinistrialInvolvementinEcclesiasticalAppointments：
ParliamentandConstitutionCentre（HouseofCommonsLibraryl24July2007）．
（50）Availableat：http：／／www．official－documents．govluk／（10cument／cm71／7170／7170．p〔lf
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ChurchofEngland）」における首相の役割について、っぎのような4っの基

本指針を明らかにしている（51）。

〔図表H－6〕聖職者の任用における首相の役割（4基本指針）

①政府は、君主を最高統治者と仰ぐ法により公認されたイングランド国

教会の地位および教会と国家の関係に対し引きつづいて関与すること

を再度ここに確認する。政府は、国民生活のさまざまな面において国
教会が演じてきた役割を大いに評価する。
②女王は、任命におけるみずからの権限行使にあ泥ゲ“耕ぎ続’ぎ蘭療あ

1人から意見を求めるものとする。
③任命に関して女王に対して最良の意見を奏上するにあたF6く”’政府¶なτ”

原則として、首相が積極的な役割を演じ個々の候補者を選考すべきで

ないものと信じる。したがって、首相は、主教を含む教会幹部の職位
の任命にかかる女王に対する奏上のための選考にあたり、与えられた

国王大権を行使すべきではない。
④国教会は、個々の聖職任命候補者を推挙する際に、最良の淡定’を行ぢ’

ために、前記の原則にそって協議をしなければならない。
⑤首相が個々の候補者の選考にあたり積極的な役割を演じる天著ぞ旧ぼ蒼

いという基本方針を貫くために、首相は、できるかぎり、主教職にっ

いては、今後、任用委員会（CNC）に対し首相には1人の候補者をあ
げて持ってくるように求めるべきであり、首相は、女王に対してその

者を奏上するものとすべきである。政府は、この結果必要となる手続

の変更について国教会と協議をする。現在ある主教の任命のための委

員会は継続する。

皿世俗立法とイングランド国教会立法

イギリス宗教法の分析においては、「国教会体制（establishment）」を

強める、あるいは逆にそれを弱めるためにつくられた各種の‘‘議会制定法

（actsofParliament，statutes）”の存在の重さは見逃せない。これは、か

ってカトリック教会〔教徒〕や非国教会派プロテスタントをはじめとして

（51）Availableat：http：／／www．officiaLdocuments．govluk／document／cm71／7170／7170．pdf
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国教会以外のキリスト教派〔教徒〕などへの凄惨な抑圧をねらいに、ある

いは逆に彼らに寛容な態度をとるために、議会法がたくみに使いこなされ

てきた史実からも自明のところである。

とりわけ、教会が重い存在であった治世には、王制、共和制の時代を問

わず、‘‘議会制定法”は教会に深くかかわり、もっぱら政治支配の道具と

して使われたに過ぎなかった。しかし、時代とともに、その役割を次第に

変容させていく。近代において“議会制定法”は、イングランド国教会

の“自律”を保障する役割をも担っていく。その劇的な役割を果たした

のが「イングランド国教会総会（権限）法（ChurchofEnglandAssembly

（Powers）Act1919）」〔通称「1919年授権法（EnablingAct1919）」〕の制

定である。

この議会制定法の下、今日、イングランド国教会は、1919年以降、み

ずからの裁治権を行使する機関である国教会総会議（GeneralSynod）に

おいて（52）、‘‘自律的な立法権”を行使できる態勢にある。総会議が定めた

「法」は「measure」と呼ばれるが、イギリス議会〔ウエストミンスター

議会・世俗議会〕両院の教会委員会（EcclesiasticalCommittee）で審査の

うえ、上下両院で承認され、かつ、女王の裁可（RoyalAssent）をもらえ

ると、国家法（1awoftheland）として発効する。

1今日のイングランド国教会法と議会制定法との関係

今日、イングランド国教会総会議（GeneralSynod）は、世俗のイギリ

ス議会〔ウエストミンスター議会・世俗議会〕と協調するかたちで立法権

能を共有してきている。しかし、以前は、イギリス国教会に関する事項に

ついては久しく、国教会がその必要を唱えれば、世俗議会が‘‘議会制定法

（actsofParliament）”により立法措置を講じるという仕組みの下にあっ

（52）なお、1970年以前は、教会総会（ChurchAssembly）と呼ばれた。1969年国教会会

議政体〔国教会〕法（SynodicalGovemmentMeasure1969）で現在の名称・General

Synodに改められた。
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た。すなわち、世俗議会が法案（bills）を用意し、国教会が求める法律

（acts）を用立ててきたわけである（53）。

これが、1919年以降は、イギリス国教会に関する事項については、

国教会みずからが設けた総会議（Genera1Synod）が「国教会法案

（dra丘measures）」を準備し、同会議に置かれた法制委員会（Legisla伽e

Committee）による審査、本会議での審議・採決をすれば自前で法律

（measures）を制定できる仕組みに大きく転換した。もちろん、採決

された国教会法は、イギリス議会〔世俗議会〕の両院で審議される必要

があり、世俗議会が関与できる仕組みは続けられている。1919年授権法

（EnablingAct1919）の制定により、世俗議会がイングランド国教会事項

に関する議会制定法（actsofParliament）をまったく定めることができな

くなったわけではない。

いずれにしろ、1919年授権法の制定により、イギリス議会は、イング

ランド国教会事項に関する法を、直接、議会制定法（actsofParliament）

を用いてつくり続ける必要はなくなった。1919年授権法制定の背景には、

イギリス議会におけるイングランド国教会関係法の制定に消極的な動き

や、宗教が多元化し次第に世俗化するイギリス社会からより厳格な聖俗分

離を求める声があった。言い換えると、非独立国家の連合体全体の立法府

であるはずのイギリス議会〔ウエストミンスター議会〕が、その覇者であ

るが実は1メンバー国であるに過ぎないイングランドの国教会（Anglican

Church）の法をつくり続けることへの大きな疑問があった。

一方、イングランド国教会側には、国教会体制を持続させるには、国教

会が自前で必要な法をつくれる享法システムを整備し、自律的な立法権能

（53）連合国家であるイギリスの議会〔（U．KParliament）～通称「ウエストミンスター

議会（WestminsterParliament）」〕は、1801年に（イングランド議会とスコットラン
ド議会が1707年に合体した）グレートブリテン議会と、北アイルランド議会の合体に
より成立した。ただ、この際に、イングランド議会の権限、手続、慣習などを幅広く
継承した。このため、イギリス議会は、実質的にはイングランド議会を継承・発展さ

せたものとみることができる。
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を確保なければならないとする危機意識があった。まさに、1919年授権

法の成立は、国教会側の危機感がバネになり、当時の政治環境と微妙に符

合した結果のようにも見える。

このような経緯から、1919年以降、イングランド国教会に関する事項

にっいては、第一次的に、イングランド国教会の最高の意思決定機関であ

る総会議（GeneralSynod）が、授権法および国教会カノンに準拠して、

国教会法（measures）を制定する権限を有している。

一方、世俗議会（イギリス議会）に置かれている教会委員会（Ecclesia甜cal

Committee）には、授権法に基づいて、上下各院の15人の委員が任命され

る。下院（HouseofCommons）では、議長が、委員を選任する。一方、

上院（HouseofLords）では、大法官（LordChancellor）が貴族議員の中

から委員を選任する。委員は、会期ごとに任免される。

手続的にみると、イングランド国教会総会議で合意された国教会法

（measures）は、報告書（reports）とともに、イギリス議会の教会委員

会へ提出される。教会委員会は、国教会法に修正を加えることはできな

い。報告書は、両院で審議され、通過すれば、女王の裁可を求めることに

なる。女王が裁可した国教会法（measures）は発効する（54）。

国教会法は、国教会にかかる既存の議会法（actsofParliament）を改正

ないし廃止できる。しかし、国教会法によって、イギリス議会の教会委員

会の構成、権能や職責、さらには議会での国教会法の承認手続きなどに対

し変更を加えることはできない。ちなみに、国教会法は、一般法案一覧

（PublicBillList）の末尾に注記される。

（54）1988年以降の国教会法は、インターネットで公開されている。HerM司esty’s
StationaryOffice，MeasuresoftheGeneralSynodoftheChurchofEngland．Availablea七
http：／／wwwlhmsogovuk／1egisla行on／uk－meas．htm1988年以前の国教会法は、Halsbury’s

StatutesVo1．14（4thed．，2003）参照。



イギリスの国教会立法と司法の構造（石村）103

2イングランド国教会総会議の沿革と立法権能

イングランド国教会の総会議（GeneralAssembly）は、国教会の最高位

の裁治機関である。国教会の裁治システムにおいて、裁治機関は、司法・

立法・執行の権能の全部または一部を包括的かつ非分権的に行使する。こ

のことから、今日の世俗統治における三権分立の考え方をそのまま当ては

め、総会議を“立法府1’あるいは‘‘立法機関”とみなしたうえで検証をす

すめるのは問題なしとはしない。ここでは、総会議の持つ聖的裁治の特性

を考えに入れたうえで、総会議に沿革および立法権能の行使について点検

する。

（1）イングランド国教会「総会」から国教会「総会議」へ

イングランド国教会総会議（Genera1Assembly）は、国教会総会

（ChurchAssembly）が発展解消して、1919年に設けられた。国教会総会

と国教会総会議の沿革、それぞれの組織の概要、権能等の詳細について図

説すると、次のとおりである。

〔図表皿一1〕自律的な立法権の行使：国教会総会から国教会総会議

◆繕灘馨灘難灘鍵難鰯難蟻．難鰯鰯鍵：イングランド国教会総会（権限）

法（ChurchofEnglandAssembly（Powers）Act1919）」（通称「1919
年授権法（EnablingAct1919）」）に準拠して設置。1969年まで存続。

「国教会総会（ChurchAssembly）」は、両大司教管区の聖職者会議
（Convocations）＋両大主教区から選出された代議員からなる平信徒院
．．．鯉9贈9勲切．．至組織誉丞登9．．＿一＿．一．．．．一＿．．．＿＿＿．．．、．．．．．．．．．．＿＿一．．＿一．＿一

1919年の「国教会総会（ChurchAssembly）」の設置に伴い、1902年に

組織された「国教会代議員評議会（RepresentadveChurchCounci1）」

〔両大司教管区の聖職者会議（Convocations）＋平信徒院（Housesof

Laity）で組織〕は廃止
◆鰯難鑛1鍵難購灘羅難灘講灘購鰯i難：1969年国教会会議政体〔国教会〕法

（SynodicalGover㎜entMeasure1969）で現在の名称（GeneralSynod）

に改められた。〔なお、1919年授権法（前法）は、1969年法（後法）

制定後も有効であり、前法と後法がぶつかる場合には、後法が優先す
るかたちで適用になる。〕
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・《総会議の運営》

①国教会総会議は、通例、3つの院（houses）〔主教院（Houseof
Bishops）、牧師院（HouseofClergy）、平信徒院（HouseofLaity）〕

の代議員が一同に会する（onebody）かたちで運営される。総会議
は、イングランド国教会の最高位の合議機関（非分権的裁治機関）

である。
②国教会総会議は、「総会議教憲（ConstitutionofGeneralSynod）」に

準拠して運営される。
・《総会議の3大機能》

国教会固有の事柄について自律して規
律するために、国教会法（measures）、規則（rules）などを、世俗

議会と協働して定めること

…：全国規模での年次事業にかかる予算
その他支出の承認をすること

さまざまな世俗的な課題にっいて、キリスト教的な視点から慎重に検討・審議し、俗界に発信する

こと。

（2）イングランド国教会総会議の構成

イングランド国教会の最高の意思決定機関である国教会総会議

（GeneralSynod）は、3つの院（houses）からなる。それらは、①主教

（bis恥ps）が構成員となる「主教院（HouseofBishops）」、②選任された

聖職者（clergy）からなる「牧師院（HouseofClergy）」および③平信者

（1aity）からなる「平信徒院（HouseofLaity）」である。また、それぞれ

の具体的な構成員は、図説すると、次のとおりである。

〔図表皿一2〕国教会総会議の構成

構成員は、44主教区主教（bishops）＋7人の選任された補佐主教“（suffraganbishop）＋1人の特任補佐主教

（suffraganBishopofDover）《総計54人》

構成員は、5人の主教座聖堂主席司祭（cathedraldean）、ジャージー島ないしガーンジー島の伝道区長
（DeanofJerseyorGuemsey）、大学選出の6人の代議員、宗教界選出
の2人の代議員、軍隊付チャプレン選出の3人の代議員、刑務所付チャ
プレン総長（ChaplainGeneralofthePrisonService）、183人の牧師界
からの代議員、5人の互選の代議員《総計206人》
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ジ構成員は、宗教界選出の2人以内の代議
員、軍隊選出の3人の平信徒、第一および第ニチャーチ財産コミッショ

ナー、195人の平信徒界からの代議員、5人の互選の代議員《総計207
人以内》

④灘鰯難〔所属会には関係なく総会議に出席し発言可、ただし投票は不

可〕：

（a）職務上当然構成員になる人：アーチ裁判所主席裁判官（Deanofthe

Arches）、2人の大主教総代理〔ヴィカージェネラル〕、第三チャーチ

財産コミッショナー、国教会年金委員会委員長、大主教評議会からの

6人
（b）他のキリスト教派出身の代表、イングランド国教会青年評議会

（ChurchofEnglandYbuthCounci1）の代表、聴覚障害アングリカン信
徒会（DeafAnglicanTogether）の代表。

3イングランド国教会にかかる立法手続の変容と立法状況

イングランド国教会事項に関する国教会法（measures）は、国教会総

会議と世俗議会との連携において制定される。今日までの立法手続の変容

と立法状況などを簡潔にまとめて図説すると、次のとおりである（55）。

〔図表皿一3〕イングランド国教会立法にかかる立法手続の変容と立法状況

・イングランド国教会法（ChurchofEnglandMeasures）とは、国教会

の政体と組織に関する法を改正するための法律文書（instrument）で
ある。

・国教会の総会議（GeneralSynod）は、イギリス議会〔世俗議会・ウ
エストミンスター議会（Parliament）〕の「教会委員会（Ecclesias且cal

Committee）」に対して法案を提出する権限を有する。

（55）See，HouseofCommonsI㎡orma丘onOffice，ChurchofEnglandMeasures（Factsheet
L10，Legisla丘onSeries，2003）．
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・世俗議会の教会委員会（EcclesiasticalCommittees）は、上下両院の議

員で構成される。〔教会委員会には、授権法の下で、上下各院の15人の

委員が任命される。下院〔庶民院〕（HouseofCommons）では、議長
が、委員を選任する。一方、上院〔貴族院〕（HouseofLords）では、

大法官（LordChancellor）が貴族議員の中から委員を選任する。委員

は、議会の会期ごとに任免される。〕この委員会は、国教会法案が妥当

なものかどうかを審査し、両院に報告する。

・教会委員会が作成した報告草案は、世俗議会本会議への正式な報告に

先だち、国教会総会議の「法制委員会（LegislativeCommittee）」へ送

付される。

・総会議が報告草案（draftMeasure）に同意すれば、報告書および当該

国教会法案は議会本会議へ提出される。

・当該法案に関する動議が出され、それが可決されれば、女王の裁可を

受けられる。

・1852年に、カンタベリー聖職者会議（Convoc甜on）とヨークの聖職者
．．会翻む．．生獅、但壁繊．．潔舷塑皇窒劃懐体憲互て更纏登也左皇＿一．＿一．＿

・聖職者会議は、国教会カノン、国教会の教会法典（CanonLaws）を定

め、それに対して国王の裁可を求めることができた。国王の裁可を得

たうえで、それを施行した。これら聖職者会議は、世俗議会の解散に

連動して解散につながるかたちになっていた。

・1919年、カンタベリーの聖職者会議とヨークの聖職者会議は、国王に

対する建議書において、国教会の内部事項についてより広い自律を求

め、世俗議会の立法権限の再編を求めた。

・国教会総会（ChurchAssembly）の代議員が承認した国教会法は、世

俗議会において、最初の法案審査の手続から入るのではなく、法案精

査（特定の委員会による審査）のために提出するかたちにするように
提案した。

・ちなみに、こうした提案は、1913年から1916年に開催された国教会総

会代議員評議会で出された勧告に照らしてつくられたものである。し

かし、この提案では、世俗議会による国教会法案の審査方法にっいて

具体的に論及していなかった。

・1919年にこのような提案がなされた主な理由は、世俗議会を通じた国

教会法の制定が難しくなっていたことである。

・その背景には、イギリス社会の世俗化に伴い、議会下院の審議時間の

多くが次第に政府の世俗問題の審議に費されるようになっていったこ

とがあげられる。国教会立法は、時おり議会の審議時間不足から棚上

げにされた。
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・カンタベリー大主教は、1919年6月3日に、議会上院に国教会総会法
案（N甜onalAssemblyBi11）を提出し、パトロン〔受禄牧師推挙者〕

と教会禄に関する法案の通過に12年を要した例にあげ、世俗議会での

国教会法案成立の困難さにっいて説明した。

・カンタベリー大主教の国教会総会法案の意図は、国教会関係者の言葉

を借りれば、「イングランド国教会が、その任務を適切に行うことがで

きるように、現在恒常的に私たちの道をふさぐある種の偶然による障

害を取り除くこと」にあった。

・この法案を下院に提出したエドワード・ビューチャンプ卿によれば、

1880年から1913年に世俗議会に提出した217の国教会法案のうち、成
立したのは33件のみとのことであった。

・この法案は、1919年イングランド国教会総会（権限）法（Churchof
EnglandAssembly（Powers）Act1919）として成立した。一般には、「授

権法（EnablingAct）」として知られている。

・国教会総会には、広く国教会に関する提案について審議する権限を付

与された。ただし、教理、神学その他女王の裁可を得るまえに世俗議

会で承認を受けるために提出された国教会法は除かれた。聖職者会議

（Convocations）は、1919年以降も存続し、教義等にかかる事項の審

議は、同会議に引き続き委ねられた。

・1919年法の成立によりはじめて平信徒（1aity）が、総会の構成員とし

て国教会政体に代議員として参加することになった。

・総会は、734人の構成員から成っていた。その内訳は、387人は主教お

よび牧師、5年の任期で選任された342人の平信徒に、5人の互選され
た平信徒であった。

・国教会総会が、国教会法案を承認した場合、同法案は、総会の法
制委員会（LegislativeCommittee）へ付託され、審査をした後に、

必要な注釈や説明をつけて、世俗議会の教会委員会（Ecclesiasdcal

Committee）へ送られる。ちなみに、世俗議会の教会委員会は、1919
年法の下で設けられ、貴族議員と下院議員からなる。

◆…螺難灘響難

・1963年11月、国教会総会は、新たに総会議（GeneralSynod）を設け、そこ

にそれまでの総会（Assembly）および聖職者会議（Convoca廿ons）の

立法その他の権能を帰属させるように勧告する報告書を支持する決議
を行った。

・国教会総会議（GeneralSynod）は、1969年7月25日に女王の裁可を

得て発効した国教会会議政体〔国教会〕法（SynodicalGovemment
Measure〔CAM．No．21969〕）に基づいて設けられた。
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・総会議の権能は、とりわけ、国教会総会（ChurchAssembly）が従前

から行ってきたと同様に、国教会法（Measures）によって立法を行う

ことである。

・総会議は、主教、牧師、平信徒の3院からなる。

・法制委員会（LegislativeCommittee）の委員は、旧総会の場合と同様

に、3院から選ばれる。
’τ’奮制委員会は、世俗議会での立法手続の対象とならない牧師の任務に

関係するカノンの制定にもあたる。これらカノンは、内務大臣を通じ
て女王に提出される（56）。

・世俗議会教会委員会（EcclesiasticalCommittee）は、1919年授権法に

基づいて設けられたものであるが、大法官が指名した15人の貴族院
．．⊆ヒ院旦．．議具も、．下院議長塑指名．』壼竣ム璽下院議具空塑塗登2、．．．．、．．＿一

・教会委員会は、委員長を選任するが、委員長は慣習的に貴族議員がな

ることになっている。委員は、各議会会期開始後ただちに任命され、

その任期は会期の期問である。

・世俗議会は、国教会総会議の法制委員会が、イングランド国教会法案

（draftMeasures）を教会委員会へ提出したときに、その審査を開始す

る。

・教会委員会は、法案の審査に際し、総会議の代議員の参加を得る慣わ

しになっている。また、議会両院に審査報告が行われるに先だち、報

告書草案は、国教会総会議に送付されることになっている。

・1919年授権法は、国教会総会議法制委員会と世俗議会教会委員会は、

いずれかからの要請があれば、協議会を開催することを認めている。

協議会は、公開で開催され、議事内容は世俗議会教会委員会報告書で

公開されることになっている。ただし、協議会は、個人または団体か

ら、公開で証言を求める権限を有していない。

・1919年授権法は、世俗議会教会委員会に対して、「その国教会法の性

格および法的効果ならびにその適切さについて、とりわけ女王陛下の

民の憲法上の権利について」報告するように求めている。

・世俗議会教会委員会「報告書」は、はじめに、国教会総会議の法制委

員会に対して草案のかたちで送られる。

（56）カノン（Canon）とは、主として国教会聖職者の職務基準の役割を果たすもので、

世俗議会の承認手続は要しないが、内務大臣を通じて女王に提出する必要がある。
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・世俗議会教会委員会の報告書草案では、国教会法案に対する修正を勧

告することができる。ただし、教会委員会は、自身で法案を修正する

権限を有しない。教会委員会報告書は、国教会総会議法制委員会がゴー
．．芝イ．≧査世登．窒麟艮、外．．世盗議含画院f雌轟蓋也逢．…．ζ娃拠）2．＿一．．．．．．

・世俗議会教会委員会報告書は、教会委員会が承認を求めて本会議への

提出を決めたときには、議会両院へ同時に提出される。議会両院は、

国教会法が議会に提出されたままのかたちで女王の裁可を得るべきで

あるとの動議により、審議を開始することになる。

・なお、世俗議会教会委員会が国教会法案に反対する報告書を議套禾套

議に提出したとしても、本会議での審議を阻む法律は存在しない。し

かし、実際には、こうしたことは起こりえない。なぜならば、国教会

総会議法制委員会が教会委員会から法案に反対する報告書草案を受け

取った場合には、国教会総会議は同法案の提出の撤回を決めるからで
ある。

・これまで国教会総会議法制委員会が撤回を決めた例は2件あ苔♂薮区

教会評議会（PCC）の「執行委員に関する〔国教会〕法（Churchwardens

Measure）」であり、いずれも、2001年4月に起きている。

・世俗議会教会委員会は、1920年を1番として以降連続して各報告書に

付番をしてきている。報告書は、議会上院および下院双方の報告書シ

リーズにおいて、国教会法（Measures）版として、出版されてきてい

る。上下両院の報告書は、双方のシリーズにおいて、同じ連続番号が
付けられている。

・報告書は、その院に提出され、かっ、下院の表決・議事百報一て砺iジ

VbtesandProceedingsoftheCommons）および上院の議事録（Mimtes
ofLords）の付録に記録される。

・また、両院での議員の発言や質疑討論〔ディベート〕の日蒔庶て”下院

情報ブルテンー般法案完全収録リストの終りに、そして、各期につい

ては、会期別情報ダイジェストの中に収録されている。

・1919年授権法の下にある現行の仕組みにおいては、国教会関孫五落あ

制定を、それが手続的に妥当であれば、世俗議会法案のかたちで行う

ことを排除していない。議会の議員が国教会事項について望む場合に

は、議員立法の方法によることができる。

・近年の例としては、そのいずれも法律とし成立しなふヨ泥筑”祈蕎善

保護法案（PrayerBookProtec廿onBills）をあげることができる。
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・原則として、世俗議会教会委員会からある国教会法案に関する報告書

が本会議へ提出され、法案の審議を開始する動議が出されれば、各院
はただちに、女王の裁可が得られるように、質疑討論〔ディベート〕・

を開始する。動議自体あるいは法案に対して修正を加えることはでき

ない。
¶丁王院だ影U｛そ’ぼτ”才’iジヲランド国教会主教ないし大主教が、下院にお

いては国教会の副チャーチ財産コミッショナーが、それぞれ質問に答

える。
丁議套漢案あ場否Σは異なり、国教会法案は原案どおりに承認されなけ

ればならず、修正は許されない。

・一般に、国教会法は、余り議論はない。また、世俗議会は、国教会法

の成立に向け自制的な対応をとるのが常である。しかし、ごく稀では

あるが、議論になる場合もある。
一τ－1◎ゑ降あ祈祷書個教套IF法（PrayerB・・kMeasure1927）が一例で

ある。1927年12月15日に、同法案の審議を開始する動議が、247対205

で否決された。
∵両穣たマ玲元犀蔓禄垂職著F（聖職禄の停止）〔国教会〕法（lncumbents

（ViacadonofBene且ces）Measure1975）は、1975年10月15日に、33対

17で否決された。
昌τ聖職著一て叙荏1一”個薮套1”穂”てdる癖（Ordinati・n）Measure1989）は、

1989年7月17日に、45対17でいったん否決されたが、その後1990年2

月20日に、228対106で承認された。

・国教会法は、議会法案と同じように、法律になるには女王の裁可を必

要とする。
一τ一ま‘π1”云董あ薮苛ぼ1”両院に通知され、かつ、情報ブルテン週報に記

録される。
’τ一国薮套i法庶て”i俳σ牽ま一ぞの国教会法については「総会1938年第1号

（CAMNo．1，1938）」、それ以降の国教会法については「総会議1978年

第1号（GSMNo．1，1970）」のようなかたちで引用される。国教会法
は、印刷され、政府印刷局（HMStationeryOf飾e）で販売されている。
また、国塾会迭！む、、二1脳法叢遜．塗国致会塗年盟り丞尾起掲越杢れ資免＿．

一τ’薗教套1芸ほ、議会法と同様に、従前の議会法もしくは国教会法および

委任立法／議会制定法従位文書（StatutoryInstruments）を修正または

廃止することができる。
一1’薗教套1芸ほて”葡定法ε同様の効力を有し、かっ、イングランド全土に

普遍的に適用される。
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・女王が裁可した国教会法（measures）は、国家法（1awoftheland）

同じ効力を有する。

と

◆灘難難
・1992年以降、2003年までに17の国教会法が世俗議会を通過している。

・世俗議会は、国教会法の制定に拒否権を行使することはほとんどない

が、当該国教会法はその進行を妨害されない権利を自動的に有してい

るわけではなく、議員がその内容に疑問を持ったときには制定を阻む

こともできる。

・世俗議会は、国教会の自律に不当に介入することを欲しないが、議員

は時おり国教会法に関する質疑討論〔ディベート〕において問題の指

摘を行うし、国教会の自律への不介入の合意は必ずしも当然のことで

あるわけではない。

・これは、教会禄の停止に関する国教会法の質疑討論〔ディベート〕に

おいて、ある議員が、「議会は、国教会総会議が提出したものに対して

ただ単にゴム印を押すだけのところではない」と放言したことからも
例証できる。

IV世俗司法とイングランド国教会司法～世俗裁判所と教会裁判所

今日のイギリス司法においては、さまざまな種類の紛争処理にあたり、

世俗裁判所（civi1［secularlcourts）の果たす役割は極めて大きい。聖俗

分離の法理が徹底し、かつての教会裁判所（ecclesias挽alcourts）が社会

を支配した時代とは大きく異なる。逆に、今日、教会裁判所は、教会事

項（church［ecclesiastica1］matters）〔つまり、教会の聖的事項（spihtual

matters）＋俗務事項（temporalmatters）〕に限定して司法権能を行使でき

るに過ぎない。

歴史的にみると、イングランド国教会がその基盤を確立した中世以降、

国教会裁判所の管轄は、いわゆる国教会固有の‘‘教会事項”に加え、婚姻

問題、遺言の検認や遺産管理状の発行や保管を含め、とりわけ“家事”事

項にっいても幅広く行使されていた。しかし、こうした聖俗分離が不徹底

な状況は、その後、各種議会法や国教会法の制定により、司法における聖
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俗分離が段階的に拡大するにつれて解消されていくことになる（57）。

イングランド国教会は、伝統的に、聖職位階制・主教制をベースとし

たキリスト教的な裁治〔立法・執行・司法を一体化した聖的非分権的統

治システム（ρo渉θsオαs伽7∫sあoあo痂ss8％z8ゆ吻雰・synodicalgovemment）〕を

維持してきている。したがって、教会司法に対し、世俗司法で語られる

ような‘‘司法の独立”は格別期待し得ない。もっとも、イングランド国

教会は、教会司法にっいては、裁判所（courts）や審判所（tribunals）、

特別許可所（faculty）のかたちで組織を分け、自立させた紛争処理シ

ステムを置いている。とりわけ近年は、審判所（tribunals）制度を広げ

ることで、実質的な意味での‘‘独立した紛争処理”に努めでいる（58）。ま

た、イングランド国教会は、独自の司法管轄を維持し、カノン・国教会

法・議会制定法などを典拠に、みずからの教会司法を通じて、世俗裁判

所とすみ分けしながら、裁判管轄を分かち合うかたちになっている（59）。

非独立国家の連合体イギリスにおける覇者であるイングランドが敷く

国教会体制（establishment）の下、“別格の存在”であるイングランド国

教会は、司法（紛争処理）権能の行使において、非独立国家の連合体イ

ギリスの世俗統治機関である枢密院司法委員会（JudicialCommitteeofthe

PrivyCounci1）など、との関係も深い。

近年、国教会司法に対し少なからず影響を及ぼしているのが、1950年

ヨーロッパ人権条約（ECHR＝EuropeanConventiononHumanRights）の

（57）なお、世俗司法やその沿革について、邦文の文献としては、小堀憲助訳・H．G．ハ

ンベリ著「イギリスの裁判所〔改訂版〕』（1970年、鳳舎）、小山貞夫役・H．ベーカー

著『イングランド法制史』（1975年、創文社）、田中英夫『英米法総論（上）』（1980

年、東京大学出版会）などに詳しい。
（58）ちなみに、近年、イギリスでは審判所制度の抜本改革が行われ、新制度は、2009年

4月1日から稼動した。ただ、イングランド国教会に置かれている各種審判所は、今
回の改革の対象にはなっていない。詳しくは、拙論「イギリスの租税審判所制度の抜

本改革」白鴎法学16巻1号参照。
（59）See，DavidLor（1es，HenryVIII：Court，Churchan〔1Conflict（NationalArchivesof

England，2007）；DonaldLogan，TheMedievalCourtofArches：Canterbury＆York
（Suffolk，2005）；JohnBurgess，EcclesiasticalCourtsandtheEcclesiasticalLawofthe

ChurchofEngland（JohnBurgessPub．，2007）；JonathanGrossman，TheArtofAlibi：
EnglishLawCourtsan〔ltheNovel（JohnsHopkinsUniversityPress，2002）．
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批准や、イギリス国内法である1998年人権法（HRA＝HumanRightsAct

1998）の制定である。1988年人権法にいう「公的機関（pubHcauthority）」

には、その権能が公的性格を有する「裁判所（court）もしくは審判所

（tribuna1）」が含まれるからである（HRA6条3項a号）。このことは、

イングランド国教会の裁判所、さらには国教会の各種審判所は、ECHRや

人権法に盛られた権利を擁護する義務を負うことを意味する。

この点に関し、1995年のReTyler事件では、国教会の主教裁判所

（ConsistoryCourts）で戒規違反を問われたテイラー司祭が、欧州人権

委員会（EuropeanCommissiononHumanRights）に対して、イングラ

ンド国教会内にある主教裁判所は、独立性がなく不公平な審判機関であ

り、そこでの処分は人権法6条に違反するとの理由で救済を申請した

（ApplicationNo．21283／93）。欧州人権委員会は、主教裁判所のチャン

セラー（Chancellor）やカンタベリー管区のアーチ裁判所の主席裁判官

（DeanoftheArches）は、法曹資格のある者が任命されており、公平

性の面で疑問を感じることはないとの理由で、この申請を却下した（60）。

1現代の世俗裁判所制度と司法制度改革の動向

現代イギリスの世俗裁判所は、コモンロー裁判所（Co㎜onlawcourts）、

星室裁判所（CourtsofStarChamber）、大法官裁判所（CourtofChancery）、

検認・離婚・海事裁判所（CourtofProbate，DivorceandAdmiralty）など、

歴史的にさまざまな役割を演じてきた裁判所を集成した制度に発達をとげ

ている。こうした近代的な世俗裁判所制度の原型づくりに大きな役割を

（60）See，（1995）Ecclesias廿calLawJoumalat348．2003年のAstonCanUowParochialChurch

CouncilvWallbank（［200313WLR283）において、イギリス議会上院上訴委員会は、
イングランド国教会の「国教たる地位（establishednature）」に関して、国教会の
聖的性格（spiritualnature）に着眼して、ストレートに人権法が適用になる「公的
機関（pu駈cautho嶺y）」にはあたらないと判示している。Availableat：http：／／www．

publications．parHament．uk／pa／1d200203／ldjudgmt／jdO30626／aston－1．htm．これに対し

て、欧州人権委員会は、国教会裁判所は、人権法が適用になる「公的機関」にあたる
ことを前提に、請求人の申請を却下したものと解される。詳しくは本稿X参照。
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果たしたのが、1873年に制定され、1875年に施行された1873年裁判所法

（JudicatureAct1873）である。

また、近年のイギリスにおける最も重要な司法制度改革の1つは、

2005年の憲法改革法（Cons飢utionalRefomAct2005）の発効である。こ

の改正により、イギリスが立憲君主制を維持しながらも、2009年10月か

ら、最終上訴審を担当する議会上院から司法権能を分離し、あらたに設け

たれたイギリス最高裁判所（SupremeCourtoftheUnitedKingdom）に委

譲することや、大法官制度改革などを実施することになった。

（1）現行の世俗裁判所の仕組み

現在、イギリスでは、第1審は、民事事件についてはカウンティ裁判所

〔（CountyCourts）：全国218所〕、または軽微な刑事事件を審理する治安

判事裁判所〔（Magistrates’Courts）：全国に約900所〕である。上訴審は、

事件により高等裁判所〔（HighCourtofJustice）：ロンドンに1所、ほか

約130支部〕、控訴裁判所〔（CourtofAppea1）：ロンドンのみ〕、ないし刑

事裁判所〔（Cro㎜Court）：全国にgoセンター〕である。

国内〔イングランド・ウェールズ・スコットランド・北アイルラン

ド〕〕の終審上訴裁判所は、これまではイギリス〔ウエストミンスター〕

議会上院上訴委員会（AppellateCommitteeoftheHouseofLords）で

あった。7人の司法貴族〔LawLords：正式名称はLordsofAppealin

Ordinary〕が審理にあたっていた。ちなみに、2009年10月1日から、国内

の終審上訴裁判所は、新たに設置された「イギリス最高裁判所（Supreme

CourtoftheUK）」である。ここで“国内”というのは、1951年の欧州人

権規約の批准・1998年人権法（HRA）の成立により、人権問題について

は欧州人権裁判所が最上位になったからである。
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（a）旧上院上訴審委員会

イギリスにおける最高位の司法機関である議会上院上訴審委員会への

上訴は、（i）下級裁判所からの上訴許可（1eavetoappea1）がある場合

か、あるいは（ii）議会上院の上訴許可委員会（AppealCommittee）が

審査し許可する場合に限り、認められた。（ii）議会上院の上訴許可委員

会（Appea1Committee）は3人の司法貴族〔（LawLords）～正式名称は

LordsofAppealinOrdinary・定員12人で一代限りの常任上訴貴族〕で構

成され、許可するかどうかを審理した。（i）または（ii）、いずれのルート

をとるにしろ、上訴許可が出れば、最終裁判所である議会上院上訴審委員

会（AppellateCommittee）が審査を開始する。上訴審委員会は、5人（事

案にホっては7人または9人）の司法貴族で構成された。

なお、2009年10月1日からは、国内の終審上訴裁判所は、新たに設置

された「イギリス最高裁判所（SupremeCourtoftheUK）」である。

本拙稿の執筆（2009年9月）時点においては、国内の終審上訴裁判所

が、立法府である旧イギリス議会上院上訴審委員会から分離され、新たに

独立した司法府であるイギリス最高裁判所への転換期にある。このため、

新制度へ移行・独立した体制にっいては十分にふれていない。

（b）枢密院司法委員会

枢密院（PrivyCouncil）は、憲法上の慣習（constitutionalconvention）

ならびに各種議会制定法（actsofPar五2ments）および国教会法（measures）

などに基づいて統治権限を付与された最も古い政府機関の一つである。枢

密院は、立法・執行・司法が分化されず国王に集中していた封建時代の統

治モデルであり、本来、国王〔女王〕がその大権（prerogativepower）

を行使する際に助言・答申を求める諮問機関〔王会（o％吻駕昭露，King’s

Counci1）〕として発足した。しかし、その後、新たな議会（Par㎞ent）や内

閣（Cabinet）の出現、裁判所制度の確立を見、枢密院の任務は特殊な領域に



116白鴎大学法科大学院紀要第3号（2009年11月）

限られてきている。枢密院の構成員は、王室、現在および過去の内閣閣僚全

員やイングランド国教会の2人の大主教（Archbishops）などその官職や

公職から当然になる者に加え、開封勅許状（letterspatent）によって任命

される者、総勢で500人程度の枢密院顧問（PC＝PrivyCounsellors）と呼

ばれる人たちからなる。しかし今日では、そのほとんどが名誉職である。

枢密院の立法や執行事務について、実質的には、枢密院の貴族（Lordsof

thePrivyCouncil）、つまり内閣の閣僚を兼任する顧問（PC）、が取り仕

切っている。月例の枢密院の会議は、通例、女王の臨席の下、バッキンガ

ム宮殿（CourtofBuckinghamPlace）で開催される。定足数は3人である。

枢密院には、その事務をこなすために枢密院局（PCO＝PrivyCouncn

Of且ce）が置かれている。PCOは、50人程度の職員からなる独立性の強い最

も小さい政府の官庁の一っである。国王・女王に任命された議長（President

oftheCounci1）に率いられている（61）。枢密院議長は内閣の閣僚として通常、

議会下院あるいは上院の院内総務の職務を果たす。

現在、枢密院の主要な任務の一つは、各種公益性の高い法人に対する

監督業務である。これは、勅許状（RoyalCharter）、議会制定法（acts

ofParliament，statutes）、枢密院令・勅令（PrivyCounci10rders）などに

準拠して設立された公益法人や、勅許会計士協会（ICAEW＝InsHtuteof

CharteredAccountantsinEnglandandWales）などの専門職団体、保健厚

生・医療分野にかかわる医師会（GMC＝GeneralMedicalCounci1）、王立獣

医師会（RCVS＝RoyalCollegeof驚terinarySurgeons）などの専門職団体、

さらにはケンブリッジ大学（UniversityofCambridge）やオックスフォー

ド大学（UniversityofOxford）をはじめとした大学・高等教育機関に対し

ては、枢密院が、主管ないし他の政府機関とともに共管するかたちで政府

規制を実施することになっているからである（62）。

（61）現在の議長は、キャシー・アシトン女爵閣下（TheRightHonourableBaroness
CathyAshtonofUpholland）で、2007年6月28日に任命された。
（62）拙論「イギリスのチャリティ制度改革：法制と税制の分析を中心に（1）」白鴎法

学15巻2号参照。
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その他に、枢密院は、1833年司法委員会法（JudicialCommitteeActof

1833）に準拠して、司法委員会（JudicialCommitteeofthePrivyCounci1）

を置いている。枢密院司法委員会は、国内・海外の国王〔女王〕の領土な

どに関する紛争事案に加え、各種議会法や国教会法で司法管轄権を付与さ

れた事案を取扱っている。とりわけ、公益法人関連で注目に値すること

は、枢密院司法委員会は、枢密院が主管ないし他の政府機関と共管してい

る医師会（GMC）や獣医師会（RCVS）の資格登録、停止、抹消などの処

分、イングランド国教会（ChurchofEngland）にかかる一定の不服事案

の再審査も管轄していることである。

簡潔に図表にすると、枢密院司法委員会の管轄領域は、次のものに限定

される。

〔図表IV－1〕枢密院司法委員会の主な管轄

（a）旧英領諸国（Commonwealthcomthes）のうちの一部（バルバドス

やジャマイカなど）や海外のイギリス領（バミューダ、ケイマン諸島、

フォークランド諸島など）の最高裁判所からの上訴を受理する。

（b）イギリスは、非独立国家の連合体である。このため、覇者である

イングランドと、スコットランド、ウェールズ、北アイルランドとの

間で、さまざまな領土・権限に関する“分権・独立問題（devolution

issues）”を抱えている。枢密院司法委員会は、こうした分権問題が各

地域多裁判所や審判所、議会上院から持ち込まれた場合に、これを審
理する。

（c）イギリス国内での一定の上訴事案にも対応する。例えば、1858年お

よび1983年医師法（MedicalActof1858，1983）の下で法人格を得て、

保健省（DepartmentofHealth）、チャリティコミッションおよび枢密

院が共管している医師会（GMC＝Gene圃MedicalComc丑）や、設立勅許
状（Roya1Charter・1988年）および補完的勅許状（SupplementalCharter・

1967年）ならびに1966年獣医師法（琉te血飢ySurgeonsAct1966）に準拠

して設立・運営されている獣医師会（RCVSRoyalCollegeof驚terinary

Surgeons）のような、自主規制権限を有する専門職団体の懲戒委員会

の登録承認・不承認、登録停止・抹消の決定や命令に不服な者からの

再審査事案を管轄する。
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（d）灘灘灘灘灘雛騰購il灘難灘：1983年牧会〔国教会〕法（Pastoral

Measure1983）に準拠して国教会のチャーチコミッショナーが立てた

教区リストラスキーム対する再審査事案（法9条）、さらにはまれに
特別許可〔faculty〕事案かかる大主教管区の大主教裁判所（provincial

court）からの上告事案を管轄する。（ただし、世俗議会上院「再審委

員会（CommissionofReview）」が管轄する教理、典礼、儀式に関係す
るfaculty事案は除く（63）。）

枢密院司法委員会は、12人の司法貴族（珍wLords）が核となっている。

他に、判事として枢密院顧問（PC＝PrivyCounsellors）を任命する。枢密

院顧問は、退職した司法貴族に加え、イングランド、スコットランド、

ウェールズおよび北アイルランドの裁判官（ただし定年75歳）、旧英領諸

国出身の上級判事から任命される。枢密院司法委員会の事務は、枢密院局

（PCO）が担当している（64）。

ちなみに、公式には、議会上院の旧上訴審委員会（AppenateCommittee）

と、枢密院司法委員会（JudicialCommitteeofthePrivyCounci1）とは、そ

れぞれ別個の組織である。ただ、実際には、上院と枢密院それぞれが管轄

する司法権の行使において核となる構成員である12人の司法貴族は、双

方の委員会の業務に関係している。

（2）司法制度改革の動向

イギリスの統治機構は伝統的に三権分立が徹底された状態になく、した

がって司法の独立性も弱かった。これは、議会（Parliament）の前身であ

る「国王評議会（King’sCounci1）」が立法・執行・司法などすべての統治

権能を束ねていたことなど歴史的経緯による。また、イングランド国教会

の内部統治〔会議裁治（synodicalgovemment）〕システムにおいて、立

（63）世俗の司法機関である枢密院司法委員会が宗教や神学上の紛争事案を取扱うのは不

適切との考えに基づく。
（64）Availableat：http：／／www．privy－counci1．org．uk／output／page2、asp．
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法・執行・司法の権能が伝統的に未分化のかたちにあることも影響してい

る（65）。

こうした独立性が十分に確保されていないイギリスの前近代的な司法

に対する他のEU加盟国からの批判も強かった。2003年3月、欧州評議会

（CouncilofEurope）には、イギリスに対して議会から独立した最高裁判

所の設置、立法・司法行政に深く関与している大法官（LordCanceller）

が裁判官として訴訟に参加しないこと、司法貴族（LawLords）が上院議

員を兼務できないようにすることなどの改革を求める決議案が出された。

EU加盟後、イギリス議会では、三権分立の徹底、司法権の独立の途を

模索していた。曲折を経て、2005年3月24日に憲法改革法（Cons廿t面ona1

ReformAct2005）が女王の裁可をえて発効した。

この改革法では、立法府と司法府、執行府の三権分立の徹底がねらいで

あり、2009年10月から新たにイギリス最高裁判所（SupremeCourtofthe

UK）が最終上訴裁判所としての権能を発揮することになった。この改革

法による重要な改革ポイントは、次のとおりである（66）。

（65）See，AWBradleジ‘Rela廿onbetweenExecu且ve，JudiciaryandParliament：AEvolving

Saga～，”PublicLaw（2008）at470．

（66）元山健「歴史のせめぎ合いの中のイギリス『憲法改革』」法律時報73巻6号55頁

（2001年5月）、岡久慶「イギリス・憲法改革法案：司法権独立の強化」外国の立
法158号、222頁（2004年）参照。See，CatherineF雄baimandS証yBroagbrigde，The

ConstitutionalReformBi11［HL］～ASupremeCourtoftheUnitedKing（iomandJudicial

Appointments：ResearchPaperO5／06，HomeAffairsSectionHouseofCommons
Library（13January2005）；OonaghGayan（iRichardKellylTheConstitutionalRe£orm

Bi11［HLトTheOfficeofLordChancellor：ResearchPaperO5／05，Parliamentan〔i
Cons丘tutionCentre，HouseofCommonsLibrary（12Januaryl2005）．
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〔図表IV－2〕2005年憲法改革法の概要

◆鍵灘麟難灘難
①大法官事務局改革：当初の案では、大法官事務局（OfnceofLord
Chancellor）は廃止される方向にあった。しかし、選挙でのブレア政

権（当時）の大敗を受けて、成立した2005年憲法改革法では、大法
官制度は存置するものの、その資格を貴族で上級法律家である者とし

た。一方で、大法官の司法府最高責任者としての地位と裁判官選任権

は、最高裁判所長官（LordChiefJustice）に移譲される。大法官と最

高裁長官との間での権限分配については、通称「協定：コンコルド
（Concordat）」を締結するものとする。

②大法官と司法職の任命：大法官は、女王の権威の下、引き続き、司法

職、軍上官およびイングランド国教会の上級聖職者の任免に関与する

ものとする。

◆鰹灘．鰯難醸
①最高裁判所の管轄：最高裁判所を新設し、これまで議会の枢密院司法

委員会（JudicialCommitteesofthePrivyCouncil）が担当していた（a）

イングランド・ウエールズ・北アイルランドの民事事件最終上訴審を
管轄する。（b）イングランド・ウエールズ・北アイルランド・スコッ

トランドの刑事事件最終上訴審を管轄する。一方、イギリス連邦諸国

（Commonwealthcomtries）からの最終上訴審は従来どおり枢密院司
法委員会が管轄する。

②最高裁判所の裁判官：最高裁裁判官（Justices）は12人で構成され

る。現在枢密院司法委員会の司法貴族（肱wLords）である者は、
新設される最高裁の裁判官となる。また、上院の議員資格も維持す
る。欠員が出た場合には、独立した裁判官選任委員会（JAC＝Judicial

AppointmentsCommission）を新設し、最高最長官および長官代理、

ならびにイングランド・ウエールズ・北アイルランド・スコットラン
ドの選任団体から選ばれた委員が最高裁判所裁判官の選任にあたる。

新任の最高裁判所裁判官は上院議員資格を有しないものとする。JAC
は、100人程度の職員を抱える事務局をもち、これまで大法官が担当し

てきた高等裁判所裁判官の選任などの職務を担当する。

③最高裁判所の設置場所：議会から分離・独立する最高裁判所は、司法

府にふさわしい品格と威厳のある場所と建造物のなかに設けるものと

する。

ちなみに、ここでは、イギリスの世俗裁判所制度の沿革や司法改革の動

向を含む世俗裁判所の紹介は対象外であり、精査をしていない。
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2歴史から見たイングランド国教会裁判所の興亡

イングランドにおいては、アングロ・サクソン期には、聖・俗裁判所

の分離、っまり教会裁判所と世俗裁判所の管轄権は分化していなかっ

た。このため、聖職者（clergy）も、一般の民も、同一の裁判所で裁判

を受けていた。ところが、ノルマン征服以降、初代イングランド王に戴

冠したウイリアム1世（在位1066年～1087年）が、教会裁判所を、世俗

裁判所から独立させた。このため、双方の裁判所の所轄をめぐる線引き

が次第に政治問題化していった。宗教裁判所が管轄する固有の分野があ

る程度確定をみるのは12～13世紀にいたってからのことである。この問

題は、最終的には、教会裁判所には、階層化された聖職者と教会の執務

に関する事項（0伍cialMatters）と教会冒涜罪（blasphemy）のような

宗教に対する犯罪にかかる専属的な刑事裁判管轄権と、「宗教上の事項

（religiousmatters）」にかかる民事裁判権を認めることで、解決がはから

れた。この当時、「宗教上の事項」とは、①婚姻生活（marriage）と非嫡

出子（bastardy）、②不動産遺言（wi11）や動産遺言（test2ments）の検認

（probate）、③動産の相続など、いわゆる“家事”領域である（67）。

イングランド国教会が誕生する以前は、キリスト教的な裁治（立法・執

行・司法を一体化した聖的非分権的統治）の伝統のもと、ローマ・カト

リック教会の教皇（Pope）が、宗教上のあらゆる事件についての唯一の

正当な最高裁判官であった。このため、教皇の裁判権は、下位の裁判所の

審級制を踏まえ、下位の裁判所からの上訴は最終的にローマ教皇庁に係属

する仕組みになっていた（68）。

これが、イングランド国教会誕生後は、国王が形式上世俗のすべての事

（67）See，ColinR．Chapman，EcclesiasticalCourts，theirOfficialsandtheirRecords，

（LochinPub．，1992）；AnneTarve蔦ChurchCourtRecor（ls：AnIntroductionjorFamily
andLocalHistorians（Phillimore，1995）．

（68）See，RichardM．Wmderli，LondonChurchCourtsandSocietyontheEveofthe
Reformation（MedievalAcademyofAmerica，1981）；JaneCoxθ孟α」，HatredPursued

BeyondtheGrave：TalesofourAncestorsfromtheLondonChurchCourts，（HMSO，
1993）．
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件についての正統な最高裁判官となった。ちなみに、イングランド国教会

の採る聖職位階制・監督制〔主教制〕の下、大主教は、イングランド国教

会の管区（province）内の聖職者のトップで、主教以下の職位の聖職者を

監督する。大主教は、主教区（diocese）内では、一方では①みずからの

管区の監督者として、他方では②‘‘教会裁治権者（ordinary）”として、

監督権限を行使する。①の面では、管区内の主教の選挙の確認や聖別、管

区の聖職者会議（convocation）の召集などに加えて、管区内の教会裁判

所の最高裁判官の職位などを有する（69）。

イングランド国教会裁判所が管轄する宗教上の事項は、大きく、（a）

国教会の聖礼典、秘跡〔洗礼（bap廿sm）と聖餐（sacraments）〕、典礼

様式（rites）、儀式（ceremonies）に関するものと、（b）それ以外の問

題に分けられる。そして、（b）については、主教区単位にある主教裁

判所（ConsistoryCourts）で、主教の尚書〔チャンセラー（bishops’

chancellors）〕により審理された。

主教裁判所からの上訴は、各大主教区の大主教裁判所（Provincial

Courts）～大主教大権裁判所（Preroga伽eCourts）とも呼ばれる～に対

して行われた（70）。

っまり、北部では、ヨーク管区のチャンセリー裁判所（ChanceryCourt

forYbrk）に、南部では、カンタベリー管区のアーチ裁判所（ArchesCourt

forCanterbury）に対して行われた（71）。

遺言の検認や登録は、主教の統治権（特別授権）の及ばない教会裁治権

者裁判所（OrdinaryCourts）ないし特別教区裁判所（PeculiarCourts）の

管轄に属するか、あるいはヨークないしカンタベリーの大主教大権裁判

（69）See，MichaelG．Smith，TheChurchCourts，1680－1840：FromCanontoEcclesiastlcal

Law（EdwinMellenPressLtd．，2006）。

（70）大主教大権裁判所の呼び名は、民事検認裁判所制度が設けられる以前に管区
（province）ごとに置かれ、大主教が任命した裁判官により主宰された教会法上の検
認裁判所が、“Prerog甜veCourts”と呼ばれたことに由来する。
（71）アーチ裁判所の名称は、アーチの上に建てられていたSt．Mary－1e－Bow教会で開廷

されたことに由来する。
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所（PrerogativeCourts）の管轄に属した。ローマ教皇庁への上訴は教会

改革で廃止され、大法官府（Chancery）への上訴がそれにとって代わっ

た（72）。

上訴があると、国王は、コモンロー裁判官と法学博士からなる委員

会を任命し、国王を代理する者として行動することになっていた。こ

の国王代理官裁判所（Delegates）の裁判管轄権は、1832年に枢密院

（PrivyCounci1）に移された。1832年以降は、枢密院司法委員会（Judicial

CommitteeofthePrivyCounci1）が、宗教事項にかかる上訴の最終審を担

当する。この委員会は、正式には国王の諮問機関であり、裁判所ではない

とされる。このため、国王は上訴状（peUtion）を委員会の諮問し、その

諮問も基づいて裁断するかたちになっている。

元来、教会裁判所が典拠とする法は、イングランド国教会カノン（Canons

oftheChurchofEngland）であり、イングランドの2大主教区での制度や

慣習によって補完されていた。しかし、教会改革以降、教会裁判所は「イ

ングランドの教会法」だけを司ることが許されたにすぎない。大学です

ら、普遍的なカノンを究明することは許されなかった。1857年までは、教

会法の実務家である法学博士は、イングランド国教会カノンとイングラン

ド国教会の慣習を適用した。これら法学博士により培われたドクター・コ

モンズ（Doctors’Commons）の法学は、先例に基づいたものではなく、学

説を一般化したものであり、18世紀まではコモンローの体系とはまったく

異なる体系のものであった（73）。

（72）ちなみに、この種の裁判所は、1836年の議会制定法で廃止された。

（73）ドクター・コモンズとは、本来、セイント・ポール聖堂（StPau1’sCathedra1）の

近隣に建立された建築物を指す。ここに、1857年の検認裁判所法（CourtofProbate
Act1857）により再編されるまで教会法や海事法関係の裁判所が置かれ、これら
の裁判所に関係する弁護士（advocates，今日のsolicitors）の弁護士会（College
ofAdvocates）〔正式名称：カンタベリーのキリスト会の弁護士と法学博士の協会
（CollegeofDoctorsofLawsan〔iAdvocatesoftheChurchofChristatCanterbury）〕が
置かれた。これらの裁判所は再編され、弁護士会も解散された。ドクター・コモンズ
の名称の由来は、1511年に創設された弁護士会が当時のイングランドに2つだけ存在

したオックスフォード大学とケンブリッジ大学の博士号を持った法律家を中心として
いたことに由来する。See，G、D、Squibb，Doctors’Commons．：AHistoryoftheCollege
ofAdvocatesan（1DoctorsofLav町（ClarendonPress，1977）．
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3イングランド国教会司法における聖俗分離の段階的拡大

中世以降、独自の法論理に培われたイングランド国教会の300を超える

教会裁判所は、国教会固有の宗教事項に加え、婚姻問題、遺言の検認や遺

産管理状の発行や保管の事務を取りし切ってきた。しかし、18世紀後半

から聖俗分離のための法制化の動きが強まり、次第にその管轄を縮小して

いった（74）。

司法における聖俗分離は、おおまかにいえば、次の4っの段階〔時期〕

を経て次第に拡大されていった。

〔図表IV－3〕国教会司法おける聖俗分離の段階的拡大

段階〔時期〕 契機となった法

第1期
1840年に、教会戒規法（ChurchDisciplineAct1840）制定以

降の時期

第2期
1855年教会裁判所法（EcclesiasticalCourtsAct1855）制定

以降の時期

第3期
1963年教会裁判管轄〔国教会〕法（Ecclesias廿calJurisdiction

Measure1963）制定以降の時期

第4期
2003年聖職者戒規〔国教会〕法（ClergyDisciplineMeasure

2003）制定以降

（1）第1期

司法における聖俗分離拡大の最初の1波〔第1期〕は、1840年の教会

戒規法（ChurchDisciplineAct1840）の制定である。この議会法の制定に

より、主教裁判所がもっていた教会聖職者（clerks）の犯罪（crime）の

かかる裁判管轄権も、名誉殿損（defamation）や一定の契約事件にかかる

管轄を含め、世俗裁判所に移された。

（74）See，RB．Outhwaite，TheRiseandFalloftheEnglishEcclesiasticalCourts，1500－1860

（CambridgeUniversityPress，2006）．
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（2）第2期

次に、司法における聖俗分離拡大の2波は、1855年の教会裁判所法

（Ecclesia甜calCourtsAct1855）の制定である。この議会法の制定、お

よびその後の1857年に検認裁判所法（CourtofProbateAct1857）や婚姻

事件法（MatrimonialCauseAct1857）の制定により、世俗裁判所である

離婚・婚姻事件裁判所（CourtforDivorceandMatrimonialCauses）が新

設され、1858年7月10日に民事検認登録制度（cidlprobateregistries）の

運用がはじまった。これにより、これまでの教会裁判所の家事にかかる管

轄事項は世俗裁判所に移された。

このため、1858年以降、教会裁判所の大部分の任務は、聖職者の戒規

違反（discipline）にかかる事項や、特別許可事案（facultycases）に限定

されてしまっている。ちなみに、離婚・婚姻事件裁判所の管轄事項は、

1875年には、新設の高等裁判所（HighCourtofJustice）の検認・離婚・

海事部（Probate，DivorceandAdmiraltyDivision）に移され、1971年に同

部の家事部（FamilyDivision）への再編にともない、そこ移され、今日に

いたっている。また、今日、特別許可事案でも、婚姻許可証の発行などで

争いのない場合には、大主教が所管する特別許可所（FacultyOffice）へ

申請し、同所で審査し、特別許可を出してもらうのが一般化している。

（3）第3期

司法における聖俗分離拡大の3波は、1963年教会裁判管轄〔国教会〕

法（EJM＝EcclesiasticalJurisdictionMeasure1963）の制定である。この国

教会法の制定により、イングランド国教会裁判所制度は大きな変革をと

げ、今日の基礎を固めた。

（4）第4期

司法における聖俗分離拡大の4波は、2003年（2006年施行）の聖職者



126白鴎大学法科大学院紀要第3号（2009年11月）

戒規〔国教会〕法（ClergyDisciplineMeasure2003）の制定である。この

2003年国教会法の制定は、下級聖職者〔司祭（priest）、執事（deacon）

など〕戒規事件の処理に、調停（pre－trialsettlement）ないし準司法的な

手続（quasijudicialsettlement）の仕組みを大幅に採りいれたものである。

具体的には、事前審査制の活用、国教会の各主教区（43）内に設けら

れる審判所（tribunals）や独立した第三者委員会（commissions）での紛

争処理である。準司法的・審判手続に関する2003年法制定以前は、各主

教裁判所（ConsistoryCourts）が、下級聖職者戒規事案を管轄してきた。

っまり、主教よりも下位に位置する聖職者〔司祭・執事など〕の不道徳

（sin）あるいは不正行為（misconduct）などは、直接、教会裁判所で審

査された。これが、2003年法制定以降、2006年4月1日からは、世俗の

労働審判所の仕組みをモデルに制度化され、調停ないし国教会内に設け

られる主教戒規審判所（bishops’disciplinarytribunals）などで処理され

ることになった。一方、下級聖職者にかかる純粋な刑事事件（criminal

cases）は、警察に申告し、起訴されれば、世俗の刑事法廷でとり扱われ

ることになった。

4イングランド国教会裁判所の管轄の見直し

イングランド国教会の裁判所制度がさらに大きな変革をとげ、今日の基

礎を固めたのが、1963年教会裁判管轄〔国教会〕法（EJM＝Ecclesiastical

JurisdictionMeasure1963）の制定である。

（1）主教裁判所

今日のイングランド国教会司法おいて、教会裁判所は、2っの大主教

管区（Provinces）と43の主教区（Dioceses）に設置されている。各種教

会法上の紛争にっいては、各種審判所等で不服審査されかっ主教総代理

〔ヴィカージェネラル〕が主宰する法廷（vicar－generalcourt）が原審と
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なる事案や、教義、典礼、儀式に関する事案などを除けば、始審は「主

教裁判所（ConsistoryCourts）」である。すなわち、一般的な紛争処理に

あたってきているのは、「主教裁判所」である（75）。かつて最下位の裁判所

は、「大執事裁判所（Archdeacon’sCourts、ArchdeaconryCourts）」で

あった。この裁判所では、裁判を、主教（bishop）の次位にある「大執事

（archdeacon）」が主宰した。しかし、1963年に、この裁判所は原則とし

て廃止された（76）。

〔図表IV－4〕1963年教会裁判管轄〔国教会〕法の下での教会法上の紛争処理手続

《（a）教義、典礼、儀式に関する事案（Caseslnv・MngD。ctrine，Ritual・rCerem。niaI）》

睡羅璽嚢翻一一一→醗羅羅羅翻羅翻一→睡霧羅羅醗麺翻
（①lnterviewwithBishoP）（②ConvocationCommitteeofInquiry）（③CourtofEcclesiasticalCausesReserved）

→醸醗醗灘醗羅羅舞翻
（④CommissionofReview，HouseofLords）

《（b）（a）以外の教会法上の事案》

（①Tribunals） 睡藤遜羅鰯又は睡羅懸羅醗蟹
（②ProvincialCourt）（Provinci＆1Vicar－GenerarsCourt）

（①ConsistoryCourts）

※審判所長が禁止や差止命令を出し、その取消のための大主教裁判所への提訴を含む

（a）主教裁判所の裁判官

主教裁判所では、①主教の尚書〔チャンセラー（Chancellor）〕〔ただ

（75）主教裁判所（ConsistoryCourts）は、「主教区裁判所（DiocesanCourts）」とも呼

ばれる。カンタベリー管区内にある主教区（diocesesofCanterbury）では、「主教代
理裁判所（CommissaryCourt）」と呼ばれる。
（76）ただし、現在でも、一部の特別許可事案（facultycases）にっいて、大執事が管轄

している。
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し、カンタベリー大主教管区内の主教区では、主教総代理（Commissary・

Genera1）という。なお、ここでいうChancellorは、LordChancellor（大

法官）とは異なる。〕が裁判を主宰し、主教の法務書記〔レジストラー

（Registrar）〕が②補助裁判官の隣りで裁判を補佐している。

さらに、正式な裁判に先立って、多くの場合、調停（pre・trialset巳ement）が

活用されているのが特色といえる。

①主教の尚書〔チャンセラー〕裁判官

すでにふれたように、各主教区の主教裁判所（Consistorycourt）にお

いて、法廷は主教の尚書〔チャンセラー（Chancellor）〕により主宰され

る。尚書〔チャンセラー〕は、常勤、非常勤、いずれの場合も、主教が、

大法官（LordChancellor）（77）およびカンタベリー管区のアーチ裁判所主席

裁判官（DeanoftheArches）（78）と協議したうえで、開封勅許状（1etters

patent：1etter二勅許状patent二開封）により任命する。主教裁判所の尚

書〔チャンセラー〕になる資格は、30歳以上、7年以上の職務経験のあ

るバリスターか、世俗の高等司法職（highjudicialof且ce）（79）であるかまた

はかつてあった者（ただし叙階を受けた者か、そうでない者か1ヰ問わな

い）で、かつ、イングランド国教会の聖体拝領者（communicant）でな

ければならない。就任にあたっては、司法宣誓Gudicialoath）、忠誠宣誓

（oathof理1egiance）、あるいは叙任を受けていない者の場合は同意宣告

（declarationofassent）をするように求められる。

いずれの者も、2箇所以上の主教裁判所の尚書〔チャンセラー〕を兼任

することはできない。主教が空席になっていたとしても、主教裁判所の尚

（77）最高の司法官で、イングランド議会の閣僚、上院議長を兼任している。

（78）2っある大主教裁判所の1っであるアーチ裁判所の主席裁判官は、高等裁判所での

10年のバリスターとしての実務経験を有する、ないし司法高官の職責にあるまたは過
去にある者を、2人の大主教が共同で任命することになっている。
（79）大法官（LordChancellor）、世俗の高等裁判所（HighCourtofJus廿ce）判事、若し

くは控訴裁判所（CourtofAppeal）判事が該当する。



イギリスの国教会立法と司法の構造（石村）129

書〔チャンセラー〕はその任期を継続する。ただし、本人からの辞任、退

職、または聖職者会議上院での非行もしくは能力の欠如を理由とする辞任

要求決議などの場合は別である。

尚書〔チャンセラー〕裁判官（および後述の尚書〔チャンセラー〕裁判

官代行）は、主教により任命されるが、その職務は独立して遂行できるこ

とになっている。つまり、世俗裁判所におけると似たかたちで、不完全な

がら教会司法権の独立は維持されている。

②尚書〔チャンセラー〕裁判官代行

主教は、主教裁判所の尚書〔チャンセラー（Chancellor）〕裁判官に事

故がある場合ないし空席がある場合、適任な者を尚書〔チャンセラー〕

裁判官代行（deputyChancellor）に任命することができる。また、尚書

〔チャンセラー〕裁判官自身でも、主教の同意が得られれば、自分の代

行者を任命することができる。代行に任命された者は、尚書〔チャンセ

ラー〕裁判官のあらゆる権限を行使でき、かつ、尚書〔チャンセラー〕裁

判官事務局での職責をまっとうすることができる。代行に任命される者

は、尚書〔チャンセラー〕裁判官に求められる資格要件および有能かつ

適切な人格（且tandproperperson）を有していなければならない。尚書

〔チャンセラー〕裁判官代行は、尚書〔チャンセラー〕裁判官と同様の宣

誓をするように求められる。

③大主教総代理、主教総代理〔ヴィカージェネラル〕

大主教（Archbishop）が所管する管区（province）や主教（Bishop）が

所管する主教区（diocese）では、ヴィカージェネラル（vicargenera1）

という職位の司法職がいる。つまり、（a）管区レベルでは大主教総代理

〔ヴィカージェネラル（provincialvicar－genera1）〕、（b）主教区レベルでは

主教総代理〔ヴィカージェネラル（diocesanvicar－genera1）〕が選任され
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ている。

ただ、主教区主教総代理〔ヴィカージェネラル〕の職務は、主教尚書

〔チャンセラー（Chancellor）〕が兼務している。

主教総代理〔ヴィカージェネラル〕は、1963年教会裁判管轄法（EJM）

の適用を受けない。このため、主教総代理〔ヴィカージェネラル〕の職務

権限の大部分については、明定されていない。

主教総代理〔ヴィカージェネラル〕は、一般に、主教の事務を代理する

地位の者として扱かわれている。主教の執行事務に加え、司法的な事務も

代理で担当している。主教尚書〔チャンセラー〕が、主教総代理〔ヴィ

カージェネラル〕の肩書で行う最もよく知られている権限は、結婚許可証

（marriagelicences）の交付である。

近年、主教総代理〔ヴィカージェネラル〕の肩書で行使できる新たな権

限が加わった。それは、1994年大聖堂維持管理（補則）〔国教会〕法（Care

ofCathedrals（SupplementaryProvisions）Measure1994）の下、1990年大

聖堂維持管理〔国教会〕法（CareofCathedralsMeasure1990）に違反す

る行為もしくはそのおそれのある行為に対する差止命令ないし原状回復命

令を発する権限である。

なお、この主教総代理〔ヴィカージェネラル〕が出した命令に対し不

服な場合には、ヨーク管区ではチャンセリー裁判所（ChanceryCourtfor

Ybrk）、カンタベリー管区ではアーチ裁判所（ArchesCourtforCanterbury）

に上訴できる。

また、2003年聖職者戒規〔国教会〕法（ClergyDisciplineMeasure

2003、2006年4月1日施行）の下では、管区の大主教総代理〔ヴィカー

ジェネラル裁判所（provincialvicapgenera1’scourt）〕では、大主教ないし

主教の戒規違反事案を取扱う。一方、主教区の主教総代理〔ヴィカージェ

ネラル〕裁判所（diocesanvicar－generarscourt）では、下級聖職者〔司祭

や執事など〕戒規違反事案について主教戒規審判所（bishops’disciplinary
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tribunals）その他の審判所での不服審査結果に不服な当事者の求めに応じ

て司法審査を行う。

このように、ヴィカージェネラルは、主教および大主教の戒規処分が関

係する事件などいくつかの国教会内紛争処理手続においては、司法審査

の原審を担当することになっている。このことから、教会裁判所・法廷

（vicar－generalcourt）1こおいて、司法職としての権能を行使できること

になっている。

ちなみに、国教会の各管区にある主教総代理〔ヴィカージェネラル〕執

務室（0伍ceofVicar－Genera1）は、由緒ある施設であり、各種の旧い記録

を保存している。主教総代理（ヴィカージェネラル）執務室は、特別許可

所（FacultyOffice）と分担するかたちで、国教会の公文書館の役割も果

たしている（80）。

④法務書記〔レジストラー〕

大主教管区（provincia1）あるいは主教区（diocesan）には、法務書記

〔レジストラー（registrar）〕職位にある者がいる。法務書記〔レジスト

ラー〕は、司法職であるが、裁判をつかさどる権限を有しない。元来、大

主教裁判所や主教裁判所の効率的な事務運営、書記事務などが主な職務で

ある。

（i）2大主教区の法務書記〔レジストラー〕

1976年教会判事および法務員〔国教会〕法（Ecclesias批alJudgesand

Lega10fHcersMeasure1976）に基づき、カンタベリー管区およびヨーク

管区は、法務書記〔レジストラー〕を置くように義務づけられている（3

（80）See，TConningsby，‘‘Chancellor，VicarGenera1，0fficialPrincipal：ABundleof

Offices，”2EcclesiasticalLawJourna1273（1990）；C．C．A．Pearce，‘‘TheRolesofthe

VicarGeneralandSurrogateintheGetαngofMarriageLicences，”2Ecclesias行calLaw
Journa128（1990）．
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条1項・2項）。法務書記〔レジストラー〕は、同法制定以前まで大主教

の法務書記〔レジストラー〕が担っていた任務に加え、大主教管区の法務

書記〔レジストラー〕および大主教裁判所の法務書記〔レジストラー〕と

して法律に定められた任務などを担うように求められる。

大主教管区の法務書記〔レジストラー〕は、普段は、大主教の法務

秘書を務めている。資格としては、教会法（ecclesiasticallaw）を学

んだソリシター（事務弁護士）で、イングランド国教会の聖体拝領者

（commmicant）でなければならない。管区の大主教が任命する。

（ii）各主教区の法務書記〔レジストラー〕

各主教区（diocesan）は、制定法および国教会カノンの下で、法務書記

〔レジストラー（registrar）〕を置くように義務づけられている。主教区

法務書記〔レジストラー〕は、1976年教会判事および法務員〔国教会〕

法（EcclesiasticalJudgesandLega10fficersMeasure1976）により、同法

制定前から主教の法務書記〔レジストラー〕が担っていた任務に加え、大

主教管区の法務書記〔レジストラー〕および主教裁判所の法務書記〔レジ

ストラー〕としての任務を担うように求められる。主教区法務書記〔レジ

ストラー〕は、主教会議（Bishop’sCounci1）と主教区会議の特別委員会

の諮問を得て、各主教が任命する。主教区法務書記〔レジストラー〕は、

普段は、主教の法務秘書を務めている。主教区法務書記〔レジストラー〕

は、その職に就くに際しては、主教尚書〔チャンセラー〕裁判官と同様の

宣誓を行うように求められる。

主教区法務書記〔レジストラー〕は、定年は70歳、主教が12ヵ月前に

文書で通知すれば解雇できる。主教区法務書記〔レジストラー〕は、主

教尚書〔チャンセラー〕裁判官と同じような手続を踏んで、主教区法務

書記〔レジストラー代行（deputyregistrar）〕を任命できる。また、主教

は、主教区法務書記〔レジストラー〕がその職務を遂行することが困難で
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ある、あるいは遂行していない、したがって、その職務遂行に不適格であ

ると考えたとする。この場合、主教は、主教区法務書記〔レジストラー〕

代行の任命に代えて、大主教管区法務書記〔レジストラー〕に対しその職

務を遂行する能力がありかつ適切な者を任命するように求めることができ

る。

（iii）法務書記〔レジストラー〕の職務

各大主教管区法務書記〔レジストラー〕ないし各主教区の法務書記〔レ

ジストラー〕の主な職責はそれぞれ、大主教裁判所ないし主教裁判所での

手続の準備、当事者への必要な通知、既定の手数料の徴収などである。ま

た、法務書記〔レジストラー〕は、多くの訴訟当事者が国教会裁判所の手

続に不慣れなことも考慮して、非公式なかたちで訴訟実務について助言を

与えている。さらに、主教区の法務書記〔レジストラー〕は、手続を踏め

ば、公式に大主教管区法務書記〔レジストラー〕の職責を遂行することが

できる。もっとも、主教区の法務書記〔レジストラー〕は、大主教の巡察

に随行することは求められない。

2003年聖職者戒規〔国教会〕法（ClergyDisciplineMeasure2003）に

基づいて、カンタベリー大主教およびヨーク大主教は、管区内に複数設け

られる主教戒規審判所を束ねる所長（thepresidentofbishops’disciplinary

tribunals）との協議のうえ、各々の管区内に各主教が自らの主教区に設

ける戒規審判所を束ねる1人の法務書記〔レジストラー（aregistrarof

tribunals）〕を任命することになっている。戒規審判所レジストラーはく

大主教管区内に設けられる主教戒規審判所の管理運営を担っている。現

在、各大主教区教会裁判所の法務書記〔レジストラー〕はそれぞれ、各管

区内に設けられる主教戒規審判所の法務書記〔レジストラー〕を兼務して

いる。
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（b）主教裁判所での訴訟手続

すでにふれたように、今日、主教裁判所（ConsistoryCourts）は、各種

審判所等で不服審査されかつ主教総代理〔ヴィカージェネラル〕が主宰す

る法廷（vicar－generalcourt）が原審となる事案や、教義、典礼、儀式に

関する事案などを除けば、国教会に固有の教会法上のさまざまな紛争事案

にっいて、始審として司法審査を担当している。各主教区の主教裁判所に

おいて、法廷は主教の尚書〔チャンセラー（Chancellor）〕により主宰さ

れる。

尚書〔チャンセラー〕は、自らが刑事法廷に十分な経験がない場合に

は、尚書〔チャンセラー代理（deputyChancellor）〕を選任し、その職務

を委嘱することができる。

（c）ヴィカージェネラル裁判所

繰り返しになるが、ヴィカージェネラル〔主教総代理〕が主宰する裁判

所・法廷（vicar－generalcourt）は、大主教管区（provinces）に置かれる

ものと、各主教区（dioceses）に置かれるものがある。

管区の大主教総代理〔ヴィカージェネラル〕裁判所（provincialvicar－

genera1’scourt）では、大主教ないし主教の戒規違反事案を取扱う。

一方、主教区の主教総代理〔ヴィカージェネラル〕裁判所（diocesan

vicar・genera1’scourt）では、下級聖職者（司祭や執事など）戒規事案にっ

いて主教戒規審判所（bishops’disciplinarytribunals）その他の審判所での

不服審査結果に不服な当事者の求めに応じて司法審査を行う。

（d）主教裁判所からの上訴

通例、教会法上の紛争にかかる主教裁判所からの控訴は、各大主教管区

の大主教裁判所（provincialcourt）に対して行う。っまり、北部では、ヨー

ク管区のチャンセリー裁判所（ChanceryCourtforYork）に、南部では、
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カンタベリー管区のアーチ裁判所（ArchesCourtforCanterbury）に対し

て行う。さらに、上告は、教義、典礼、儀式に関係する事案を除き、枢密

院司法委員会（JudicialCommitteeofthePrivyCounci1）に対して行う。

（2）教会留保事件裁判所

イングランド国教会は、教会留保事件裁判所（CourtofEcclesiastical

CausesReserved）を設置している。この裁判所は、教義、典礼、儀式に

関する事案（CasesInvolvingDocthne，RitualorCeremonia1）のみを取り

あつかう。きわめて稀に開廷される。

イギリス議会〔世俗議会〕上院〔貴族院〕に置かれている枢密院司法委

員会（PrivyCounci1，JudicialCommitteeofthePrivyComci1）は、かって

世俗「裁判所は、信仰またはイングランド国教会の教義に関することにな

る事案を決するいかなる管轄もしくは権限も有しない」と判示している

（GorbanvlBishopofExeteち15QB52（1850））。すなわち、イングランド

国教会の教義、典礼、儀式に関係する事件は、世俗裁判所ではなく、国教

会裁判所の管轄に全的に委ねられている、としている。

教会留保事件裁判所は、1963年に設置された。5人の判事は女王が任

命する。2人は高等の司法職で、国教会の聖体拝領者（communicant）

である者でなければならない。残り3人は、主教職にあるかかつてその

職にあった者でなければならない。事件が刑事に関する場合には、カン

タベリー管区のアーチ裁判所主席裁判官（DeanoftheArches）が選任し

た3～5人以下の助言者（advisers）と著名な神学者団のなかから検査役

（Auditor）が裁判に参加していなければならない。

訴えが司祭（priest）ないし執事（deacon）に対するものである場合に

は、主教（bishop）が拒否権を行使できる。一方、主教に対するものであ

る場合には、大主教が拒否権を行使できる。
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（3）再審委員会

世俗議会上院「再審委員会（CommissionofReview）」は、5人に委員

で構成される。女王が委員を任命する。3人は、議会上院で上訴を担当

する上訴貴族（LordofAppea1）の中から任命される。国教会の聖体拝領

者（communicant）である者でなければならない。残り2人は、議会上院

の議席を有する主教のなかから任命される（1963年教会裁判管轄〔国教

会〕法（EJM）11条4項）。

再審委員会は、次のような種類の上訴を管轄する。

〔図表IV－5〕再審委員会の管轄の範囲

①教義・典礼・儀式に関する事案で教会留保事件裁判所（Courtof
EcclesiasticalCausesReserved）からの上訴（1963年教会裁判管轄〔国

教会〕法11条5項）
②「聖堂の維持管理等」に関する聖堂建造物委員会（CathedralsFabric

Commission）の決定にっいて、聖堂の運営委員会からの上訴を取扱う

（1990年聖堂維持管理〔国教会〕法10条）。

（4）世俗裁判所によるイングランド国教会裁判所の監督・人事交流

イングランド国教会裁判所は、自己完結的な争訟制度を維持し、認めら

れた管轄内での自律的な司法を確保している。その一方で、1963年教会

裁判管轄〔国教会〕法（EJM＝EcclesiasticalJurisdictionMeasure1963）の

下、国教会裁判所は、究極的には世俗裁判所〔高等裁判所（HighCourtof

Jusdce）〕の監督に服する構図になっている。

たとえば、教会裁判所は、みずからに許容される管轄権内で、その権

能を行使しなければならないが、コモンロー上の自然的正義（natural

justice）の原則に反する場合には、権限ゆ越が問題になる。また、教会裁

判所が求められた裁判権を適切に行使しないことが考えられる。こうした

場合、請求があれば、世俗裁判所である高等裁判所は、裁判権を行使する
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ように教会裁判官へ職務執行命令（郷㈱磁灘S）を出すことができる。さ

らに、正式な刑事裁判に先立ち、主教が被疑聖職者に対しみずからの権限

にもとづく査問を行うとする。この場合には、コモンロー上の自然的正義

および公正の原則が適用される。

また、聖俗裁判所間での人事交流もすすんでいる。世俗裁判所の国教徒

である裁判官の、国教会裁判所司法職〔主教尚書・チャンセラー、主教法

務書記・レジストラー、アーチ裁判所主席裁判官など〕への登用である。

世俗法に精通した司法職が国教会司法に関与することで、ある種のチェッ

ク・アンド・バランスが確保されているといえる。

Vイングランド国教会特別許可裁判所と特別許可所

イングランド国教会の「特別許可裁判所（CourtofFaculties）」は、本

来、法が認めていない行為を特別に許可する権能を有する機関である。名

称は、“裁判所（Court）”となっているが、司法qudicia1）的は性格を有

せず、審査機関（tribuna1）ともいえる。カンタベリー大主教（Archbishop

ofCanterbury）のもとに特別許可所（FacultyOffice）として置かれてい

る（81）。

1教会法上の特別許可とは

「特別許可（facu1以dispensations）」とは、イングランド教会法が本来

認めていない行為をなす権能を、教会裁治権者（ordinary）の権限で特別

に許可することを指す。

（81）See，G．H．Newsom，FacultyJurisdictionoftheChurchofEngland（Sweet＆Maxwe11，
1988）；Note，“FacultyJu貞s（lic廿on，”BiosReporter（October1980）．Availableat：http：／／

npoLemma．cam．ac。uk／Reporter／oct80／ex80．htm．
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i難灘i灘i灘騨繋灘麟灘購難欝鑛灘～婚姻の公告（banns）なしの婚姻の許可

（speciallicence）、教会財産や教会附属墓地など聖別された土地・建物

の利用目的変更許可事案にかかる審査・特別許可

（1）特別許可所の沿革と事務の実際

イングランド国教会の「特別許可所（FacultyOf且ce）」とは、1533年教

会許可法（EcclesiasticalLicencesAct1533）に基づいてカンタベリー大主

教から委任された権限を行使する執務室を指す。イングランドとウェール

ズにある。（このほかに、公証（notaries）事案については、オーストラリ

ァなど旧植民地にまで及んでいる。）

歴史的には、ヘンリー8世の治世（1509年～1547年）の教会改革

（Refomation）に端を発している。1533年に、ローマ・カトリック教

会（ローマ教皇庁）からたもとを分かち、新たにイングランド国教会

（ChurchofEngland，AnglicanChurch）が立ち上げられたが、その際に、

それまでローマ教皇が行使していた各種特別許可（dispensadon）権限を

カンタベリー大主教に移譲したことが契機である。したがって、1533年

教会許可法は、教会改革後のイングランド国教会の確立に寄与した制定法

の一つといえる。

1533年教会許可法によると、この事務は、大司教代理（Archbishop’s

commissary）が、事務員の支援を得て処理することになっている。ただ、

今日では、‘‘代理（commissarye）”はかたちだけで、特別許可所は、世俗

の高等裁判所（HighCourt）の裁判官でもある特別許可所長（Masterof

theFaculty）が主宰している。また、日常業務は、主教の法務秘書〔レジ

ストラー（registrar）〕が行っている。したがって、各種申請にかかる事

務にっいては、主教ではなく法務秘書〔レジストラー〕が処理している。
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（2）特別許可所の事務の範囲

この特別許可所では、今日では、主に次のような案件を審査し、特別許

可を出している。

〔図表V－1〕特別許可所の事務の範囲

①講難羅懲鞭鱗嚢鱒馨醗鞍鰯襲：例えば、礼拝施設で席をもらう特典、墓

碑を建てる特典、教会敷地・墓地に埋葬される特典

礒灘灘灘灘鞭鰯簸灘謙’混更黒薮区教盈冴万ガジ鮒設テ
る特別許可等

る普通婚姻許可証（commonmarriagelicences）1こよる国教会挙式以
外で挙式するための特別婚姻許可証の発行

CourtsandLegalServicesAct1990）は、公証人にかかる認可権を、イ
ングランド国教会の特別許可裁判所にあることを明定している。特別
許可所長は、公証人の教育・研修に関する規則制定権を有する。

礒騒灘鰯1雛灘灘購獺醗．鰯難羅灘『翠顧鱒み万ああ尉蛋修郵醸

と試験合格の要件を免除（dispensation）して、大主教が、候補者の

宗教的・学術的・社会的貢献を評価したうえで授与する学位〔ランベ

ス学位とは、カンタベリー大主教が授与するランベス学位で、神学
（Divinity）、法律（Law）、文学（Literature）、医学（Medicine）、音楽

（Music）の5分野で授与される。ヘンリー8世が、教会改革前のロー
マ教皇が授与していた権限を制定法（Peter’sPenceActof1533）を定

めて、カンタベリー大主教に移譲したもの。イングランドには、オッ

クスフォード大学とケンブリッジ大学しか大学がなかった当時、学位

をえるには、最低修業年限と試験合格の要件を充足する必要があっ
た。大主教は、候補者の宗教的・学術的・社会的貢献を評価して、こ

れらの要件を免除（dispensation）して、学位を授与する権限を有す
る。〕

（3）特別許可事件の上訴

特別許可事件のうち、教義、典礼、儀式に関する上訴（appealcases

InvolvingDoctrine，RitualorCeremonia1）は、教会留保事件裁判所（Court

ofEcclesiasUcalCausesReserved）が所轄することになっている。
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2主教区での特別許可と主教区裁判所

国教会信徒が礼拝に通う教会の礼拝堂で指定席をもらいたい、あるいは

教会敷地内にある墓地に埋葬されたい等々、さまざまな特典（privilege）

を得たいとする。この場合には、その教会を管轄する主教裁判所（Diocesan

ConsistoryCourt）から「特別許可（faculty）」～実質的に「免許

（1icence）」に近い～を得る必要がある。また、聖別された国教会の土地

にある建造物〔外装はもちろんのこと内装物を含む〕にかかる工事作業

（works）規制を国教会裁治権者（ordinary）の管轄に置いており、イン

グランド国教会においては独自の規制を「特別許可（faculty）」の仕組み

を使って実施している。今日、「工事作業にかかる特別許可」が、主教区

裁判所（ConsistoryCourt）に申請される特別許可（faculty）事案のかな

りの部分を占める。

以上のことからもわかるように、主教裁判所（ConsistoryCourt）が管

轄し、特別許可（faculty）を出している領域は、大きく次の2つに分ける

ことができる。

〔図表V－2〕主教区裁判所の管轄の範囲

ある墓地や建造物（教会、チャペルなど）はもちろんのこと、当該建

造物の装飾物、教会堂の内装品（c五オルガンの設置）、境界壁など外

装の改修、撤去をはじめとして一定規模以上の工事作業をする際に特

別許可（faculty）を得なければならない。なお、工事作業にかかる特

別許可（faculty）は、文化財保護法制上の登録建造物ないし保全地域

に指定されているかどうかを間わず、必要である。この工事作業にか

かる特別許可（faculty）を得ないで工事作業を開始した場合には、原

状回復命令、聖職者への戒規処分手続の開始、教区執行委員の解職な

どの原因となる。

う特典、墓碑を建てる特典、教会敷地・墓地に埋葬される特典の創設

などにつながる特別許可（faculty）などを指す。（また、これらの特典

にかかる紛争処理含む。）
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3工事作業に対する政府規制と教会の特別許可との接点

土地や建造物等にはさまざまな政府規制がかけられている。そのうちの

一つは、歴史上または建築上文化財として重要な建造物に対する登録およ

び保全地域指定（「登録建造物・指定保全地域」）である。ただ、聖別され

た土地にある教会建造物に対しては、教会の自律性を重んじる視点から、

一定の要件を充たせれば、登録建造物の政府規制を外し（「教会への適用

除外（churchexemption）」とし）、教会の自主規制に委ねることになって

いる。

イングランド国教会の場合、この面での自主規制を、「特別許可（faculty）」

制度を通じて実施している。例えば、世俗の文化財保護法上、歴史的か

っ建築上重要であるということで目録に掲載された登録建造物の所在

する国教会の土地、教会堂や聖堂などにっいては、世俗文化財保護法

を適用せずに、国教会教区教会堂維持管理のための「主教区諮問委員会

（DAC＝DiocesanAdvisoryCommittee）」その他文化財保護機関や団体か

らの答申を得て・主教裁判所（ConsistoryCourt）が審査して特別許可を

出す仕組みになっている。したがって、例えば登録建造物である教区教

会の改修をしたい場合、当該教区（の牧師、教区執行委員など）は、改

修工事作業計画案を主教裁判所（ConsistoryCourt）へ申請し、特別許可

（faculty）を得る必要がある（82）。

このように聖別された土地にある建造物（外装はもちろんのこと内装物

を含む）にかかる工事作業（works）規制を教会裁治権者（ordinary）の

管轄に置いている。この背景には、聖俗分離のルールを楯に、各キリスト

教派の伝統や建築様式、外装などについては、各々が、世俗の文化財保護

スタンダードの押付を排除し、自律性を発揮し保存・改修方針、工事作業

計画の適否を決定できるようにしようとのねらいがある。

ちなみに、イングランド国教会の場合、今日、主教裁判所（Consistory

（82）See，GeorgeH．Newsom，FacultyJuris（1ic廿onoftheChurchofEnglan〔i：TheCareof

ChurchesandChurchyards（Sweet＆Maxwel1，1993）．
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Court）は、主教の尚書〔チャンセラー（Chancellor）〕1人が主宰する審

判所のような組織である。特別許可（faculty）の申請は、窓口である主教

の法務書記〔レジストラー（Registrar）〕が受理する。申請が受理され、

軽微な事案、あるいは利害関係人からの異議の申出などがない事案などに

ついては、尚書〔チャンセラー〕が法廷を開くことなく事務的に特別許可

（faculty）を出すことになっている。また、後述するように、事案によっ

ては、大執事〔アーチディーコン（Archdeacon）〕が処理し、特別許可

（faculty）を出せるものもある。

すでにふれたように、主教裁判所（ConsistoryCourt）が管轄し、特別

許可（faculty）を出している領域は、大きく①「一般的特別許可事案」

と②「工事作業にかかる特別許可」の2つに分けられるが、これらのう

ち、今日、②「工事作業にかかる特別許可」が、主教裁判所（Consistory

Court）の管轄のもとにある特別許可（faculty）事案のかなりの部分を占

める。

VIイングランド国教会における準司法的・審判手続活用の拡大

近年、国教会の紛争処理に幅広く取り入れられているのが、準司法的な

手続（quasijudicialsettlement）である。具体的には、事前審査制の活用、

国教会の大主教管区内に置かれた審判所（provincialtribunals）や独立し

た第三者委員会（commissions）の創設、そこでの紛争処理である。した

がって、争いがある場合、最終判断の場所として教会裁判所への訴えの途

は確保されてはいるものの、正式な裁判手続によらないで紛争処理を終え

るのが常である。この背景には、教会裁判所の手続が煩雑で、しかも主教

区ごとに異なることから、全国基準の採用による当事者の利便性を向上さ

せようとするねらいがある。また、教会裁判所での判断に満足しない当事

者は世俗裁判所へ訴える途も開かれていることから、教会内紛争はできる
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だけ国教会内部で処理できる態勢を整えるねらいがある。

1主な分野における準司法的・審判手続の特徴

教会が扱う事案のラち、準司法的・審判手続を織り込んだいくっかの紛

争処理分野の特徴をおおまかにいうと、次のとおりである。

〔図表W－1〕主な分野における紛争処理手続の特徴

《紛争処理分野》

①鰯難鐡灘灘灘灘灘i鐡鋤鐵鞭響繍i鑛鰯鰯灘〔余剰教会や教区の整理や聖職

者のリストラ手続〕

◆準拠法：牧会〔国教会〕法（PastoralMeasure1983／1968）

◆手続の手順：主教（bishop）が「余剰（redundant）」を理由に、「牧会

の整理案」を主教区牧会委員会（DRC＝DiocesanPastoralCommittee）

に諮問⇒DRCが主教に整理計画を答申⇒主教がチャーチコミッショ
ナーに牧会の整理を申請→女王の裁可⇒整理対象教会を国教会宗教区

財政委員会（DiocesanBoardofFinance）へ移管⇒チャーチコミッショ

ナーが余剰教会諮問委員会（AdvisoryBoardofRedundantChurches）

と協議⇒主教区余剰教会利用委員会（DiocesanRedundantChurches
UsesCommittee）が利用方法を選択。チャーチコミッショナーの整理
スキームを承認あるいは命令する。チャーチコミッショナーな承認あ

るいは命令に異議のある関係者は、枢密院司法委員会（PrivyComcil
JudicialCommittee）に上訴できる。司法委員会は、その訴えを認め実

質審査に入るか、却下するか、整理スキームあるいは命令を是認する

か、再審査をするようにチャーチコミッショナーに差戻す（牧会〔国

教会〕法9条6項）。
②灘難灘難灘難灘1難i鰯鑛麗講灘購灘鰯嚢灘（a）主教（監督）よりも下

位に位置する聖職者〔司祭（priest）、執事（deacon）など〕の（i）

教理違反（教えに背く行為）、（ii）不道徳（sin）ないし不正行為
（misconduct）、（iii）位階制（監督制）下での上命下服違反（不従順）

（b）大主教ないし主教の戒規違反

◎華拠塗三．聖墜煮域坦．、⊆国致創．蓬．⑩隻蟹P鋤典皇M鰹璽皇鯉q㊤＿。

◆手続の手順：（a）主教への告発→主教法務書記〔レジスタラー
（Registrar）〕との協議のうえ不受理または受理を決定→受理した場

合、主教が告発事実・証拠調べのうえ棄却あるいは容認を決定⇒容認
した場合、（i）告発人と被告発人（被告）との間で和解が相当とすると

きは公平な調停人に付託、（ii）懲戒罰〔戒告から破門〕をかすのが相当
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とするときは告発者の同意をえて処罰、（iii）正式な審査が相当とする

ときは国教会中央機関法務部（Lega10f且ceoftheNationalIns廿tutions

ofChurchofEngland）付きの法廷弁護士が指定担当者として告発を
調査⇒（血）の場合、調査結果を主教戒規審判所（bishop’sdisciplinary

tribuna1）へ送付⇒審判所が告発の理由ありとの結論にいたったとき

には、主教がかせる懲戒罰で処罰⇒被告はその管区の大主教裁判所
（ProvincialCourt）に対し再審査請求が可能。

（b）大主教の戒規違反や無権限行使事案の場合には、もう一方の管区の

大主教総代理〔ヴィカージェネラル〕裁判所で審査。一方、主教の場

合には、その主教を所管する管区の大主教総代理〔ヴィカージェネラ

ル〕裁判所で審査。

な内部対立が相当期間にわたって続き、紛争解決の目途がたたない場

合が想定される。このような「司牧上の不和」を解決できない状況に

対応するために定められた手続〕

◆準拠法：1977年受禄牧師（教会禄の休止）〔国教会〕法（lncumbents

（ViacationofBenefices）Measure1977）および1993年改正法

◆手続の手順：主教に対する審査の申出⇒主教から大執事への調査命令

⇒大執事による報告書の作成・主教への提出⇒主教による報告書の精

査→大主教管区審査会への諮問→大主教審査会での審査・主教への答

申⇒主教の処分

〔（a）教区に聖職給・教会禄つき牧師〔受禄牧師〕を選任するパトロ

ン〔推挙権者〕の登録拒否決定への不服申立手続、（b）パトロンの受

禄牧師推挙権行使に対する主教ないし教区教会評議会（PCC）代表の
拒否権発動への大主教に対する不服申立て〕

◆準拠法：牧師（聖職給）推挙権者〔国教会〕法（Patronage（Benefices）

Measure1986）
◆手続の手順：（a）パトロンとして登録する資格がない旨を主教法務書

記〔レジスタラー（Registrar）〕が登録申請者に通知に対する申請者の

不服申立⇒当該不服申立は主教の尚書〔チャンセラー（Chancellor）〕

に回付され尚書〔チャンセラー〕が審査

（b）パトロンの受禄牧師候補者推挙⇒主教ないし教区教会評議会
（PCC）代表の拒否権発動⇒大主教に対する不服申立て

◆準拠法：聖堂維持管理〔国教会〕法（CareofCathedralsMeasure1990）、

聖堂維持管理（補則）〔国教会〕法（CareofCathedrals〔Supplementary

Provisions〕Measure1994）
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◆手続の手順：（a）聖堂の維持管理：聖堂の業務執行機関が維持

管理計画を策定→聖堂建造物委員会（CFC＝CathedralsFabhc
Commission）へ承認申請（No）⇒聖堂建造物委員会（CFC＝Cathedrals

FabricCommissionforEngland）へ審査請求（No）⇒再審委員会
（CommissionofReview）へ再審査請求
（b）差止命令・原状回復命令：主教による面談⇒主教の巡察⇒主教
の申立てに基づく主教総代理〔ヴィカージェネラル〕裁判所が差止命

令・原状回復を命令

2準司法的・審判手続の実際～聖職者戒規手続を例にして

イングランド国教会の聖職位階制・畳督制・主教制の下、司祭

（priest）や執事（deacon）など聖職者は、みずからの属する主教区の主

教に対してカノン上の従順を誓ったうえで聖務を執り行う権限を与えられ

ている。また、その主教区の主教（bishop）は、大主教（archbishop）に

対して忠誠を誓っている（イングランド国教会カノンC第1条3項）。

こうした監督制の下、聖職者に、聖務上の忠実義務違反や世俗法上の違

反行為があった場合など、聖職者の戒規（clergydiscipline）違反に対して

は、一定の手続がとられる。国教会の聖職者戒規手続は、大きく3っにわ

けて検討すると、わかりやすい。つまり、1つは、「特別の巡察（particular

visitation）」の実施である。2つ目は、「司牧の休止手続」の開始である。

そして3つ，目は、「戒規審判所手続」の開始である。

（1）特別巡察の実施

従来から、主教は、第一に「裁き司（judge）であるよりも司牧者

（pastor）たれ」といわれてきた。こうした言い伝えもあり、教会のガバ

ナンスや戒規の執行は、「巡察（visitation）」のかたちで執り行われてき

た。巡察のねらいは、主教が、「巡察の対象となる牧師その他の人の状況、

順応性および資質についてよく知ること」にある（イングランド国教会カ

ノンC第18条4項）。主教は、キリストの教えに従う者の群れを教化し、
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飼いならすための行動をとり、かつ、不足するものを補い、誤ったことを

ただすように求められる（イングランド国教会カノンG第5条1項）。平

信徒は別として、いかなる聖職者も巡察の対象となる。主教は、不定期の

特別巡察（parUcularvisitaHon）が求められた場合、まず、告発した教区

の聖職者および教区教会評議会（PCC）の執行委員（churchwarden）に

対して、その理由を陳述してもらうために質問書を送付する。この場合、

大主教もまた、聖務を執り行う者が注意義務を果たしているのかどうか精

査する役割を担っている（イングランド国教会カノンC第22条3項）。以

上が、一般的なかたちでの戒規権能の行使の場合である。

（2）受禄牧師の司牧休止手続

教区の受禄牧師は、いったんその聖職に就くと、教会の重大な戒規違反

で処分された場合や世俗裁判所で処罰された場合を除き、その職を奪われ

ることはない。しかし、近年、牧師の異性問題や健康問題、司牧の方針な

どで、教区信徒との対立・不和が生じるケースが増えてきている。当然、

教区の牧師と信徒との問での重大な対立が相当期間にわたって続き、自律

的には紛争解決の目途がたたない場合が想定される。1977年受禄牧師（教

会禄の休止）〔国教会〕法（Incumbents（ViacadonofBeneHces）Measure

1977）および1993年改正法は、こうした状況に対応するために定められた

桑去である（83）。

牧師と信徒の間の内部対立が激しくなったときには、まず、受禄牧師も

しくは大執事（archdeacon）が、または教区教会評議会（PCC）が平信徒

の3分の2の賛成で、「司牧上の不和（pastolbreakdown）」があることを

確認する。そのうえで、主教に対して「審査（inquiry）」および処分を求

める。主教は、審査が必要と判断した場合、大執事へ調査を命じる。調査

（83）ChurchofEnglandHouseofBishops，Incumbents（VacationofBene且ces）Measures

1977and1993：CodeofPractice（GeneralSynodoftheChurchofEngland，1994）．
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の結果、不和の証拠があるとの結論にいたったときには、主教は、不服

審査型諮問委員会である大主教管区審査会（Provincialtribuna1）へ諮問す

る。管区審査会は、諮問をうけて審査を行い、その結果を主教に答申を行

う。主教は、その答申を受けて、答申を尊重しながらも、みずからの意思

で具体的な処分を決定する。

ちなみに、問題当事者が主教自身である場合には、大執事（archdeacon）、

主教評議会（bishop’scouncil）の過半数および主教区総会議（Diocesan

Synod）の検討委員会の過半数の賛成があれば、大主教へ「審査」および

処分を求めることになる。

全体の手続簡潔に図示すると、次のとおりである。

〔図表W－2〕司牧上の紛争処理の手順

①鰯鑛難鰯麟灘灘鑛i鰯灘：対立する受禄牧師、大執事、教区教会評

議会（PCC）の平信徒委員の3分の2のいずれかが、「司牧上の不和」
を理由に、主教に対する審査の申立てをする（1977年法19条のA）。た

だし、教区内での自律的な解決に向けた努力が十分に尽くされること

が前提である。法的には、問題発生から6ヵ月問の自助努力期間の経
過後、12ヵ月以内に申し立てることが要件（同1条のA第1項のA）
である。申立書の提出後すみやかにその証拠となる供述書を、主教お

よび主教区総会議の事務局長に提出する必要がある（同1条のA第2
項）。

礒雛難翻鰯難翻嚢総難襲鰯騨蕪蕪i玉薮なぐ一天執事だ薄玖”牧飾ぞ教

区信徒との不和の原因を取り除き良好な関係に修復できるように対応

策を検討するように命じる（同2条）。6週問以内に、大執事は、審査

の開始が、牧師と教区信徒の最良の利益につながるかどうかにっいて

具申する報告書を作成し、主教へ提出する（同2条5項）。ただし、申

立人が大執事であるときには、6週間の期間要件の適用はない。
《購難鰯灘饗灘藩Y審査を蘭甜ぢあ遣ヨ萎’ぼ至教あ蔵董π荏

されている。大執事が審査の開始を具申した場合で、主教がその開始

を決定したときには、主教区総会議の事務局長にその旨を命じる（同

3条1項）。主教は、6ヵ月以内に何の命令を下さないときには、命令
がなかったものとみなされる（同3条1項のA）。

一方、大執事が審査不要と具申した場合には、牧師なy・し教区教会
評議会（PCC）は、その報告から6ヵ月以内に、主教に対して審査不

要の再考を求めることができる（同3条1項d号）。
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主教は審査を開始すると決めた場合に
は、管区審査会（provincialtribunal）へ案件を諮問する。諮問があっ

た場合、大主教管区の主教総代理（Vicar－General）が委嘱した5人の

委員からなる管区審査会は審査を行う（同7条1項）。5人の委員の構
成は、委員長が大法官ないし勅撰弁護士（Queen’sCounse1）、2人は
聖職者、残り2人は平信徒（ただし、聖職者委員および平信徒委員は、

請求人とは無関係の教区から選任・委嘱される）からなる。当事者は、

事務弁護士ないし法廷弁護士に代理を依頼できる（同7条5項）。この

場合、請求人である牧師は、法律専門職以外の者にも代理を依頼でき
る（同7条4項）。ちなみに、管区審査会は、性格的には、いわゆる“不

服審査型諮問委員会”である。

審査会は、審査の一環として請求当事者である受禄牧師に健康診断を命じることができ、非協力のと
きには推断で結論を出すことができる（7条のA）。審査会は、審査

の結果、主教に対して、次のような意見を答申することができる。

（a）受禄牧師と教区信徒との司牧関係に著しい不和があるかどう
か、あるとすれば、どちらが原因者で、どの程度の期間続いているの

か、および（b）主教がとるべき処分（ただし、処分を求める意見を
つけるときには、4人以上の委員の賛成を要する）（同9条4項）。
また、審査会は、（c）受禄牧師が、年齢または精神的もしくは肉体的

な欠格事由により、自分の教会禄を与えられている職務を十分に遂
行できないという意見を付すことができる。ちなみに、審査会は、

（d）受禄牧師が自発的にその受禄（聖職）を辞退する旨を主教に申
し出たときには、審査手続を停止することができる（同4条1項）。
㊨難灘灘纏Y’玉教ほて”審香套の答申を受けて、みずからの判断で＼次

のような処分を決めることができる。（a）欠格とされた受禄牧師に対

する3ヵ月から6ヵ月間の教会禄の支給停止処分、（b）審査会が、相
当期問にわたる司牧上の不和があり、その原因が受禄牧師にあるとし

た場合、懲戒・教会禄剥奪処分（同10条4項）ないし懲戒・一定期間
の職務停止処分（同10条5項）、（c）審査会が教区信徒に原因があると

した場合、原因者とされた教区教会評議会（PCC）の執行委員その他
の役職者を懲戒・職務停止とし、かつ、5年を超えない範囲で役職就
任の禁止（同10条6項）。なお、牧師または教区信徒にかされた処分
は、主教は、いつでもそれを撤回することができる（同10条9項）。

（3）戒規審判所手続

かって、主教裁判所は、聖職者の戒規（clergydiscipline）事案を含む
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幅広い事項を管轄していた。しかし、18世紀後半から聖俗分離のための

法制化の動きが強まり、しだいにその管轄を縮小していった。聖職者の戒

規手続にっいては、1840年に、教会戒規法（ChurchDisciplineAct1840）

が制定され、主教裁判所がもっていた教会聖職者の犯罪（crime）のかか

る裁判管轄権は、名誉殿損（defamation）やその他一定の契約事件にかか

る管轄を含め、世俗裁判所に移された。このため、それ以降、国教会裁判

所が管轄できるのは、①教理違反（誤った教え）②不道徳（sin）ないし

不正行為（misconduct）、③位階制（監督制）にかかる上命下服違反（不

従順～disobedience）など教会内部での罪にあたる事項に限定された。言

い換えると、教会は、聖職者に対する告発があり、被疑者とされた聖職者

に対する審問をつうじて、当該告発が純粋な刑事犯罪（crime）にあたる

と見た場合には、世俗の警察に申告することになる。したがって、世俗裁

判所は、これら刑事犯罪に加え、教会関連の世俗の民事事件にあたるとさ

れた事案も含めて、取り扱う。

世俗裁判所への大幅な管轄権限の移譲後も、聖職者戒規手続に関する法

はいくども改正された。抜本的な改革が加えられたのは、2003年に年聖職

者戒規〔国教会〕法〔（ClergyDisciplineMeasure2003）：2006年1月1日

施行〕が定められ、2003年法は、審問手続の適正化に加え、戒規案件を取

扱う特別の審判所（disciplinarytribuna1）制度の導入と、戒規事案に関し

戒規審判所や主教総代理〔ヴィカージェネラル〕裁判所（Vicar’sGeneral

Court）へ勧告的意見の呈示、戒規規程や戒規事案年次報告書の作成・国

教会総会議への提出などの業務を遂行する第三者的な聖職者戒規委員会

（ClergyDisciplinaryCommission）の新設などを導いた。

その後、2005年聖職者戒規規則（ClergyDisciplinaryRule2005）、戒規

執務規定（ClergyDisciplinaryMeasureCodeofPrac且ce2006）なども制

定、公布された。ちなみに、聖職者戒規手続は、2006年4月から大きく

改正されたが、その推移は、次のとおりである（2003年聖職者戒規〔国
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教会〕法2条以下）。

〔図表VI－3〕聖職者戒規事案の処理制度の推移

《2006年3月までの聖職者戒規事案の処理手続》

【BishoporArchbishoP】（①EpiscopalCommitteeofInquiry） （②CommissionρfConvocation）

（③CommissionofReview，HouseofLords）

【PriestorDeacon】（①lnterviewwithBishoP） （②ReferencetoExaminers）（③ConsistoryCourt）

（④ProvincialCourt：CourtofArchesorChancery）（⑤JudicialCommitteeofPrivyCouncil）

《2006年4月以降の聖職者戒規事案の処理手続》

【主教・大主教の場合】

①大主教区大主教総代理裁判所：

（①provincialVicar－General’sCourt）

（a）主教に対する戒規事案では、その主教を管轄する大主教区の大主教総代理裁判所、

（b）大主教に対する戒規事案では、もう一方の大主教区の大主教総代理裁判所

【司祭・執事の場合】

（④BishoP’sDisciplinaryTribuna1）（⑤ProvincialCourt）

以下に、2003年に年聖職者戒規〔国教会〕法に盛られた内容をわかり

やすく、解説する。
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（4）戒規手続の手順

監督制・聖職位階制・主教制（Episcopal，hierarchypattem）の色彩の

濃いイングランド国教会において、2003年法が対象とするのは、主教〔監

督〕よりも下位に位置する聖職者〔司祭（pnest）、執事（deacon）〕の①教

理違反（教えに背く行為）、②不道徳（sin）ないし不正行為（misconduct）、

③位階制（監督制）にかかる上命下服違反（不従順）などにかかる戒規違

反手続である。

聖職者は、教会法や各種国教会が定めた執務規定などを遵守して、聖職

者としての業務を遂行しなければならない。しかし、こうした法や戒規規

定などにそくして業務が遂行されていない場合、聖職者の職責が問われる

ことになる。どのような行為ないし不作為が問われることになるのか、ま

た、職責を問う場合、どのような手続をとればよいのであろうか。

（a）事前確認

最初のステップは、主教に対する正式な告発状（ibm面v噴ttencomplaint）

の提出である。告発状には、告発内容の証拠となる文書と、告発が真実で

あることを宣誓する旨の文書を添付しなければならない。告発人は、主教

への告発に先立ち、自らの申立てが告発の対象となるのかどうか、また告

発内容と証拠が法のもとで懲戒手続をはじめる要件を満たしているかどう

かにっいて主教区の主教法務秘書〔レジストラー（diocesanregistrar）〕

に確認を求めることになっている。

（b）主教の判断

主教は、主教法務秘書との協議のうえ不受理または受理を決定する。受

理した場合、主教が告発事実・証拠調べのうえ棄却あるいは容認を決定す

る。容認した場合、主教は、①告発人と被告発人（被告）との間で和解が

相当とするときは公平な調停人に付託する。また、②懲戒罰（戒告から
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破門）をかすのが相当とするときは告発者の同意をえて処罰する。さら

に、主教は、③正式な審査を相当とする場合には、国教会中央機関法務部

（Lega10fficeoftheNa』tiona11nstitutionsofChurchofEnglan（i）付きの法

廷弁護士を指定担当者（DesignatedOfficer）として告発事案を調査する。

（c）主教戒規審判所

指定担当者が調査した結果は主教戒規審判所（bishop’sdisciplinary

tribuna1）へ送付される。主教戒規審判所は、2人の聖職者と2人の平信

徒、弁護士の経験ある審判長（President）で構成される。審理の結果、

審判所が告発の理由ありとの結論にいたったときには、主教がかせる懲戒

罰（戒告から破門）で処罰する。

（d）再審査請求

懲戒罰は、2003年年聖職者戒規〔国教会〕法の定めにそって、主教ない

し主教戒規審判所が決定することになる。その記録は、大主教のいる国教

会本部（LambethPalace）にある記録簿に保存される。

被告発人（被告）には、記録内容が通知される。被告発人は、その通知

内容に不服な場合、審判長に対して再審査請求をし、内容変更を求めるこ

とができる。

（5）世俗裁判所との連鎖

イギリスの世俗裁判所は、信仰団体の戒規事案などの内部事項に対して

は原則不介入のルールを貫いてきている（84）。しかし、世俗裁判所は世俗犯

（84）イギリスにおいては、部分社会の法理に基づき、世俗裁判所は、信仰団体など自

治組織が行った処分などに対して司法権行使を自制するルールが確立している。See，

ReginavlDisciplinaryCommitteeoftheJockeyClub醗ρα吻AgaKhan［1993］1WRL
909，at932（｝H．．RvExeterConsistoryCourtexparteComish事件では、国教会の主
教裁判所（ConsistoryCourt）の判決について、控訴裁判所に対して司法審査の許可
を求めたが、法令違反や主教裁判所の判断に不合理性がないことを理由に不許可とし
た。See，（1999）5Ecclesiastica1LawJourna121．
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罪で裁判にかけられた聖職者に判決を下すことができる。

こうしたことから、もう一つの戒規手続は、世俗裁判所で下された判決

と戒規処分との連鎖である。例えば、司祭や助祭など聖職者が窃盗の罪で

世俗裁判所で懲役の判決を受けたとする。この場合、国教会法のもとで

も、懲戒、謹慎など処分を受けることになる。また、聖職者が、聖俗裁判

所で、姦通、配偶者遺棄などの罪で処罰された場合なども、同様である。

世俗裁判所で処罰された聖職者は、教会裁判所での裁判なしに、国教

会の戒規処分を受けることになる。1963年教会裁判管轄〔国教会〕法

（EcclesiasticalJurisdicUonMeasere1963）の下、こうした世俗裁判所の

判決にっいて、主教は大主教へ報告する義務がある。大主教は、聖職の

罷免を命じたり、昇進の停止を宣告する裁量権を有している（55条）。た

だし、判決を受けてから3年経過後は、こうした命令ないし宣告をする

ことはできない（同55条3項のA）及び1992年イングランド国教会（雑

則）〔国教会〕法（ChurchofEngland（MiscellaneousProvisions）Measure

1992）7条）。

（6）聖職者戒規委員会

2003年年聖職者戒規法は、あらたに聖職者戒規委員会（ClergyDisciplinary

Commission）の組織を設けた。この委員会は、12人以内の委員からなる。

委員は、国教会の任用委員会（AppointmentCommittee）が任命する。委

員には、国教会総会議主教院および牧師院から2人、7年以上の職務経験

のある法曹か世俗の高等司法職についていた者2人が必ずは入らなければ

ならない。

この委員会の使命は、次の3つである。①特別の戒規事案に関し、

戒規審判所、主教代理〔ヴィカージェネラル〕裁判所（VicapGeneral

Court）、主教または大主教からの相談にのること、②聖職者の戒規違反担

当者向けの執務規定（CodeofPractice）やガイドラインの策定、③委員
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会の活動について年次報告書を作成し、国教会総会議に提出すること（85）。

（7）聖職者の戒規違反、資質不足と手続

聖職者が、聖務上の忠実義務や世俗法に違反する行為をしたとする。こ

の場合には、①2003年聖職者戒規〔国教会〕法〔（ClergyDisciphneMeasure

2003）、以下「2003年聖職者戒規法」という。〕に基づき、聖職者戒規違

反（clergydiscipline）処理手続がすすめることができる。

一・方、聖職者が、戒規違反にあたる行為はしていないが、本人の資質不

足や精神的な病などから効率的に職務を遂行できず、信徒ないし教区教

会評議会（PPC）の執行委員との間で不和が生じているとする。この場合

には、②2009年教会職（任用条件）〔国教会〕法〔（Ecclesia甜ca10mces

（TemsofService）Measure2009）、以下「2009年教会職任用条件法」と

いう。〕に基づく、資質調査手続（capabilityprocedure）を開始すること

ができることになった。

（a）2009年教会職任用条件法の下での聖職者の業績評価

2009年教会職任用条件法は、イングランド国教会における聖職その他

の教会職の「共通在職権（commontemre）」について定め、任用条件

の格差是正を目指したものである。2002年から立法化が検討されてきた

が、一連に立法手続を経て、2009年4月2日に公布された。必要な規則

（regulations）が制定された後に、2010年から適用になる。

また、2009年教会職任用条件法は、①「共通在職権制」の導入に加え、

②「聖職者の資質調査手続（CapabilityProcedure）」の導入、および③「聖

職者ディベロップメント・レビュー（MinistehalDevelopmentReview）」制

度の採用とパッケージで議論され、制定された。

（85）See，ChurchofEngland，ClergyDiscipHneMeasure2003：CodeofChurchofEngland
（ChurchHousePublishing，2006）．
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①共通在職権制の導入

2006年現在、イングランド国教会は、13，000人を超える聖職者が、さま

ざまな職位に就いている。ただ、その任用方法および待遇は、一様ではな

く、大きく次の3つに分けることができる。

〔図表VI－4〕聖職者の任用方法の差異

“礫灘灘灘麟灘雛麹騰鑛鞭灘翻灘、鍵灘購躍鐘魏撫999狸．．

例えば、大主教、主教、主教座聖堂主席司祭（dean）もしくは聖堂居
住参事員（residentiarycanonofcathedra1）、大執事（archdeacon）、受

禄牧師（incumbentofabenefice）など
②難灘麟灘馨灘灘雛翻難醗灘鑛翻難翻懸霧灘鰯1麟難難購麟鱗纏鵜難獺灘雛

イングランド国教会が任用する者についての身分保障は、その任用方法

および待遇により大きく違ってくる。聖職役務（clergyservice）に就く

ことの見返りとして、聖職禄保有権・自由土地保有権（freeholdten億e）

を享受できる聖職者は、高度の身分保障（tenure）が得られる。これに比

べ、主教から得た免許で一定の職位に任用されている聖職者の身分保障は

不安定である。こうした身分保障権ないし在任権の不平等は、本来、国教

会の伝統に根ざすものであったとしても、公平な評価が求められる現代社

会にはそぐわないのではないか、との声が高まっていた。

2009年教会職任用条件法は、聖職者の任用条件の均一化・透明化

および、教会職の任用の公平をはかるために「共通在職権（common

tenure）」制を採り入れ、資質ある聖職者の確保もねらった国教会法

（measure）である。共通在職権に基づく聖職者の権利・義務の概要は、

次のとおりである。
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〔図表VI－5〕共通在職権に基づく聖職者の権利・義務の概要

①職位の在職権の保障

②聖職者が任用される職位に関する明細書の発行

③休暇をとる権利の保障

④牧師の給与の保障（従来は、主教区による慈悲的な支払）

⑤聖職者は、不当に解任されたと思う場合には、世俗の雇用関係を取り

扱う審判所へ不服申立てをする権利を有する

②聖職者の資質調査手続の再生・導入

イングランド国教会法上の各種ルールに違反する行為を行った場合以外

は、戒規手続の対象にはなりにくい。このことから、これまで、国教会の

聖職者は、職務怠慢や聖職者としての資質を欠いているなどの理由では解

任されることは稀であった。これに加えて、2009年教会職任用条件法に

よる今回の共通在職権の保障により、逆に主教の下級聖職者を解任する権

限は弱まった。資質を欠く聖職者がこれまで以上に野放しになることが危

惧された。

こうした点を対応する意味合いもあって、2009年法は、大主教協議

会（Archbishops’Counci1）対して、聖職者向けの「執務規程（Codesof

Practice）」の制定を求めた（8条）。同時に、2009年法は、任用条件の一

っとして、任用された聖職者に対し業務遂行の評価を受ける義務を課し、

大主教協議会に対してそのための手続を確立するように求めた（2条2

項）。

現在、国教会は、人材アドバイザーなどによる問題が指摘された聖職

者に対するカウンセリングなどを通じたアウトリーチ〔訪問支援〕プロ

グラムを置いている。資質不足や精神的な病などから効率的に職務を遂

行できず、信徒ないし教区教会評議会（PPC）の執行委員から苦情のあっ

た聖職者には、こうしたプログラムの活用が奨励されている。こうしたカ

ウンセリングを通じても対処が難しい場合には、さらに、「資質審査手続

（capabilityprocedures）」をすすめる段取りになっている。もちろん、事
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案によっては、資質審査手続ではなく、戒規違反を問う手続にすすむ場合

もある（86）。

今後、こうした現行の手続を再編し、問題のある牧師などに対する資質

審査手続が整備されるものと思われる。なお、この手続の結果に不満な牧

師は、世俗の雇用審判所（employmenttribuna1）に不服申立てができる途

が用意されている。

③聖職者ディベロップメント・レビュー制度の採用

近時、わが国の大学ではファカルティ・ディベロップメント

（FD＝FacultyDevelopment）の利用が盛んである。FDは、教育目標を立

て、それに基づき、教員が主体的に行う授業改善に資することを目的と

し、教育方法の研究、工夫を積極的に推進することがねらいである。

イングランド国教会は、大学のFDなどの例にならって、「聖職者ディ

ベロップメント・レビュー」制度の広く活用する方針を明らかにしてい

る（87）。ガイドライン（MinisterialDevelopmentReviewGuidelines）で目標

値を設定し、それに基づき、聖職者が、信徒本意で、効率的な聖務運営を

し、その達成率を評価し公表する仕組みの導入をすすめている。

（b）2009年教会職任用条件法制定過程での議論

以上のように、2009年教会職任用条件法は、①「共通在職権制」の

導入をべ一スに、②「聖職者の資質調査手続（CapabilityProcedure）」

の導入、および③「聖職者ディベロップメント・レビュー（Ministerial

DevelopmentReview）」制度の採用とノマッケージで制定された。そのねら

いは、いわば「聖務への能力主義」の導入にあったといえる。

（86）Availableat：http：／／www．cofe．anglican．org／lifeevents／ministry／workofmin（liv／

dracsc／rctshomepage／faqs／faqs10．htm1
（87）Availableat：http：／／www．cofe．anglican．org／1ifeevents／ministry／workofmindiv／

dracsc／rctshomepage／faqs／faqs9．htm1．
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ただ、聖職者の仕事は、業績評価が容易ではなく、通常の雇用主と

被用者との労働関係のなかでとらえるべきなのかどうかについては、

かねてから争いのあるところであった。イングランド議会教会委員会

（EcclesiasticalCommittee，Parliament）での法案審査時の質疑討議〔ディ

ベート〕においても、400年以上続いてきた国教会の聖職に就くことで付

与されてきた聖職禄制度を改編することは、聖職者の自律を阻害すること

につながる、との指摘もあった。ひいては聖職禄制度の廃止にっながり、

すべての聖職者が一様に世俗的な雇用類似の関係に陥り、教理と良心にし

たがって聖務を司るという聖職者の本務に抵触することになる、との批判

も強かった。

その一方で、非受禄聖職者の場合は、ほぼ雇用関係に同様の常態にある

のにもかかわらず被用者としての権利はほとんど認められておらず、高度

の身分保障を享受している受禄聖職者との格差は歴然としており、早急な

対応が求められている、との反論もあった（88）。

VIIもう一つの国教会としてのスコットランド教会の所在

非独立国家の連合体であるイギリスにおいては、イングランドのみなら

ずスコットランドにおいても“国教会体制（establishment）”を敷いてい

る。したがって、今日、イギリスは、「一つの議会、二つの国教会（One

Parliament，TwoEstablishedChurches）」のかたちにある。以下において

は、スコットランドにおける国教会体制の焦点をあてて分析する（89）。

（88）なお、イングランド議会教会委員会審査の時の討議について詳しくは、Available
at：http：／／www．publications．parliament．uk／pa／jt200809／jtselect／jtecc／35ii／35iiO3．htm．

（89）ちなみに、スコットランドにおける長老制教会は、意見の食い違いから分派し、国

教会であるスコットランド教会（ChurchofScotland）の他に、スコットランド自由
教会（FreeChurchofScodand）、自由長老教会（FreePresbyterianChurch）などが

ある。
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1スコットランドにおける今日の政教関係

イギリスにおける「一つの議会、二つの国教会」の伝統は、今日まで

脈々と続いている。もちろん、イングランド国教会に比べると、スコッ

トランド教会は、1921年スコットランド教会法（ChurchofScotlandAct

1921）の制定などにより、聖俗分離はかなり徹底されている（go）。

ブレア政権の分権化政策の下、1999年にスコットランド議会（Scot嫉sh

Parliament）が復活した。しかし、この議会復活が、スコットランド教会

の国教会としての地位に大きな変化をもたらしたようには見受けられな

いo

こうした歴史的変容も識り込んだうえで、今日のスコットランド教会の

特質を図説すれば、次のとおりである（91）。

〔図表W－1〕今日のスコットランド教会の特質

①スコットランド教会（湿殉の聖職者は、イギリス議会〔ウエストミ
ンスター議会〕での聖職議席（LordsSpiritua1）を有しない。

②イギリス議会もスコットランド議会も、スコットランド教会（κ勲）

の聖職者の任免には関与しない。

③イングランド国王は、スコットランド教会の首長ではない。世俗議会

は、スコットランド教会（湿娩）の行事には一切関与しない。

④スコットランド教会（濁励）の総会が制定した法（Acts）が発効する

には、世俗議会の承認を要しない。〔したがって、イングランド国教会

の総会議（GeneralSynod）が制定した国教会法（measures）が発効す
るのには世俗議会の承認を要するのとは対照的である。〕

⑤君主（Sovereign）は、スコットランドにおいてはプロテスタント
（Protestant）および長老制（Presbyterian）の信仰を公認する旨の宣

誓を行うように求められる。

2スコットランドの「国教会体制」の確立

スコットランドにおける“教会と国家”の歴史は、ある面で、ローマ・

（90）See，C．RMunro，‘‘DoesScotlandHaveImEstablishedChurchP，”4EcclesiasticalLaw

Journa1639（1997）．
（91）Availableat：http：／／www．churchofscotland．org．uk／organisation／orgqueen．htm．
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カトリック教会、イングランド国教会、さらにはスコットランドで開花し

た改革派教会である長老制教会（PresbyterianChurch）（92）といったキリス

ト教派間での宗教戦争の歴史であったといってもよい。しかし、1680年

にはじまった名誉革命（GloriousRevolution）期に及んで、スコットラン

ドでは、長老制を採ることがかたまって行った。1689年に、スコジトラ

ンド議会は、メアリー2世とウイリアム3世のスコットランド国王とし

ての即位を受け容れた。そして、1690年には、長老制教会（Presbytehan

Church）がスコットランドの国教会（establishedChurchofScotland）と

なった。

このように、スコットランドにおいて‘‘国教会体制（establishment）”

がはっきりとかたちづくられてくるのは、1600年代後半である。その後、

1706年に、スコットランド王国（lqngdomofScotland）とイングランド王

国（KingdomofEngland）が、交渉の結果、合邦することになった。1707

年に、25条の合邦条約からなる合邦法（UnionwithEnglandAct1707）（93）

案は、スコットランド議会がはじめに批准し、続いてイングランド議会が

（92）ローマ・カトリック教会から離脱してすすめられたスコットランドの教会改革
（ScotdshRejormation）は、史的には1560年にまで遡る。長老制（Presbyterianism）

の立場からジョン・ノックス（JohnKnox：1510～72年）を中心的な指導者として開
始された。ノヅクスは、当初カトリックの司祭あったが、ジュネーブで教会改革をす
すめていたカルヴァン（JohnCalvin：1509～64年）に出会って影響を受けた。スコッ
トランドで確立された長老制は、国家と教会の区別を明確にし長老制と呼ばれる段階
的合議制を基本とするカルヴァンらスイスの教会改革運動を源流とする。1560年に、

プロテスタントの長老制の考え方に基づいてあらわした「信仰告白（Confessionof
Faith）』がスコットランド議会に採択された。『信仰告白』では、イエス・キリストが

唯・一の最高指導者であり国王であるとしている。言いかえると、ローマ教皇（Pope）

も国王（Sovereign）も教会の最高指導者ではないということを意味する。1560の
『信仰告白』の邦訳として、泥谷逸郎訳『スコットランド信条』．Availableat：http：／／

㎜．calvin．org／rirst－scotch＿confession．htm。また、1647年にスコットランド教会総

会で採択され、1649年および1690年議会制定法で批准された「ウエストミンスター
信仰告白（WiestminsterConfessionofFaith）』については、Availableat：http：／／㎜．

churchofscotland．org．uk／extranet／xchurchlaw／downLor〔is／xchurchlawconfessionfulL

（iOC．

See，JohnHSBurleigh，AChurchHistoryofScotland（OxfordUniversityPress，
1960）；Gor〔lonDona1（1son，TheScottishReformation（CambridgeUniversityPress，

1960）；WalterRolan（iFoster，TheChurchbeforeCovenants：TheChurchofScotlan（i，
1596～1638（ScottishAcademicPress，1975）．

（93）Availableat：hゆ：／／㎜．s励telawgo凧uk／contentaspxlactiveTexΦocId冨1519711．
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合邦法（UnionwithScotlandAct1706）（94）を批准するかたちで成立した。

これにより、1707年5月1日にスコットランドとイングランドは合邦し、

グレートブリテン連合王国（UnitedKingdomofGreatBritain）が誕生し

た（95）。

この合邦に伴い、イングランドが、イングランド国教会のような主教制

を採らないスコットランドの長老制のキリスト教会（PresbyterianChurch

ofScoUand）を、合邦法の前文および制定法（96）により、スコットランド

における国教会としての地位を承認し、共存を認める結果となった（97）。

すなわち、「一つの議会、二つの国教会」のかたちをつくりあげたのであ

る（98）。

ちなみに、今日のスコットランド教会の聖俗関係をはっきりさせたの

が、1921年に、イギリス議会が定めた「スコットランド教会法（Church

ofScotlandAct1921）」の存在である（99）。この議会制定法により、スコット

ランド教会は、国教会でありながらも、イングランド国教会とは異なり、

聖の部分・宗教事項（spiritualmatters）についての完全な自律が承認され

た。

（94）Av瓠1ableat：http：／／www．statutelaw1gov：uk／content．aspx～activeTextDocId巴2078400．

（95）ちなみに、この合邦に伴い、スコットランド議会（ScotUshParliament）は廃止さ

れ（3条）、その議席は、イングランド議会の貴族院〔上院〕（16議席）、そしてイン
グランド議会庶民院〔下院〕（45議席）に割り振られた（22条）。また独自の貨幣鋳造

は停止された（法16条以下）。しかし、司法制度の一部や弁護士制度（19条）や教育
分野などについては自治が認められた。この合邦は、今日のスコットランド法制の原
型を提供したといえる。なお、スコットランド法史について邦文による紹介として、
ステアー・ソサエティ編・戒能通厚ほか編訳『スコットランド法史』（名古屋大学出

版会、1990年）参照。
（96）1707年プロテスタント宗教および長老制教会政体保護法（ActforSecuringthe
ProtestantReligionandPresbyterianChurchGovemment1707）〔正式法律名称：1707

年プロテスタント宗教および長老制教会法（ProtestantReligionandPresbyterian
ChurchAct1707）〕．Availableat：http：／／www．opsi．go肌uk／RevisedStatutes／Acts／

asp／1707／casp＿17070006＿en＿1．

（97）See，JeffreyStephen，ScottishPresbyteriansandtheActofUnion1707（E〔iinburghU．

P，2007）．

（98）もっとも、歴史的には、その後この共存関係がうまくいったわけではなく、長老制

教会は再三、離散集合を繰り返した。
（99）Availableat：http：／／www．opsi．gov．uk／RevisedStatutes／Acts／ukpga／1921／

cukpga＿19210029＿en＿1．
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（1）スコットランド教会の宣言的箇条

スコットランド教会（翅娩）の裁治〔立法・執行・司法〕を司る最高

位のコート〔治会（Court）〕（100）は、総会（Genera1Assembly）である。

スコットランド教会総会は、イギリス議会による1921年スコットラ

ンド教会法の制定に先立ち、教会教憲（ConstitutionoftheChurchof

Scotland）のなかに「宣言的箇条（ArticlesDeclaratory）」を定め、

以下のように、教会事項（churchmatters）にっいては（101）、スコッ

トランド教会の専属管轄事項である旨を確認した（4条、6条）。

「教会の信者や聖務にっいてのあらゆる問題を決定する権利、教憲お

よび教会裁判所の構成員、職務担当者の選任方法、ならびに教会の聖職

者その他の職務担当者の職位策定を含む、教会の教理（doctrine）、礼拝

（worship）、教会裁治（churchgovemment）および戒規（discipline）

に関するすべての事項」

また、宣言的箇条では、スコットランド教会の教会事項に関する執行、

立法および裁判上の権能は、イエス・キリストから賦与されたものであ

り、こうした事項は世俗的な統治の支配に服さない旨を定めている（102）。

（2）1921年スコットランド教会法の制定

国教会であるスコットランド教会の宣言的箇条の有効性にっいて、一部

（100）ここでの“コート”とは、ストレートに“裁判所”、ないし‘‘法廷”を意味するも

のではない。むしろ、さまざまな裁治上の課題を討議・決定する‘‘広場”、“フォーラ

ム（forum）”、‘‘集会”を意味する。ここでは、とりあえず教会裁治のための集会で

あることから、「治会」と仮訳しておく。
（101）正式名称は、「TheA而clesDeclaratoryoftheCons廿tu廿onoftheChurchofScoUand

inMattersSpiritual」．Availableat：http：／／www。churchofscotland．org．uk／extranet／

xchurchlaw／xchurchlawardcles．htm．See，DouglasM．MurraylFreedomtoReform：The
‘ArticlesDeclaratorゾoftheChurchofScotlan〔11921（T＆TClark，1993）．

（102）したがって、スコットランド教会の教理・礼拝・教会裁治・戒規に関する事項に

っいては、原則として世俗裁判所に管轄には服さないことになる。
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に疑問視する向きがあった。そこで、イギリス議会は、1921年スコット

ランド教会法（ChurchofScotlandAct1921）を定め、スコットランド教

会の宣言的箇条は法的効力を有する条項であり、かつ、そのなかに記され

た権利、権能および自由はいかなる世俗法によっても制限されない旨を、

確認した（1条）。また、この議会制定法は、スコットランドにおける他

のキリスト教会の宗教活動に対する差別を認めるものではなく（2条）、

かつ、宗教事項以外の事項について世俗裁判所の管轄権を制限するもので

はない旨（3条）を確認している。

この1921年法の制定により、スコットランド教会は、国教会といわれ

ながらも、聖俗分離がより徹底され、スコットランド教会（κ勲）の世俗

法上の地位は激変した（103）。

3スコットランド長老制教会の裁治制度

「長老制（presbyt鉱elderpattem）」といっても、その意味合いは、教

会改革者であるカルヴァンが当初思考した教会と国家の分離を基本に組み

立てられた教会裁治の仕組みと、その伝統に則った今日の長老制の仕組み

（103）トマス・ブラウン著・松谷好明訳「スコットランドにおける教会と国家』（すぐ

書房、1985年）参照。See，FrancisLyal1，0fPresbytersandlqngs：ChurchandState
intheLawofScotland（AberdeenUniversityPress，1980）；JamesKirkton，AHistory
oftheChurchofScotland1660－79（EdwinMellenPressLtd．，1992）；CallumG．Brown，

Religionan（lSocietyinScotlandSince1707（revIed．，EdinburghUniversityPress；

1997）
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とは、すべてにっいて必ずしも軌を一にしているわけではない（104）。

長老制教会では、信徒会（congregation）を導く説教職である牧師

（minister）〔一般に「宣教長老（TeachingElder）」と呼ばれる〕と、

信徒会から選任され牧師とともに信徒会のために奉仕する「治会長老

（RulingElder）」が、包括的に「長老」と呼ばれる（105）。双方の職能はそれ

ぞれ異なるが、まったく対等な立場で、教会の信徒を導く仕組みである。

長老制のスコットランド教会は、プロテスタントであるが、裁治の仕組

みとしては、「Court」、つまり「段階的治会制」〔「段階的合議制」〕をと

ることを特色とする。したがって、同じくプロテスタントであっても、カ

トリックの聖職位階制〔主教制・監督制〕を採り入れたアングリカン教会

〔聖公会〕、あるいは会衆制を基本とするバプティスト〔洗礼派〕教会と

は、教会裁治の仕組みを異にする。聖職位階制は、世俗政治における“中

央集権的官僚制”とのアナロジーでとらえられる。また、会衆制は世俗政

治における‘‘直接民主制”とのアナロジーでとらえられる。これに対し

て、長老制は“間接民主制”の淵源と理解されている。

スコットランド長老制教会では、イエス・キリスト以外に信仰の最高指

導者（head）は存在しないとされる。また、信仰生活に関する最高の教

（104）本来、長老制教会の“長老”と邦訳される「プレズビター（presbyter）」〔ギリシャ

語が語源〕の文言と、英語の古語の「elder」と同義であった。しかし、今日、双方
の文言は区別して使われる。「プレズビター（presbyter）」は、聖書とサクラメントの

奉仕者として、叙任（ordinaUon）を受けた人を指す。一方、「elder」は、プレズビ
ター（presbyter）を補佐して教会を管理し治めるために、信徒のなかから選ばれ叙
任（ordination）を受けた信徒を指す。こうした区別に基づく理解は、長老派教会に
おける2種類の「elder」の地位に相当する。すなわち、（a）宣教長老〔プレズビター
（presbyter）～牧会の職責を担う長老〕＋（b）治会長老〔エルダー（elder）～教会
裁治の職責を担う長老〕、に相当する。こうした区分は、カルヴァンが定めた。カル
ヴァンは、改革された教会には「牧師・教師・長老・執事」の4っの職制が必要不可
欠であると説いたことに由来する。『スコットランド教会礼拝式文（BookofCommon
OrderoftheChurchofScotland）』では、（b）治会長老の職責にっいて、「生活におい
ても、有徳かつ敬塵な生活の模範となり、かつ、公同礼拝に欠かさず出席して模範と
なること、牧師とともに教区への配慮と戒規を担うこと、そして、委託を受けたとき
には、信仰の兄弟を代表して長老会〔「中会（Presbyteries）」、「会議（Synods）」、「総

会（Genera1Assemblies）」〕に出席すること」と記している。
（105）アイルランド長老制教会（PresbyterianChurchofIreland）などでは、「宣教長老」

を「治会長老」という表記の職位を置いている。これに対して、スコットランド〔長
老制〕教会では、「牧師」と「長老」という表記の職位を置いている。
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理は「聖書の教え」である。

すでにふれたように、スコットランド長老制教会の統治の単位は「コー

ト（court）」と呼ばれる。ここでの“コート”とは、今日の「司法」ある

いは「裁判所」を意味するのではなく、合議制を基本とした立法・執行行

政・司法の権限を非分権的に行使する‘‘治会”を指す。したがって、コー

ト〔治会〕について、今日の世俗統治における三権分立の考え方をそのま

ま当てはめてその仕組みを把握するのは難しい。

スコットランド長老制教会の段階的コート〔治会〕の仕組みは、今日、

大きく3段階（1992年の制度改革実施までは4段階）に分かれている。

すなわち、下位から上位に登るかたちで見ると、コート〔治会〕は、①下

位のコート〔治会〕である教区（parish）単位の「小会（盈娩Session）」、

②地区単位のコート〔治会〕である「中会（Presbytery）」、そして③最高

位で全国単位のコート〔治会〕である「総会（GeneralAssembly）」から

なる。「大会」とも邦訳できる。小会や中会は教会司法や執行について権

限を行使する一方で、総会は教会司法および執行の権能に加え、教会立法

に関する権能を独占的に行使する（106）。

基本的に、上位のコート〔治会〕の意思決定が、下位のコート〔治会〕

に対して拘束力を有する。

（106）スコットランド教会法の概要および各種手続について詳しくは、See，AG．McGillivra鵠

AnIntroductiontoPracticeandProcedureintheChurchofScotland（2nde（1，，2001，
2008up〔iatedtext）．Availableat：http：／／www．churchofscotland．org．uk／extranet／

xchurchlaw／〔10wnLor（is／xchurchlawppintro．pdf
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〔図表VII－2〕スコットランド長老制教会の段階的コート〔治会〕
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（1）小会（K盈Session）

スコットランド長老制教会は、スコットランド全土およびイングランド

の一部等を、地理的に教区（parish）に分割している。各教区のコート〔治

会〕は「小会（擁娩Session）」と呼ばれ、段階的合議制を採るスコットラ

ンド教会の最下位のコートである。地区教区内にある信徒会（10calparish

congregation）から選出された「長老（elders）」（107）と、議長（Moderator）

と呼ばれる牧師（Minister）からなる。牧師が議長を務め、小会書記

（SessionClerk）の支援を得て、運営されている。

小会は、教区内における聖務はもちろんのこと、組織化や情宣、財務や

財産管理などさまざまな俗務もこなしている。牧師は、教区内において、

公同礼拝に加え、洗礼、婚礼および葬礼のような聖務を司る。また、牧師

は、長老とともに、信徒宅や病院、学校や矯正施設などで司牧活動をして

いるチャプレン〔施設付牧師〕を巡察する職務も司っている。教区牧師

は、スコットランド教会の信徒だけを対象に聖務を司るのではなく、自ら

が教区内に住み、求められれば教区内に住むすべての住民を対象に、洗

（107）小会の治会長老は、おおよそ20人の信徒から1人の割合で選任される。
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礼、婚礼、葬礼などの聖務を執り行わなければならない。教区内にある信

徒会の会員になろうとする者は、形式的な手続であるが、小会の承認を受

けなければならない。

小会は、牧師と協議して、公同礼拝その他の聖務の回数や日時を決定し

なければならない。もっとも、牧師は、聖務の内容等の詳細にっいて決定

する職責は、小会（湿娩Session）ではなく、中会（Presbytery）に対し

て負っている。小会は、年7回程度開催される。そのうち2回は、俗務か

ら離れて、もっぱら聖務について話し合うことになっている。

信徒会が礼拝その他の祭事を行うために集う建物が「教会（church）」

である。通例、教区内にある各教会（parishchurch）には、信徒委員会

（CongregationalBoard）が置かれ、自律して教会の財産管理や財政の俗

務を担っている（108）。一方、信徒委員会が置かれていない場合、小会が課題

ごとに検討委員会（standingcommittee）を設置し、検討結果を小会総会

に報告（feport）することになっている。

（a）小会議長

スコットランド長老制教会において、各段階のコート〔治会〕は、業

務執行の責任者としてそれぞれ議長（Moderator）を置くことになってい

る。最下位のコート〔治会〕である小会（飾娩Session）の場合、議長は、

永続的な職務であり、牧師のなかから選任される。ただし、牧師が空席

になっている小会にっいては、中会が暫定的な議長（Presbyter－appointed

InterimModerator）を選任できる。

また、特別総会にっいては、牧師と小会とが協議して、議長以外の構成

員にその会議を主宰させることができる。

（108）教区教会の信徒委員会は、書記（Clerk）、陪さん（信徒）名簿担当書記
（Co㎜面αm偲RoHClerk）、出納役（Treas肛e）、財産委員長（恥oper取Convener）、
財政担当委員長（FinanceConvener）、募金担当委員（Ght！MdPromoter）などのメンバー

からなる。
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（b）小会書記

各段階のコート〔治会〕は、コートの議事録の作成、書類や記録の保

存、連絡その他のコート事務を担当する書記（Clerk）を選任することに

なっている。小会は、通例、その会員のなかから書記を選任する。なお、

小会書記は、無償、非正規雇用である。

（2）中会（Presbytery）

スコットランド長老制教会において、各地域単位で置かれ、複数の教区

小会を包括するコート〔治会〕を、「中会（Presbytery）」という。この中

会が教会全体の中核的機能を担う教会制度を敷くのが長老制の特徴であ

る。

現在、スコットランドには43の中会がある。他に、イングランド（1）

とヨーロッパ（1）、エルサレム（1）とイスラエル北部のティベリアス

湖（1）に中会がある。

教会中会の最も重要な聖務は、牧師や執事の叙任（ordination）、教区牧

師の就任式などを挙行することである。また、その構成員となる牧師、治

会長老ないし執事を選任することである。

中会は、その地区のすべての牧師、牧師と同数の長老（elders）、さら

には執事（diaconate）からなる。中会は、その領域（bounds）内での教

会活動に責任を負っている。

中会は、その領域において、牧師、長老、小会、教区信徒会などのま

とめ役を演じ、かつ、長老と牧師のなかから年次の教会総会（General

Assembly）に出席する者・構成員（Commissioners）を選出する。

一一般に、中会は、年11回、おおよそ毎月開催される。中会は、さま

ざまな業務を直接扱うこともあるが、一般に業務ごとに必要な委員会

（Committees）を設置して、その処理にあたっている。

教会中会は、教会小会（κ勲Session）で取り扱ったあらゆる事項に
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っいて、あるいは地区教区信徒会（10calpadshcongreg甜ons）の会議の

決定にっいて争いがある場合に、その不服審査（appea1）にあたるコー

ト〔治会〕でもある。また、中会の構成員である長老〔プレズベター

（Presbyter）〕は、5年ごとに地区教区信徒会の巡察を行うことになって

いる。

（a）中会議長

教会中会は、毎年、1年の任期で、中会議長（PresbyteryModerator）

を選任する。（中会の年度は、各中会により異なる。）また、中会は、その

構成員となる牧師、長老ないし執事を選任できるが、中会議長は、この選

任手続を主宰する。中会議長は、いわば“まとめ役”であり、不偏な立場

で中会に関する業務を執行しなければならない。中会議長は、‘‘同輩中の

主席（ρ7伽郷初卿加郷）”であるに過ぎない。言い換えると、聖職位階

制をとるイングランド国教会の主教（bishop）のような他の聖職者を監督

する立場（10cusofの醜oφθ）にはない。

（b）中会書記

教会中会の書記（PresbyteryClerk）は、通例、有給であるが、非正規

雇用の場合が多い。もっとも、規模の大きい中会においては、正規雇用し

ている。また、書記事務局を有し、専任の職員をおいているところもある。

（3）会議（Synod）

「会議（Synod）」は、中会（Presbytery）を包括するコート〔治会〕と

して置かれていたが、1992年に廃止された（109）。

（109）1690年に長老派〔Presbyterian〕教会が組織されて以降、4段階のコート〔治会〕

制度を採ってきた。しかし、意思決定の迅速化や組織の簡素化などの時代的な要請も
あり、1992年の組織再編で「Synod」〔（会議）～正式には、ProvincialSynod（管区会

議）〕は廃止された。
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（4）総会（GeneralAssembly）

スコットランド教会最高位のコート〔治会〕は「総会（GeneralAssembly）」

である。全国的な組織であることから「大会」とも邦訳できる。総会は、

毎年、約1週間にわたり、5月にスコットランドのエジンバラで開催され

る。

（a）総会の構成員

教会総会は、約400人の牧師と長老、さらには一定数の執事で、総勢約

1，200人からなる。すでにふれたように、すべての構成員は、中会で選任

される。構成員は、一般に「コミッショナー（Commissioners）」と呼ば

れる。コミッショナーは全員、中会から委任を受け総会で職務を遂行す

る。したがって、いわゆる‘‘代議員（delegates）”ではない。

（b）総会議長の職責

総会は、総会議長（ModeratoroftheGeneralAssembly）が主宰する。

任期は、総会で選出されてから12ヵ月間である。ちなみに、聖職位階制

を採らないスコットランド教会においては、牧師は平等である。したがっ

て、総会議長は、教会の‘‘最高指導者（headoftheChurch）”ではない。

“同輩中の主席（ρ7加欝枷87釦郷）”に過ぎない。総会開催期間での議

長としての役割を終えれば、総会議長は、形式的にはその役割を終える。

しかし、残りの在任期間について、総会議長は、中会を巡察し、牧師や信

徒会などを見てまわる。また、近年では、世界中のパートナー長老制教会

を巡察する慣わしになっている。

（c）総会書記

教会総会には2人の書記（clerks）がおり、エジンバラに専任の職員を

かかえた事務局をおいている。
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（d）スコットランド教会総会における女王の存在

スコットランド教会では、イエス・キリストが唯一の国王であり、か

つ、最高指導者（head）である。したがって、君主（Sovereign）である

女王を至高の裁治者（SupremeGovemor）、つまり最高指導者と仰ぐイン

グランド国教会とは、教理を異にする。

スコットランド教会の年次総会には、イギリスの女王が望めば、臨席で

きる。しかし、通例、首相の推挙に基づき女王が任命した高等コミッショ

ナー（LordHighCommissioner）が女王（Queen）に代わって出席する。

ただ、教会総会への女王の臨席ないし女王代理の出席は、あくまでも儀礼

的なものに過ぎない。教会総会の開催や閉会の宣言や、お言葉を投じるあ

るいはあいさつをするに過ぎない。

4スコットランド長老制教会の運営と機関

スコットランド教会の業務は多様である。こうした業務は、各コート

〔治会〕において、聖務（spiritualmatters）については聖職位を有す

る牧師（ministers）、施設付牧師（chaplains）、執事（deacons）、読師

（readers）などが執り行う一方、俗務（temporalmatters）にっいては、

職員（staff）や任命職担当者（of且cebearers）、ボランティアが執り行う

ことになっている。

スコットランド教会においては、司牧活動、伝道活動、キリスト教教

育などの基本的な任務〔教会活動〕は、地方信徒会で司牧活動をしてい

る牧師や各教区の小会（湿娩Session）がこなすことになっている。しか

し、こうした教会活動にっいて、一地域や一教区の越える課題をかかえる

にいたっており、全国的な検討や支援を必要としている場合には、最高

位のコート〔治会〕である教会総会が、各種の執行機関〔その名称は、

Councils、Boards、CommitteesTaskGroupsなど多様である。〕を置いて

対処することになっている。
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〔図表、皿一3〕スコットランド教会に関する統計（110）

〔信徒（Members数）〕641，340（1998年）

〔治会長老（Elders）数〕44，388（1998年）
、玉信徒会，．⊆99璽愛9望塵璽9．致1一．．1，603（1998年）

．工卑会．、‘匙皇鍾匹頭墨ン．1数ユ．＿＿，48（2009年）

〔牧師職（Ministers）数〕1，279（1998年）

〔活動中の牧師数〕約1，000（1998年）
〔全職員数（staff）〕約2，000（2009年）

〔教会ボランティア数〕約15，000（2009年）

504，363（2006年）

40，651（2006年）

1，482（2006年）

（1）総会評議会の創設

2004年の教会総会において、中央の執行機関として「総会評議会

（CouncilofAssembly）」が設けられた（111）。総会評議会は、教会総会での

決議における必要性に応じて、教会の各種委員会間での検討課題にっいて

の優先順位の決定し、かつ、教会の中央執行行政の調整ならびに教会の人

的資源、財政および職員配置などに関する事項などにっいての方針を立案

する権限を有する。総会評議会の取り扱う事項の範囲と権限は、きわめて

広範である。

（2）中央機関の再編

総会評議会は、2004年の教会総会の承認を得て、教会中央機構の再編

を実施し，た。2005年6月1日以降、中央の評議会（Counci1）は、次の6

つに再編され、各種委員会（boards、committeesなど）や作業班（W6rking

Groups）が、その下に配置された。

（110）AShortIntroductiontotheChurchofScotland．Availableat：http：／／www．kirkweb．

org／thekirkhtm1などを使って作成した。
（111）1999年教会総会で、教会組織改革特別委員会（SpecialCommissionAnentReview

andReform）が設けられ、2001年に、同委員会は、報告書『壁のない教会（Church
withoutWialls）』をまとめ、公表した。このなかで、教会活動の効率化をねらいに

教会のさまざまな委員会を束ねる中央の執行機関の創設を提言した。まさに、総
会評議会は、この提言に基づいて設けられたものである。Availableat：http：／／www．
churchofscotland．org．uk／councils／councilofassembly／in（1ex。htm．
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〔図表、肛一4〕中央の各種評議会と傘下の委員会・作業班

〔教会および社会評議会（ChurchandSocietyCouncil）〕

〔聖務評議会（MinistriesCounciI）〕

《傘下の委員会》戦略的計画グループ（S斤読醤iじ莇臨籏9を5a窃ζ一’職

業訓訓練委員会（VbcationandTrainingCommittee）、計画開発委員会

（PlanningandDevelopmentCommittee）、支援開発委員会（Support

andDevelopmentCommittee）、財政委員会（FinanceCommittee）、優
．．能些塚秀量会．愈ig蜘垂鰹．9煕麺躰鋤＿．．．．．．．＿一．＿．＿．＿．．．＿．＿．一．．．．．．＿一

《傘下の特別作業班》付随審査作業班（AccompaniedRe“ewTask
Group）、評価作業班（AssessmentTaskForce）、候補者作業班
（CandidateTaskGroup）、暫定牧師任命作業班（lnterimMinistries
TaskGroup）、中会計画作業班（PresbyteryPlamingTaskForce）等

．填致銚ρi騰評議会．鋤隻鋤姻、Pi剛鋤IP．Ω9鵬12ユ．、．．．＿一、．．．一一

《傘下の特別作業班》教育育成作業班（EducationandNurtureTask
Group）、福音宣教作業班（MissionandEvangelismTaskGroup）、礼
拝教理作業班（WbrshipandDoctrineTaskForce）

〔社会介護評議会（SocialCareCouncil）〕

．工茎接業肇誘義会．⑮旦匹gr堕Ω9．β皇［yig曼§、99堕gjΩ1．．．．一．．．．．．．．．、＿．．．．．．．．．．．、．、．．

《傘下の委員会》総会開催準備委員会（AssemblyArrangements
Committee）、中央総務委員会（Centra1ServicesCommittee）、世界

キリスト教関係委員会（EcumenicalRelationsCommittee）、法務委員

会（LegalQuestionsCommittee）、青少年健全育成局（Safeguarding
Ofnce）

〔世界宣教評議会（WorldMissionCounciI）〕

（3）その他の中央機関

スコットランド教会の中央機関としては、総会評議会や6つの評議会

に加え、「指名委員会（NominationCommittee）」、「審査および改革審議

会（PanelonReviewandReform）」などの独立委員会がある。また、教会

の財産管理や投資を担当する「受託者団（GeneralTrustees）」、聖職者や

その家族、退職者向けの住宅支援を担当する「住宅ローン基金（Housing

andLoanFund）」、その他「教区開発基金（PahshDevelopmentFund）」

などがある。



174白鴎大学法科大学院紀要第3号（2009年11月）

5スコットランド長老制教会における権限行使の基本

長老制のスコットランド教会では、合議制のコート〔治会〕を通じて、

執行行政・司法・立法の三権を非分権的に行使する。コート〔治会〕のよ

うな包括的な権限行使機関を、今日の三権分立の考え方をそのまま当ては

めて把握するのは難しい。こうした聖的裁治の仕組みの特性を織り込んだ

うえで、今日の三権分立的な視角からコート〔治会〕の権限行使について

点検してみると、次のとおりである。

〔図表VH－5〕スコットランド長老制教会における権限行使の基本

執行行政：執行行政については、各段階にコート〔治会〕が、各種委員

会などを設けて執り行っている。

立法：立法権にっいては、最高位のコートである教会総会のみが、スコッ

トランド教会に固有の事項に限定して、それを行使することができ
る。しかし、イングランド国教会立法（measures）の場合とは異なり、

スコットランド教会総会が制定した法が発効するには、世俗議会の承
認を要しない（112）。スコットランド教会総会が制定した法（Acts）や規
則（Regulations）は、世俗の裁判所（113）、教会の信徒および聖務および

俗務執行者を拘束する。
苛法一て紛争苑理）：コート〔治会〕は、教会内部事項にかかる司法（紛争

処理）権限を行使できる。最高位のコート〔治会〕である教会総会は、

下位のコート〔治会〕からの不服申立てがあった場合、当該案件にっ

いて終局的な裁断を下すことができる。

6コート〔治会〕に対する発案手続

教会にかかる事項にっいて発案〔提案、建議など〕をしたい、あるい

は、ある事項にっいて助言・裁断を求めたいとする。こうした場合、長老

制のもと平等性を重んじるスコットランド教会においては、いかなる内部

（112）なお、総会が制定した法（1egisla慧veacts）〔1929年以降〕は、データベース化されてお

り、スコットランド教会のホームページ（HP）にアクセスするば、入手できる。A曲ble
at：hUp：／／www℃hurchof説otland．org．uk／ex廿㎜et／xchurchhw／xchurch姶wa（｝憾士【tm・

（113）聖俗分離の法理の下、世俗裁判所は、教会聖務への不介入（聖務か俗務かの裁断は可）

が原則となる。ただし、人権法などとの兼合いで、世俗裁判所が、教会の教理に基づく‘‘差

別”的な慣行などに介入できるか否かなど難しい問題が山積している。詳しくは、本論X

参照。
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機関、信徒ないし聖職者も、自らの所属するコート〔治会〕に対してその

旨を書面で提出することができる。また、下位のコート〔治会〕は、上位

のコート〔治会〕対する発案を書面で提出することができる。

（1）提案意見を記載した委員会報告書の提出

コート〔治会〕の内部機関は、その所属するコート〔治会〕に対し

て書面で提案意見を提出することができる。こうした書面は、「報告書

（Report）」あるいは「委員会報告書（Committee’sReport）」と呼ばれ

る。その報告書のなかには、提出した機関が所属するコート〔治会〕に承

認して欲しい「提案意見（ProposedDeliverance）」が記されている。提出

先は、コート〔治会〕書記である。

例えば、最高位のコート〔治会〕である教会総会の場合、内部機関が

総会あてに提出した「提案意見を記載した報告書（ReportwithProposed

Deliverance）」書式サンプルは、次のとおりである。

〔図表VII－6〕「提案意見を記載した報告書」書式サンプル

○○委員会（○OCommittee）

2009年5月提案意見（ProposedDeliverance）

総会（GeneralAssembly）

1．報告書を受理

2．報告書に記載された検討委員会および協議会に対し変更の申出をす

る報告書（Report）1．・・・・・…

2．・
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2．1・・・・…

2．2・・・・…

3．・・・・・…

この場合、提案意見を記載した委員会報告書が受理されれば、最高位の

コート〔治会〕の場合、総会で、質疑討論〔ディベート（debate）〕に付

される。議場からの動議を含め質疑討論を行い、その結論は、最終意見

（FinalDeliverance）として、そのコート〔治会〕の政策、指示ないし決

議に反映される。

（2）建議書の提出

教会の小会（K盈Session）ないし中会（Presbyteries）〔あるいはその

信徒〕から提案がある場合、上位のコート〔治会〕（すなわち、小会の場

合には中会、中会の場合には総会）に対して「建議書（Overture）」を提

出することができる。この「建議書」は、上位のコート〔治会〕に承認し

て欲しい「提案意見（ProposedDeliverance）」が記されている。実質的に

前記①「委員会報告書（Committee’sReport）」に匹敵する。建議書は上

位のコート〔治会〕書記に提出される。当該書記は、受理に先立ち、その

なかに記載された提案意見を精査する。なぜならば、建議は、内容によっ

てはあらたな教会立法（Acts）につながりかねず、教会の教理・礼拝・裁

治・戒規事項に重大な変更をもたらす建議について、スコットランド教会

総会が1697年に定めた「障壁法（BarrierAct1697）」により、教会の広範

な意見を拝聴する手続を踏むなど慎重な対応が求められるからである（114）。

（114）障壁法の語源・．趣旨は、教会の伝統的な教理、礼拝その他の祭式、戒規など重要

事項を稚拙な立法で改変するのを防止するための障壁（厳正な手続）を設けること
にある。この法の立法経緯について詳しくは、Availableat：http：／／www．bri偽h－history

ac．uk／report．aspxPcompid・60098．
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具体的には、そうした法案は、次回総会に提出し表決に付されるに先立

ち、全中会の過半数の賛成を得なければならない。

下位のコート〔治会〕から上位のコート〔治会〕に対しては、毎年、数

多くの建議書が提出される。もっとも多いのが、教会中会から教会総会に

対する建議である。そのサンプルは、次のとおりである。

〔図表、肛一7〕中会から総会へ提出される「建議書」サンプル

建議書（Overture）
聖務行為に関して（．A鰐窺MinisterialConduct）

ロッチカロンースキエ中会から
（FromthePresbyteryofLochcarron－Skye）

1．同性愛慣行と歴史的な聖書の教えに関するスコットランド教会の理

解が、近年、問題視されている。
2．この問題についての長い期間をかけた検討が行われてきたのにもか

かわらず、結論を得るにいたっていない。
3．結論を出すに先立ち、教会の各コート〔治会〕は個別に、目前の事

案に関して裁断を下すように求められているとは思っていない。

ロッチカロンースキエ中会の牧師は、総会の尊者に対して、下記の提
案意見を受諾くださるように建議する。

「スコットランド教会は、男女間での誠実な結婚の枠外において性的

関係にある者を、教会のいかなる聖務に関しても、修練、叙任、入
会、再入会、聖職位の承認または体験させるべきではない」

提案意見（ProposedDeliverance）

総会（GeneralAssembly）

1．建議書を受理

2聖務行為に関する建議
さらに練れた建議書およびその要旨を採択し、かっ、障壁法の定めに

従い、各中会へそれらの副本を送達し、遅くとも2009年12月31日まで

に総会主席書記あてに意見を具申するように指示すること。
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総会は、中会総数の過半数の同意を得て、次のことを法で定めること。

1スコットランド教会のいかなるコート〔治会〕または機関も、男女
聞での誠実な結婚の枠外において性的関係にある者を、教会のいかな

る聖務に関しても、修養、叙任、入会、再入会、聖職位の承認または
体験させるべきではないこと。

2このことを定めた法が、スコットランド教会の法律および規則、と

りわけ2002年教会法律第4号、2003年教会法律第8号および2004年教
会法律第5号、と抵触しないと解すること。

（3）嘆願書の提出

いかなる個人または団体も、スコットランド教会の会員かどうかを問わ

ず、いかなる問題についても、いかなる段階のコート〔治会〕に対しても

嘆願（peti廿on）を行うことができる。ただし、その嘆願が適切かっ妥当

なものと判断されるためには、嘆願したものが正当な利益があることを証

明しなければならない。嘆願書は、建議書（overture）と類似する点もあ

るが、嘆願書には、建議書に盛り込むことができる提案意見（Proposed

Deliverance）を掲載することはできない。むしろ、救済を求める事項を

簡潔の記載するように求められる。また、嘆願を受けたコート〔治会〕側

も、その一部のみを審査したり、再提案をしたり、あるいは嘆願内容を修

正したうえで、その嘆願に答えることもできる。

（4）不服申立て、反対意見および苦情申立書の提出

コート〔治会〕、あるいはその機関が下した決定〔裁断、原決定・原裁

断〕に対して不満な個人や団体は、原決定〔原裁断〕をしたコート〔治

会〕）に対して「不服申立て（Appea1）」することができる。一方、原決定

〔原裁断〕に賛成できないコート〔治会〕の1人以上の構成員は、「反対

意見および苦情申立書（DissentandComplaint）」のかたちで不服申立て

をすることができる。
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原決定〔原裁断〕の見直しを求めて不服申立てをするものは、不服を申

し立てることに十分な利益があることを証明する必要がある。申立て期間

が限られているため、不服申立ての提出を受けたコート〔治会〕の書記

は、速やかな事務処理が求められる。一方、申立てを受けた相手方である

コート〔治会〕側は、通例、「回答（Answers）」を公表して対応する。

教会中会の決定に対する「反対意見および苦情申立書」のサンプルは、

次のとおりである。

〔図表皿一8〕中会に提出される「反対意見および苦情申立書」サンプル〔抜粋〕

アバディーン中会の裁断に対する反対意見および苦情申立書

（DissentandComplaintAgainstaDecisionofthePresbytery

ofAberdeen）
私ども、ピーター・デクソン、ソコット・ガイ、OOO、△△△およ
び×××は、アバティーン中会が、クィーンズクロス信徒会からスコッ

ト・レニー師を中会牧師に招聰すうことを支持したことにかかる中会の

決定に対して、不服申立書を提出する。その理由は、次のとおりである。

1．スコット・レニー氏は、クィーンズクロス教区教会の牧師選任委員

会に唯一の候補者として出席し、多数決で選任された。〔中略〕レ
ニー氏が説教をした礼拝において配布された文書のなかで〔中略〕

彼はキリスト教徒であるパートナー、ディービットと深い関係にあ
ることを認めている。〔中略〕（この問題について）2009年1月6日

に、中会の特別委員会が召集され、スコット・レニー氏をクィーン
ズクロス教区教会の牧師として招聰するかどうかが諮られた。中会
は、招聴を支持する旨を表決で決めた。

2．叙任および聖職位就任の行為に関して、スコットランド教会は、旧

約聖書および新約聖書が信仰生活上の最高の教規である。

3．旧約聖書および新約聖書では、同性愛行為について、これを誤った

選択である旨を記している。

4．～6．〔略〕
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7．能動的な（ac廿ve）同性愛者の叙任および聖職位への就任は、スコッ

トランド教会または公同教会における承認された慣行ではない。

〔中略〕

8．アバティーン中会は、能動的な同性愛関係にあると公言してはばか

らない者を牧師として招聰する決定をすることは、教会の確立され

た見解および慣行に反し、邪悪なことである。

〔以下、略〕

上記「反対意見および苦情申立書」に対する「回答」のサンプルは、次

のとおりである（115）。

〔図表VII－9〕中会が公表した「回答」サンプル〔抜粋〕

アバディーン中会の回答
（AnswersofthePresbyteryofAberdeen）

この文書は、ピーター・デクソン、ソコット・ゲイ、OOO、△△△
および×××から提出されたアバティーン中会が、クィーンズクロス信

徒会からスコット・レニー師を中会牧師に招膀することを支持したこと

にかかる中会の決定に対する苦情申立てに応答するものである。

序〔要約〕

項目番号順に記された各回答は、苦情申立書に並べられた苦情番号に対

応している。

番号順の回答

1．～6．〔略〕

（115）かねてからスコットランド教会では、同性愛の関係にある聖職者の叙任の可否

が大きな問題となっていた。教会総会は、2009年年次総会開催中の2009年5月23日
に、4時間以上の質疑討論を経て、326対267の表決で、同性愛者であるスコット・レ
ニー師をクィーンズクロス教区教会の牧師として叙任するアバディーン中会の決定を

支持した。News，“ChurchofScotlandupholdsgayministefsappointment，”Chhstian
Today（May24，2009）．Availableat：http：／／www．christiantodayco．uk／article／church・

ofscotlan〔1．upholds．gaylministers．appointment／23428．htm．
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7．スコットランド教会は、牧師職の修練または候補者の選任手続にお

いて、その者が同性愛者であるかどうかについて質問する慣行を
持っていない。また、教会総会が定めたいかなる法または規則も、

「能動的な同性愛者」は、叙任、聖職位に就任する資格がないとす

べきことを規定していない。

8．〔略〕

9．上記第8で述べたように、この苦情に記されたスコット・レニー師

に関する評価は、推論に基づいており、招聰の支持を取り消すに十
分な根拠があるとは考えられない。〔以下、略〕

ちなみに、最上位のコート〔治会〕である総会が出した決定〔裁断〕

は、終局的なものであることから、不服申立て（Appea1）や苦情申立て

（Complaint）は認められない。反対意見書（Dissent）の提出ができるに

とどまる。

7スコットランド教会総会での執行

スコットランド教会の最高位のコート〔治会〕である「総会（General

Assembly）」は、毎年一回、約1週間にわたり、5月にエジンバラで開催

される。しかし、今日、早急な意思決定を求められる事項や課題も多い。

翌年の総会まで待っていては機を失いかねない。

そこで、総会は、年次総会の閉会に先立ち、総会閉会中に総会の執行

事務の処理にあたらせるために「総会委員会（CommissionoftheGeneral

Assembly）」を任命することになっている（1997年教会法律第6号）。総

会委員会は、「総会自体が行使したと同様とみなされる（asiftheGeneral

Assemblythemselveswereacting）」かたちで権能の委任を受けて、執行

にあたることができる。
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（1）総会委員会の構成と議決

総会委員会は、総会構成員総数の10分の1であり、少なくとも各中会

から1人の牧師と1人の長老が入っていなければならない。議決する場合

の定足数は、構成員総数の3分の1以上で、そのうちの3分の1は、牧師

と長老でなければならない。資格や定足数に疑義が生じた場合には、総

会の「建議・事案に関する委員会（CommitteeonOverturesandCases）」

で精査され、検討結果は、勧告（recommendations）のかたちで報告書

（report）にまとめあげられ、各委員や関係当事者に配布される。勧告は、

最初に、委員会で質疑応答〔ディベート（debate）〕に付される。3人か

ら5人の委員からなる調査委員会（lnvestigatingCommittee）が、事実確

認をし、結果報告を行う。調査委員会の裁断は終局的なものとなり、いか

なる不服申立ても認められない。

（2）総会委員会の業務

総会の委任を受けて業務執行にあたる総会委員会は、次のような業務を

執行できる。

〔図表皿一10〕総会から総会委員会に委任された事項

①総会だ奎量会1三付託』一き1事璽④処理上．．．

②次回の総会まで検討を引き延ばしていては教会に不利になると思われ

る場合で、国内外で教会の一般的利益に影響を及ぼす事項の処理、お

よび、
㊧茨み事項だろUlて、審議しかつ最終的に処理すること：（i）すべての不

服申立て（Appeals）、ならびに反対意見および苦情申立て（Dissents

andComplaints）。ただし、司法委員会（JudicialCommission）または

聖務上訴審査会（MinistriesAppealsPane1）の管轄となる紛争処理事
案は除く。（ii）調整事案として付託されている事項、ならびに、（iii）

すべての嘆願（PeUtions）事案。ただし、牧師資格または再資格付与

に関する事案は除く。
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8スコットランド教会総会での立法

スコットランド教会において、総会（GeneralAssembly）は、最高位の

コート〔治会〕であり、中会（Presbyteries）や小会（κ勉Sessions）と

は異なり、専属的に“立法権能”を行使する。ただ、総会は、立法・執行・

司法の権能を非分権的に行使する機関である。今日の世俗統治における三

権分立の考え方をそのまま当てはめて‘‘立法”とは何かを把握するのは難

しい。あらためて総会の“立法”権能とは何かが問われてくる。

例えば、「建議（Overture）」や「嘆願（petition）」は、総会では、一般

に“事案（cases）”と呼ばれる。このことから、‘‘司法”にかかる事項の

ようにも見える。その一方で、「嘆願」は、その内容によっては、あるい

は「建議」の多くは、“立法”ないし“執行”にかかる事項でもある。

こうした問題があることを織り込んだうえで、総会の立法権能にっいて

点検してみる。教会総会が、下位のコート〔治会〕からの求めに応じて、

あるいはみずからの意思で、立法手続を踏んで制定する法規範には、「法

律（Acts）」や「規則（Regu1甜ons）」がある。

（1）教会法律の制定

スコットランド教会は、1679年に、教会の伝統的な教理（docthne）、

礼拝（worship）、教会裁治（churchgovemment）、戒規（discipline）な

ど重要事項を稚拙な立法で改変するのを防止するための障壁（厳正な手

続）を設ける趣旨で、障壁法（BarrierAct1697）を定めた。総会が、教

会法律（Acts）を制定する手続をすすめる場合には、まず、障壁法の適用

となる事項に関する立法なのか、あるいは不適用の立法なのかが、精査さ

れなければならない。
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〔図表V皿一11〕障壁法の適用・不適用と立法手続

（a）障壁法適用の場合の立法手続：①中会（Presbytery）が、総会に

対して法律改正にっながるような提案意見（ProposedDeliverance）

付きの報告書（Report）、あるいは、こうした提案意見付きの建議書

（Overture）の提出する。②総会が、障壁法の適用事案であると裁断

した場合、当該事案を中会レベルで精査するように要請する。③各中

会は、法律改正を求める理由（場合によっては法律案骨子など）を記

した提案意見（ProposedDeliverance）付きの報告書（Report）、ある

いは、こうした提案意見付きの建議書（Overture）を、当該中会での

表決結果とともに公表する。④各中会が、提案に賛成か反対かを、実

際の表決結果とともに公表する。⑤各中会は、法律案に対する修正提

案をすることも可能である。⑥中会が修正提案の受諾を条件に原案に

賛成している場合、総会は、反対と判断する。⑥中会の賛否について

は、次期の総会で報告する。⑦この報告を受けて、その提案に対し中

会総数の過半数の賛成が得られている場合、総会は、最終法律案を作

成し、それを承認し法律として施行する。⑧最終法律案の作成に際し、

総会は、自らの持つ立法権能を行使し、原提案に対する必要な修正を

加えることができる。

（b）障壁法不適用の場合の立法手続：①教会総会は、教会の教理、礼拝、

教会裁治および戒規以外の事項にかかる法律を、中会（Presbyteries）

の同意なしの制定することができる。②こうした法律には、「疑間を回

避するために（fortheavoidanceofdoubt）」という文言ではじまる、

ある事項についての疑問点を明確にするために制定される、いわゆる
‘‘確認法（DeclaratoryActs）”を含む。

ちなみに、障壁法の適用を受けて制定された法律は、「スコットランド

教会の拘束力ある教憲および教規（bindingrulesandcons丘tutionofthe

Church）」となる。また、こうした手続を経て制定された法律を改正また

は廃止する場合には、あらためて障壁法上の手続を踏む必要がない。ま

た、障壁法不適用で制定された法律も、適用を受けて制定された法律と同

様の拘束力を有する。

総会は、教会の教理、礼拝、教会裁治および戒規事項に関する法律で

あっても、しばしば、障壁法上の手続を踏まずに制定することも多々あ

る。その限界判定基準は不明瞭であり、総会の裁量にゆだねられている。
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（2）教会法施行規則の制定

教会総会は、教会法律（Acts）の制定とともに、その法律を施行するた

めに「規則（Regulations）」を制定する。教会法施行規則は、総会の同意

を得て発布される。

9今日のスコットランド教会司法

すでにふれたように、スコットランド教会の最高位のコート〔治会〕で

ある総会（GeneralAssembly）は、立法・執行・司法の権能を非分権的に

行使する。したがって、総会は、同教会の内部事項にかかる下位のコート

（小会や中会）から上訴（不服申立て）があった場合、そうした事項に対

して司法（紛争処理）権能を行使できる。

しかし、今日、教会総会は、こうした司法（紛争処理）権能の大部分

を、2つの委員会に移譲している。それらは、「総会委員会（Commissionof

Assembly）」と1940年代に設けられた「司法委員会（JudicialCommission）」

である。もっとも、これらの委員会に対し司法権限を移譲したといっても、

総会自体が司法権能を完全に放棄したわけではない。とりわけ、総会に留

保された司法権能のひとつとして、信仰の「教理（doctrine）」にかかる

事項がある。すなわち、スコットランド教会の「教理」にかかる紛争にっ

いては、総会が処理・裁断することになっている。

また、2007年には、聖務に関する紛争処理機関として「聖務上訴審査

会（MinisthesAppea1Pane1）」が設置され、それまで総会委員会が管轄し

てきた種類の上訴（不服申立て）事案の大部分を管轄することになった

（2007年教会法律第6号）。

（1）総会委員会による紛争処理

すでにふれたように、総会（GeneralAssembly）に置かれた「総会委員

会（CommissionofGenera1Assembly）」は、総会閉会中に総会の執行行
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政事務の処理にあたるねらいで任命される。立法以外の権能を行使するこ

とがその責務である。その起源は古く、かつては、紛争処理業務も幅広く

担当していた。その後、司法委員会や聖務上訴審査会が設けられたことか

ら、総会委員会が担う‘‘司法（紛争処理）”管轄は、これら司法委員会や

聖務上訴審査会が管轄しない事項に限られる。実際には、今日、総会委員

会は、教区の信徒会の再編（parishappraisa1）に関する紛争処理が主な任

務になっている。総会委員会は書面審理を原則としている。総会委員会で

の紛争処理手続を図説すると、次のとおりである。

〔図表VII－13〕総会委員会の紛争処理手続の概要

繋灘雛鐵灘1

・総会委員会は、委員のなかから議長を互選する。ただし、互選できな

いときには、総会議長がこれを務める。

・総会書記が委員会の書記を務める。
・教会付弁護士（Procurator）（116）と事務弁護士（Solicitor）が出席する。

・委員会に不服申立て（Appea1）、反対意見書（Dissent）、苦情申立て

（Complaint）の提出があった場合、まず、その事案が当該委員会の管

轄に属するかどうかを判断しなければならない。

・管轄事項かどうかの判断は、書記、教会代理人および弁護士から

なる「建議及び事案に関する委員会（CommitteeonOverturesand
Cases）」が行う。
・上記委員会が、上訴が適切との判断を下した場合、書記はただちに相

手方である中会（Presbytery）に対して反論を求める。

（2）司法委員会の管轄

スコットランド教会総会（GeneralAssembly）の司法委員会（Judicial

Commission）は、総会から権限を与えられて、中会の委員会（Presbyterian

Commissions）の裁断にかかる不服申立て事案を審理する。その管轄は、

（116）プロキュレーター（Procurator）は、勅撰弁護士（QC＝Queen’sCounse1）の資

格を有する者で、主に世俗法（civillaw）に関し、教会総会の依頼を受けて法律相
談等に応じる。スコットランド教会総会が選任する。法務委員会（LegalQuestion
Committee）の委員も務める。また、教会が当事者となる訴訟においては、教会側の

訴訟代理人を務める。
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①聖務に就いている牧師、牧師有資格者、聖職者養成課程卒業予定者およ

び執事にかかる戒規事案、ならびに②牧師と信徒会との間の司牧に関する

問題が信徒会側に不満なかたちで解決された事案（ただし教理に関する事

項を除く。）である。

（a）司法委員会の概要

スコットランド教会総会の司法委員会は、沿革的には、1935年に総会

が聖職者の戒規事案を審査する手続を法定したことにはじまる。今日の

司法委員会は、1998年教会法律第1号〔司法委員会に関する法律（Act

碗6配theJudicialCommission）、2001年教会法律第3号および2007年教会

法律第1号による改正、以下「司法委員会法」という。〕により組織・運

営されている。同法に従い司法委員会の概要を図説すると、次のとおりで

ある。

〔図表VII－14〕司法委員会法から読み取った司法委員会の概要（抜粋）

◆司法委員会委員の構成：司法委員会の委員は48人〔牧師と長老各24

人〕とする（司法委員会法2条a項）。

◆委員の任命：司法委員会の委員は、総会の任用委員会（Nomination

Committee）の推挙に基づき、総会が任命する（2条a項）。

◆委員の任期：4年を越えてはならない。特段に事由がある場合を除

いて、任期1年を終了しない限り、再任の資格を有しない（2条b
項）。委員に推挙され総会で任命される者は、必ずしも総会の構成
員である必要はない（2条c項）。総会は、任命する委員の一人を
司法委員会の委員長（Chairman）に、そしてもう一人を副委員長
（Vice－Chaiman）に任命するものとする。議長および副議長は、委

員の任期とは別途に、5年の任期とする（2条d項）。司法委員会
委員が死亡または辞任した場合には、法務委員会（Lega1Que甜ons
Committee）が、代わりの者が任命する。ただし、その者の任期は、

次の総会の終了時までとする（2条e項）。退職〔65歳〕時に委員が
担当している事案については、再任がなかった場合でも、任期終了
後も、その事案が終結するまで担当できることとする（2条f項）。
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◆司法委員会定足数：司法委員会の定足数は16人とする。委員長は、賛

否同数の場合に限り表決に加わるものとする。審理は、開会時に少な

くとも24人の委員が出席していなければ、それを開始してはならない

（2条9項）。
◆開廷：司法委員会の開廷は、委員長または副委員長が司る。ただし、

双方が不在の場合には、委員から互選された委員長代理が、その事案

が終了するまで司る（2条h項）。

◆委員の適格：法務委員会の委員である教会付弁護士（Procurator）は、

司法委員会の委員になることはできない。総会書記（Clerks）は司法

委員会の書記を兼任するが、委員になることはできない。司法委員会

の委員は、係争事案にっき出身コート〔治会〕において原審を担当し

ている場合には、利益相反を回避するために、審理に参加することは

できない。この場合、法務委員会が、該当する委員〔牧師、長老〕に

変えて委員代行を任命するものとする（2条i項）。

◆公正な審理の確保：司法委員会の委員は、不服申立てのすべての手続

に参加していなかった場合には、事実審理や表決に参加してはならな

いものとする（2条k項）。不服申立人は、委員の忌避申立てをする権

利を有するものとする。忌避申立てを認めるかどうかは、忌避を申し

立てられた委員を除いた委員で、その理由を審査し、裁断するものと

する（2条1項）。

◆司法委員会の管轄：司法委員会は、中会の委員会（Presbyterian
Commissions）の裁断にかかる不服申立て事案を審理する。その管轄
は、聖務に就いている牧師、牧師有資格者、聖職者養成課程卒業予定
者および執事にかかる戒規事案（3条前段）、ならびに牧師と信徒会と

の間の司牧に関する問題が信徒会側に不満なかたちで解決された事案
（ただし教理に関する事項を除く。）である（4条）。裁断結果は、終

局的であり、再審査されないものとする。司法委員会の傍論や最終裁

断は、総会の報告書に収録するものとする。ただし、司法委員会が認
定した事実や最終判断は、終局的であり、総会での審査の対象とはし

ない（3条後段、4条後段）。

◆不服審査手続規則：司法委員会の審理は、司法委員会法の附則に定め

られた不服申立手続規則（RulesofProcedures）に準拠してすすめら
れる。当該手続規則は法的拘束力を有する。教会総会は、スコットラ

ンド教会が定めた障壁法（BarrierAct）が求める法律改正に先立っ中

会の承諾手続を経ることなしに、当該手続規則を改正することができ
る（5条）。

◆読替え：司法委員会法にいう「不服申立て（Appea1）」は「反対意見

および苦情申立て（DissentandComplaint）」も含み、「不服申立人
（Appellant）」には「苦情申立人（Complainer）」を含み、かつ、「下位

のコート（lnferiorCourt）」とは「中会（Presbytery）」を指す（6条）。
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蚕辮鑑鷺難霧欝灘磯
（b）司法委員会の手続

スコットランド教会総会の司法委員会は、牧師と長老で構成される。牧

師は法律の専門家ではないが聖務の専門家であり、教会の教理や礼拝、戒

規、さらには教会裁治に明るい。一方、委員として参加する長老の多く

は、法曹資格を有する者から選任されており、争訟手続や法廷の指揮に明

るい。

司法委員会における審理（hearing）は、当事者主義あるいは対審制

（adversarysystem）を基調とした‘‘口頭審理（oralhearing）”を原則と

している。すなわち、原則として、公開の委員会で、当事者が出席し、当

事者が文書で提出した事実上および教会法上の証拠や主張、その主張にっ

いて，も口頭での弁論といった裁判類似の手続ですすめられる。

司法委員会の手続は、スコットランド教会司法委員会法附則〔手続規則

（RulesofProcedure）〕に定められている。その概要を図説すると、次の

とおりである。

〔図表皿一15〕法附則〔手続規則〕．から読み取った司法委員会手続の概要（抜粋）

◆要式行為：司法委員会に対する不服申立てはすべて、既定の要式にし

たがって行わなければならない（1条）。
◆不服申立人の資料借用権：不服申立人は、下位のコート〔治会〕ま泥

は中会委員会（PresbyterianCommission）が作成したいかなる資料も

借用する権利を有する。この場合において、不服申立人個人またはそ

の代理人は、当該資料を大切に扱いかつ求められた期日に返還するこ

とを約した借用書を提出するものとする（2条）。
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◆中会から司法委員会への争訟資料の送達：2001年教会法律第3号に基

づく不服申立てに関して、中会委員会の事務長は、不服申立書を受領
してから14日以内に、司法委員会の書記に対して、当該不服申立書、

不服申立通知書（NoticeofComplaint）、特別反論書（NoticeofSpecial

Defence）、資料、証拠書類、手続にかかるすべての記録を送達するも

のとする。1988年教会法律第1号に基づく不服申立てに関し、中会の
書記は、不服申立書を受領してから14日以内に、司法委員会の書記に

対して、前記書類に加え、その他すべての記録を送達するものとする

（4条）。
◆日程の決定・通知：司法委員会の書記は、不服申立てを受理した場

合、申立ての審理に日程を決めるように司法委員会の委員長ないし副

委員長に対して通知するものとする。また、司法委員会の委員長ない

し副委員長は、司法委員会書記に対し、決定した日程を関係当事者へ

通知するように指示する。当事者への通知は、少なくとも開廷前7日
までに到達するように送達しなければならない（5条）。

◆継続した審理：申立ての審理は結論がでるまで日々継続して行うもの

とする。ただし、司法委員会は、正義にかなうその他十分な理由があ

ると判断する場合には、職権によりもしくは当事者の求めに応じまた

は適切と思われる条件にしたがって、審理を中断する権限を有する

（6条）。
◆審理の非公開：司法委員会は、手続を非公開にすることを決定できる

（7条）。
◆代理人の依頼：司法委員会へ不服申立てをする当事者は、助言者また

は自分を代理する弁護人を依頼することができる。当事者は、自らの

裁量により、代理人を依頼しないかどうかを選択することができる。

もう一方の当事者となる下位のコート（治会）は、自らが下した裁断

が不服申立ての対象となった場合、その必要に応じて、法務委員会が
任命した補佐人（Assessor）の支援を受けることができる（8条）。

◆証人の召喚：不服申立ての審理において、司法委員会は、証拠が必要

と思う場合には、司法委員会書記に証人を召喚するように求めるもの

とする。召喚された証人は、司法委員会の指揮の下、宣誓のうえ当事
者の質問に対して証言するものとする。その後、もう一方の当事者は、

その証人に対して反対質問をすることができる。証人に対する当事者

による質問を終えるにあたり、司法委員会の委員は、当事者に代わっ

て質問するか、または、当事者に必要な質問をするように進言するこ

とができる。証人から得た証言は、速記のかたちで記録することがで

きる（9条）。
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◆当事者の主張：最初に、不服申立人が司法委員会で主張する。その後、

相手方が、下位のコート〔治会〕、中会委員会または司法委員会へ提出

した証拠その他この不服申立てにかかるあらゆる実質的事項に関する

主張をする。相手方の主張が終った後で、申立人は、司法委員会の指

揮の下、提出された証拠について反論する権利を行使することができ
る（10条）。

◆最終裁断書の作成：不服申立ての審理が終結した場合、司法委員会
は、閉廷に先立ち、傍論や最終裁断を文書にし、委員会の回覧に付し、

かつ、委員長または委員長代理はそれに署名するものとする（11条）。

◆当事者への理由書の送達：不服申立ての結審から14日以内に、司法委

員会の委員長は、書記を通して審理に参加した者と協議をしたうえ
で、委員会の裁断に対する理由書を作成するものとする。書記は、不

服申立ての結審から21日以内に当該事案の当事者へ理由書の副本を送
達するものとする（12条）。

（3）聖務上訴審査会の管轄

スコットランド教会総会は、2007年に、48ある中会の過半数の賛成を

得て、2007年教会法律第6号〔聖務上訴審査会に関する法律（Actα％吻

theMinistriesAppealPane1）2009年教会法律第1号および第3号による改

正、以下「聖務上訴審査会法」という。〕を制定、あらたに「聖務上訴審

査会（MinistriesAppealPane1）」を設けた（117）。性格的には、総会の常任委

員会（standingcommittee）である。

聖務にかかる紛争処理機関（Pane1）として聖務上訴審査会が管轄す

る範囲は、①聖務協議会（MinistriesCounci1）の決定一般に加え、②聖

職者になるための「聖書・聖典礼にかかる聖職（MinistryofWbrdand

Sacrament）」養成課程への募集、選任、教育および霊的修養問題に関

係する各種委員会の決定、③牧師補職（AuxiliaryMinistry）、執事職

（Diaconate）および読師職（Readership）にかかる各種委員会の決定に

対する、個人からの不服申立て（appeals）の審査である。

（117）ActVI2007；ActAnenttheMinistriesAppealsPanel．Availableat：http：／／www．
churchofscotland．org．uk／extranet／xchurchlaw／〔iownLor（1s／xchurchlaw2007actO6．（loc．
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これらの管轄事項は、大部分それまで総会委員会（Commissionof

Assembly）が管轄してきたものである。言い換えると、聖務上訴審査会

が、総会委員会の上訴事案の大部分を代わって管轄することになったわけ

である。

〔図表VH－16〕聖務上訴審査会法から読み取った上訴審査手続の概要（抜粋）

◆聖務上訴審査会の目的：スコットランド教会総会は、本法の規定に基

づいて、総会から委任された不服申立て（appeals）を審査しかっ終局
的な紛争処理をする「聖務上訴審査会（MinistriesAppealsPane1）」と

称される常任委員会（standingCommittee）を任命する。聖務上訴審
査会の裁断は終局的であり、その裁断にはいかなる最審査を求める権
利も有しないものとする。問題が起こることを回避するために、本教
会のいかなる小会（湿娩Session）または中会（Presbytery）が単独で

下した裁断も、聖務上訴審査会に対して上訴できない（1条）。

◆審査会の構成：聖務上訴審査会は、会長（Convener）、副会長（Vice－

Convener）および3人の委員からなり、総会規則の規定に基づいて、
任用委員会の推挙にしたがい総会が任命する。これら5人のうち、少
なくとも1人は法曹、1人は牧師、そして1人は長老であるものとす
る。聖務上訴審査会の定足数は、会長または副会長ならびに少なくと

も1人の長老および1人の牧師を含め3人とする（2条1項）。
◆審査会の手続等：聖務上訴審査会の手続は、本法の趣旨にそいかっ適

用可能な限り総会規則によるものとする。聖務上訴審査会は、本教会
の教憲および総会が定めた法律に従って活動するものとし、かつ、現
行の法律に反するもしくは改正するまたは立法する権限を与えられて
ものと解してはならない。聖務上訴審査会は、総会の監督を受け、総
会は審査会に権限ゆえつの行為があったと思う場合にはそれを取り消
すことができる（3条）。

◆審査会の裁断の報告：聖務評議会（MinistriesCounci1）は、本法の規

定に基づいて聖務上訴審査会が下したすべての裁断を総会に報告する
ものとする（4条）。

◆審査会の所轄：聖務上訴審査会は、総会が定めた法律および規則に
従って、聖務評議会の決定一般、聖職者になるためのフルタイム「聖
書・聖典礼にかかる聖職（MinistryofWordandSacrament）」養成課
程への募集、選任、教育および霊的修養問題に関係する各種委員会の
決定、さらには、牧師補職（Au）dliaryMinistry）、執事職（Diaconate）

および読師職（Readership）にかかる各種委員会の決定の関する個人
からの不服申立てを審査する（5条）。
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以上が、本稿でイングランド国教会との制度比較をするのに必要とされ

る範囲内でのスコットランド教会法制の骨子である（118）。

「皿国教会体制の下での教会法と国家法の関係

16世紀初頭に確立された‘‘国教会体制（establishment）”の下、イン

グランドという国家とアングリカン教会（ChurchofEngland、Anglican

Church）とは、いわばコインの表裏のようなかたちで相互依存関係を強

くしていった。下級聖職者の叙任やサクラメント（聖彙）、戒規を含む教

会司法（紛争処理）などを除いては、アングリカン教会の自律は次第に失

われていった。同教会の教会法の立法権能や執行権能は、世俗議会と国王

（女王）の手に移っていった。

国家と教会との表裏一体の関係を示す例をいくつかあげてみよう。イギ

リス国王はイングランド国教会の至高の最高指導者（theSupremeHead）

であるとか〔（ActofSupremacy）：1558～1558年国王至上法。ただし、現

在は、「至高の裁治者（theSupremeGovemor）」〕、および王位継承資格

者は国教徒でなければならないとか〔（ActofSettlement）：1701～1701年

王位継承法〕、イングランド国教会の主教（bishop）26人〔そのうち2人

は大主教（Archbishop）〕は、イギリス議会上院〔貴族院〕で、「聖職貴族

（LordsSpiritua1）」として当然に議席が得られるなどは、最たるものとい

える。

イングランド国教会に対し直接に国庫支出を認める法律はない。し

たがって、国教会は公的資金で支えられた制度ではない。しかし、イ

ングランドにおいては、わが国などでいう絶対的な意味での「政教

分離（separationofreligionandpoliHcs）」または「教会と国家の分離

（118）紙幅の都合上、スコットランド教会の法制全般にわたる分析は割愛した。時機を

見て、別稿として発表したい。
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（separationofchurchandstate）」は確立されていない。むしろ、国教会

と国家は強い結びっきを保っていると見てよい。

また、イギリスが非独立国家連合のかたちを採りながらも、イングラン

ドという覇権を有する一つの非独立国がみずからの国教会制度を持ち、し

かも、その国教会が世俗議会や世俗裁判所と競合するかたちで、みずから

の立法権能や司法権能を行使しえる統治秩序にある。こうした政体に対し

ては、成文憲法のなかに政教分離原則あるいは聖俗分離の法理の規定を置

く諸国などからみれば、違和感を覚えざるを得ないことも確かである（119）。

1別格の教会法と国家法が融合する国教会体制

イングランド国教会制度とは、国教会に選別された一つのキリスト教派

〔アングリカン教会、聖公会〕を、他のキリスト教派や宗教とは違う、“別

格の存在（uniquestatus）”として制度的に保障する仕組みである。

かっては、国教会を受け容れない人たちには過酷な試練が待ち受けてい

た。その後、時代も変わり、国教会以外のキリスト教派やその他の宗教・

宗派を信仰する人たちの「信教の自由（religiousliberty）」も、宗教的寛

容（passivereligioustolerance）の精神にもとづいて、認められるにいたっ

た。その契機となったのが、1689年の寛容法（TolerationAct1689）の制

定である。確かに、近年では、とりわけ1998年人権法（HRA）などの制

定が、民の「信仰の自由」のより積極的な認知にっながり、これまでの流

（119）See，CyrilGarbett，ChurchandstateinEngland（Ho（i〔ier＆Stoughton，1950）；John

Habgoo（i，ChurchandNationinaSecularAge（Darton，Longman＆To（idLt〔1．，1983）；

StuartLamont，Churchan（iState：UneasyAlliances，（TheBo〔ileyHead，1989）；Adrian

Hastings，Churchan〔iState～TheEnglishExpedence：ThePd（ieauxLecturesfor1990
（UniversityofExeterPress，1991）；GraceDavie，ChurchandState：AFrameworkfor
Discussion，inReligioninBritainSince1945（Blackwe11，1994）；TheScottishParliament，

TheInformationCentre，TheActofSettlement（ResearchPaper99／17，Dec．，1999）．
Availableat：http：／／www。scottish．parliament．uk／business／research／pdf＿res＿かapers／

rp99－17。p〔lf；Carolyn．Evans，Free（10mofReligionUn（1ertheEuropeanConventionon

HumanRights（Oxford．U．P，2001）；PaulD．LAvis，Church，Statean（1Establishment

（SPCKPublishing，2001）；RexAhdar＆IanLeigh，‘‘lsEstablishmentConsistentwith

ReligiousFreedomP，”49McGillLawJoumal635（2004）．
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れを大きく換える契機となっていることは特記すべきことである。

とは言っても、国教会体制が敷かれているイングランドでは、今日でも

なおかっ、イングランド国教徒以外の、いかなるキリスト教派、宗教・宗

派の教理を信仰している者であっても、‘‘別格の存在”であるイングラン

ド国教会の教理・聖礼典・典礼様式・儀式などに敬意を払わざるをえない

という立場に置かれている事実には変わりがない。また、イングランド以

外、すなわちウェールズやスコットランドなど、非独立国家連合のメン

バー国にとっても、覇者であるイングランドの国教会の存在は無視し得な

いo

日本やアメリカ、フランスなどは、教会と国家の分離原則ないし聖俗分

離原則にそった統治機構や国法秩序を有する国家である。こうした国家に

あっては、「教会法（づ％sθooJ顔αs批％吻、ecclesiasticallaws，churchlaws）」

と「世俗法（歪％so伽」θ、ci耐1aws，secularlaws）」とを分離し、相互にでき

るだけ干渉しないルールを確立してきている。これに対して、イギリスの

ような国教会体制を敷く統治機構や国法秩序の国にあっては、こうした

ルールは通用しにくい。さまざまな世俗法〔議会制定法〕などでもって、

一つの選別されたキリスト教派〔アングリカン教会、聖公会〕を“別格の

存在（uniquestatus）”とし、それを制度的に保障しているからである。

こうした体制の下では、世俗議会が国教会のための議会制定法をつくるの

みならず国教会自身が法をつくり、その法を世俗議会が承認すれば国家法

たる性格を持つ。このような仕組みの下では、教会法〔教会の自律規範〕

と国家法〔世俗法〕との間に明確な線引きをすることはきわめて困難であ

る。むしろ、双方は融合常態にある。まさに、国教会体制とは、別格の教

会の教会法と国家法が融合する仕組みと見て取れる。

2教会法と国家法の融合と聖俗分離の意味

「教会法〔宗教法〕」、「国家法〔世俗法〕」といった言葉は、 さまざまな



196白鴎大学法科大学院紀要第3号（2009年11月）

使われ方をしている。あえて一義的な定義する必要もないともいえる。た

だ、国教会体制を敷いていない国々と、国教会体制を擁するイギリスとで

は、それぞれの言葉の意味合いもかなり異なってくる（120）。そこで、少し論’

点を整理しておきたい。

（1）日・米・仏などの場合

日本（日）やアメリカ（米）、フランス（仏）（121）などは、「政教分離原

則」、「教会と国家の分離原則」ないし「聖俗分離の法理」にそった統治機

構や国法秩序を維持する国家である。こうした国家にあっては、「教会法

（」％sθooJ8s伽批％吻、ecclesiasdcallaw）」と「世俗法（勉s伽惚、civillaws，

secularlaws）」とは分離され、相互にできるだけ尊重しあうルールを確立

してきている。

ここでの「教会法（intema1［domestic］church［ecclesiasticalllaws）」と

は、自律的な信仰集団〔信仰団体〕の教理・聖礼典・典礼様式・儀式、さ

らには統治（裁治）などに関する内部規範〔自律規範〕を指す。すなわ

ち、もっぱら教会の内部事項（intemalchurch［ecclesiasUca1］matters）に

関する規範である。世俗法としての効力は有せず、したがって、「教会法」

とは、それぞれの信仰集団〔信仰団体〕の聖職者や信徒など内部者を規律

するに過ぎない。（ちなみに、わが国では「宗憲・教憲（constitution）」、

「宗規・教規（rules，regulations）」とも呼ばれる。）

一方、「世俗法」とは、世俗議会〔立法府〕が定める法「国家法（1aws

oftheland）」をさす。世俗法のうち、信仰集団〔信仰団体〕が法人となる

場合、あるいは礼拝施設などの財産を所有し、これを維持運用し、その他

（120）See，RtRevEricKemp，‘TheSpihtoftheCanonLawanditsApplicationinEnglan〔1，”

1EcclesiasticalLawJournal5（1977－78）；Alesan（lro，AJ．，TheCo〔ieofCannonLaw：

AText＆Commentary（PaulistPress，1985）；JamesA．Corriden，AnIntroductionto

CanonLaw（GeoffreyChapman，1991）；FredericWilliamMaitland，EW，RomanCanon
LawintheChurchofEngland：S盈Essays（LawbookExchangeLtd，1998）．
（121）フランス政教分離について邦文による分析として詳しくは、小泉洋一『政教分離

の法』（法律文化社、2005年）参照。
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その目的達成のための業務及び事業を運営することに資することをねらい

に定められる国家法を一般に「宗教法（extemalreligiouslaws）」という。

ここで言う国家法たる「宗教法」は、信仰集団〔信仰団体〕の教理、教憲・

宗憲などに対して世俗法としての効力を与える、あるいは認めるものでは

ない。

（2）イギリスの場合

今日のイギリスにおいては、世俗の刑事犯罪に該当する行為がない限り

‘‘国家は信仰集団〔信仰団体〕の聖務（intemalspiritualmatters）に介入

しない”という意味での聖俗分離の法理はおおむね遵守されている。問題

は、“国家が特定の信仰集団〔信仰団体〕の教理、教憲・宗憲などを規定

した教会法〔宗教法〕に対して、国家法〔世俗法〕としての効力を与えな

い”という意味での聖俗分離の法理が堅持されているかどうかである。

イギリスのおける教会法〔宗教法〕と国家法〔世俗法〕との融合あるい

は分離状況を分析する場合には、少し粗いが、信仰集団〔信仰団体〕を次

のように類別したうえで点検するのも一案である。

〔図表皿一1〕イギリスにおける聖俗分離を計るための信仰団体の類別

《A群〔別格の教会〕》《B群〔A群以外の教会・信仰団体〕》
織羅イングランド国教会

纒スコットランド教会〔国教会〕

難ウェールズ教会〔旧国教会〕

カトリック教会、その他のキリスト

教派、ユダヤ教、イスラム教、シー

ク教、仏教、新宗教など

（a）教会法と国家法との融合・分離の実態分析

非独立国家の連合であるイギリス、そのなかでもイングランドやスコッ

トランドにおいては、日本やアメリカ、フランスなどとは異なり、国教会

体制を擁する統治機構や法秩序を維持する。とりわけ、イングランドの場

合は、選別された教会（アングリカン教会）に対して超‘‘別格の存在”、
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いわば‘‘別格度AAA・トリプルκ’を、“国家法”で制度的に保障してい

る。教会は、世俗議会と女王の承認を前提に、国家法としての効力を有す

る教会法を制定できる。世俗議会も、教会法を制定できる。ここでは、教

会法（intemal［domestic］church［ecclesiasticalllaw）と国家法とが融合し

ており、双方の間の明瞭な線引きは難しい。

これに対して、長老派のスコットランド教会も‘‘国教会”としての地

位を保障されてはいるものの、イングランドに比べると、聖俗分離は徹

底している。国家と国教会との相互依存度は薄く、‘‘別格度AA”の国教

会と見ることもできる。ただ、ここでも、教会が国家法としての効力を

有する教会法（intema1［domesticlchurch［ecclesiastica111aw）を制定で

き、国家法としての効力を有する。教会法の発効に、世俗議会や女王の

承認は要らないが、法形式論的には国家法と宗教法（intema1［domestic］

church［ecclesia甜calllaw）との間の線引きは不透明である。

その一方で、ウェールズ教会は脱国教会化を成しとげ、その教会法

（intema1［domestic］church［ecclesiastica1］1aw）は国家法としての効力を

有せず、世俗法と教会法との間の線引きができる。しかし、丹念に分析し

てみると、いまだ国教会であった時代に持っていた優越的な地位の残存が

見られる。国家とウェールズ教会との相互依存度はきわめて薄いものの、

ウェールズにおいて、ウェールズ教会は実質的に別格の地位を維持してお

り、いわば‘‘別格度A”の国教会と見ることもできる。もちろん、ウェー

ルズ教会は、B群に配置することも可能である。

着眼点をかえ、B群〔A群以外の教会・信仰団体〕サイドからみると、

国家は宗教に対する不介入の原則を維持し、‘‘国家が特定の信仰集団〔信

仰団体〕の教理、教憲・宗憲などを規定した教会法（intema1［domestic］

church［ecclesiasticalllaw）〔宗教法〕に対して、国家法〔世俗法〕として

の効力を与えられない”という意味での聖俗分離ははっきりしている。ここ

では、国家法〔世俗法〕と教会法（intema1［domesdc］church［ecclesiastica1］
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1aw）〔宗教法〕との間の線引きは明瞭になる。

もう少し論理的に言うと、B群サイドからみた場合の“教会法”とは、

その信仰団体〔信仰集団〕の聖務（sp㎞tualma並ers）や俗務（temporal

matters）を律する自律規範〔教憲・教規など内部規範（intema1［domes且c］

church［ecclesias廿ca1］1aw）〕を指すことになる。したがって、性格的には、

信徒や聖職者の単なる信仰生活上の私的規範（privateintema1［dome甜cl

church［ecclesias且ca1］rules）にすぎない。この場合に‘‘教会法〔宗教法〕”

は、‘‘世俗法〔国家法〕”〔B群サイドからみると他律二「俗の法（secular

laws）」〕と対比される概念となる。言い換えると、この場合の‘‘教会法〔宗

教法〕”とは、実質的に、B群の信仰団体〔信仰集団〕の内部規範、～具体

的にはカソリック教会や非国教会派プロテスタント教会その他イスラムや

仏教などの宗教・宗派が定めたカノン法（勿so伽o％60％吻，canonlaw）その他

の宗教団体の宗憲・宗規、教憲・教規～を指すと見てよい。

（b）論点整理

以上のような教会法〔宗教法〕と国家法〔世俗法〕との融合ないし分離

の実態の分析から見えてきたことがある。それは、イギリスにおける教会

法〔宗教法〕と国家法〔世俗法〕の関係を探る場合には、はっきりさせな

ければならない大きな論点は二つあるということである。

その一つは、そもそも、政教分離の原則あるいは‘‘教会と国家の分離”

原則とは何かである。この点については、‘‘教会と国家の分離”の真の意

味は、一っの選ばれた教会・教派（アングリカン教会か、ローマ・カト

リック教会、長老制教会かなどを問わず）あるいは宗教・宗派に対して、

国家が別格の地位を制度的に保障しているかどうかが重要な判断基準で

あると解したい。また、‘‘国家が特定の信仰団体〔信仰集団〕の教理、教

憲・宗憲などを規定した宗教法（intema1［domestic］church［ecclesiasticall

law）に対して、国家法〔世俗法〕としての効力を与えない”という意味
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での聖俗分離の障壁が設けられていることにあると解したい。

二つ目の論点は、イギリスの‘‘国のかたち”についてである。つま

り、イギリス（UK）は、非独立国家連合といわれるが、イングランド

（England）、ウェールズ（Wales）、スコットランド（Scotland）といった

非独立国家を個別に‘‘UKのメンバー国家”ととらえるべきなのか、それ

ともわが国と同じような単一国家（mitarystate）と見てよいのか、とい

う点である。個別にとらえるとすれば、法形式的には、国教会制度を敷く

イングランドとスコットランドは、政教分離〔国家と教会の分離〕が確立

されておらず、脱国教会化を成しとげたウェールズでは政教分離〔国家と

教会の分離〕が確立されているといえる。これに対して、イギリスを単一

国家と見ると、この国の政教関係を明確な判断を下すことはますます難し

くなる。

（c）国教会の存在と聖俗分離の意味

イギリスを単一国家と見た場合、連合国家の覇者であるイングランドに

は‘‘超別格（AAA）”の国教会が存在する。ここでの国教会の「教会法」

とは、①アングリカン教会〔イングランド国教会〕が定めた聖務（spiritual

matters）＋俗務（temporalmatters）を律する教憲・教規などの自律規範

〔内部規範（intema1［domesticlchurch［ecclesiasdca1］1aws）〕に加え、②

イングランド国教会総会議が定めた国教会法（measures）、さらには③世

俗議会〔ウエストミンスター議会〕が定めたアングリカン教会に関する議

会制定法（extemalchurchlecclesiastica1］1aws）を包括した概念である。

②および③にっいてもっと具体的に言うと、イングランド国教会は、

国教会総会議（Genera1Synod）を置いて、聖礼典・秘跡・聖萸〔洗礼

（bapdsm）と聖餐（sacraments）〕・典礼様式（rites）・儀式（ceremonies）、

さらには教会の裁治〔立法・執行・司法〕の仕組みや運営方法などにっい

て、自前で国教会法（measure）を定める権限を有している。そして、
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国教会総会議がつくった国教会法は、イギリス議会両院の教会委員会

（EcclesiasUcalCommittee）で審査のうえ、上下両院の決議で承認されか

つ女王の裁可がえられれば、国家法としても効力を有することになってい

る。

まさに、単一国家としてみる限りでは、イギリスにおいては、‘‘国家が

特定の信仰集団〔信仰集団〕の教理、教憲・宗憲などを規定した教会法

〔宗教法〕に対して、国家法〔世俗法〕としての効力を与えない”という

意味での確固とした聖俗分離の障壁が確立されていない。このことから、

教会法と国家法との融合する‘‘国教会体制（establishment）”を敷く国家

といえる。

IX現代イギリスの教会司法と世俗司法との接点

今日のイギリスの世俗司法（secularcourts，civilcourts）は、聖俗分

離の法理に従い、原則として、信仰集団〔信仰団体・宗教団体〕の内部

事項に関しては、それが世俗の刑事犯罪にあたる場合や公序則（public

policy）に抵触する場合などを除いて、不干渉のルールを貫いてきてい

る。したがって、信仰集団の内部事項については、基本的には教会司法

（churchcourts）ないし信仰集団の内部紛争処理機関（intemalresolution

process）による裁断が終局的となる。

ただ、聖俗分離の法理に基づく教会司法への世俗司法不干渉のルール

に対しては、1998年の人権法（HumanRightsAct1998）や2006年平等法

（EqualityAct2006）などの施行が、大きなインパクトを与えている。こ

れらの世俗法は、「教会活動の自由」の名の下、あるいは信仰や教理の下

で容認されてきた“差別”に結びっくような教会の慣行や聖務などの見直

しを迫る典拠になっている。また、教会司法ないし信仰集団〔信仰団体〕

の内部紛争処理機関による自律的な裁断とそれに対する世俗司法の関与の
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可否について、数多くの限界事案を生む要因になっている（122）。

そうした限界事案の裁断にあたっては、国教会（establishedchurches）

の場合も、非国教会（non－establishedchurches）その他の信仰集団の場合

も、同じ視点で検討されるべきなのか議論のあるところである。また、同

じく国教会であっても、イングランド国教会の場合とスコットランド教会

の場合とでは、異なる視点から検討されるべきなのかも議論のあるところ

である。

1イングランド国教会司法と世俗司法との接点

まず、イングランド国教会における教会司法による自律的裁断とそれに

対する世俗司法の介入に可否をめぐる限界事例について点検してみる。イ

ングランド国教会の裁判所は、性格的には、国家法〔国法〕に準拠して

設けられた国の裁判所であり、かつ、強制執行のできる裁判権を行使し

ている。1963年教会裁判管轄権〔国教会〕法（EcclesiasticalJurisdiction

Measure1963）は、世俗の高等裁判所（HighCourt）に対して国教会裁

判所を監督する管轄権限を付与している。同法81条3項の下、例えば、高

等裁判所は、主教裁判所（ConsistoryCourt）で法廷侮辱罪（contempt）

が問われている事件について、主教の尚書〔チャンセラー（Chancellor）〕

による確認に基づいて、その事件を審理する権限を行使できる。言い換え

ると、高等裁判所は、その事件を自らの裁判所で法廷侮辱罪を問うと同様

の手続に従って裁くことができる。また、教会裁判所の手続が自然的正義

（naturaljustice）に反すると見られる場合には、世俗裁判所は教会裁判

所に介入することもできる（123）。

高等裁判所は、国教会裁判所の裁判権の行使を伸縮するねらいで、禁止

（prohibition）や職務執行（脚％吻耀s）を命じる権限を有している。し

（122）See，MemorandumfromNormanDoe，MarkHil1召勧」．，（March3，2004）Human

RightsJointCommitteeonHumanRights，ParliamentoftheUKAvailableat：http：／／
㎜．publications．parliament．uk／pa／jt200304／jtselect／jtrights／39／39we22．htm．

（123）See，a8，R．vNorth，E劣ρα”θOakey［1927］1KB．491．
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かし、高等裁判所は、教会裁判所の判決を破棄することにつながる事件の

移送（0θ漉0名副）を命じることはできない（124）。この点について、高等裁判

所の上訴を管轄する控訴裁判所（CourtofAppea1）は、移送命令を発する

ことができる。ただし、この場合であっても、教会の内部事項であって、

教会内の裁判所が裁断できると思われるときには、世俗的な裁判管轄権の

行使を抑制する慣わしとなっている（125）。

1992年のHarriesvChurchCommissionersforEngland事件では、オック

スフォードの主教らの請求に基づき、高等裁判所が、イングランド国教会

の資金調達を担当しているチャーチコミッショナーの投資モラルがキリス

トの教えに反するかどうかを審査した（126）。チャーチコミッショナーは、

1947年チャーチコミッショナー〔国教会〕法（ChurchCommissioners

Measure1947）に基づいて、教会財務、資金調達業務を担当している。

チャーチコミッショナーは、その当時アパルトヘイト（人種隔離）政策を

実施していた南アフリカの会社に多額の投資をしていた。この投資方針は

モラル的に問題であるのではないかということで聖職者のなかに異論が

あった。批判的な主教らからの訴えがあり、世俗の高等裁判所が審査した

事案である。高等裁判所は、受託者の地位にあるチャーチコミッショナー

の任務は、資金の効率的な運用にある点に着眼し、“資金調達が倫理問題

に勝る”との判断を下した。この判断に対しては批判もあるが、一般的に

は世俗裁判所が教会の内部事項に不介入の立場を貫いた判断であると理解

されている（127）。

（124）See，RvChancellorofSしEdmun（1sburyandIpswichDioceseεゆα漉White［19481

1K．B．195．
（125）See，RvChancellorofChichesterConsistoryCourt召ズ加7渉θNewsGroup
NewspaperLt（1．［19921CrownOfficeDigest48（Q．B．DivisionalCし1992）．

（126）［1992］1V㎜し1241；［199312AllER300．

（127）See，RosyThomton，‘‘EticalInvestments：ACaseofDisjointdThinking，”67

CambridgeLawJoumal（2008）at396．
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2スコットランド教会司法と世俗司法との接点

次に、スコットランド教会における自律的裁定とそれに対する世俗司法

の介入に可否をめぐる限界事例について点検してみる。

スコットランド教会（ChurchofScotland）は、イギリスにおけるもう

一つの国教会（estabhshedChurch）である。すでにふれたように、スコッ

トランド長老制教会の統治の単位は‘‘コート〔治会（Court）〕”と呼ばれ

る。ここでの“コート”とは、今日の「司法」あるいは「裁判所」を意味

するのではなく、合議制を基本とした立法・執行・司法の権限を非分権的

に行使する裁治機関を指す。スコットランド教会の司法〔紛争処理機関〕

は、同じく聖的非分権的裁治システムを採りながらも比較的独立性の強い

教会裁判所を有するイングランド国教会とは異なる。

スコットランド教会は、「宣言的箇条（ArticlesDeclaratory）」におい

て、教会事項（churchmatters）、すなわち「教会の信者や聖務について

のあらゆる問題を決定する権利、教憲および教会裁判所の構成員、職務

担当者の選任方法、ならびに教会の聖職者その他の職務担当者の職位策

定を含む、教会の教理（doctrine）、礼拝（worship）、教会裁治（church

govemment）および戒規（discipline）に関するすべての事項」につい

ては、スコットランド教会の専属管轄事項である旨を確認している（6

条）。また、イギリス議会は、1921年スコットランド教会法（Churchof

ScotlandAct1921）を定め、スコットランド教会の宣言的箇条は法的効力

を有する条項であり、かつ、そのなかに記された権利、権能および自由は

いかなる世俗法によっても制限されない旨を、確認している（1条）。

このようなスコットランド教会の聖務にかかる専属管轄は、生来教会が

持つ固有な権限である。言い換えると、世俗法により教会に付与されたも

のとは解されていない。

1851年のLoc㎞artvPresbyteryofDeer事件において、スコットランド

民事上級裁判所（CourtofSession）は、「世俗裁判所は、教会の戒規事項
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に関して教会のコート〔治会〕の手続に介入する権利を有しない」と判示

している（128）。また、1870年のWightvPresbyteryofDunkeld事件におい

て、民事上級裁判所は「スコットランド教会のコート〔治会〕は、国の司

法と認められており、〔中略〕教会のコート〔治会〕の裁断は、聖界内で

は終局であり、それは、民事管轄において世俗裁判所の判断が終局である

と同様である。教会の戒規にかかる事項はもっぱら教会コート〔治会〕

の管轄内にあり、世俗裁判所が介入する権限を有しない」と判示してい

る（129）。

さらに、1995年のLoganvPresbyteryofDumbarton事件においては、

戒規事案にっいての中会（Presbytery）の裁定に不満な牧師が世俗裁判

所へ救済を求めた。民事上級裁判所は、戒規裁定に不満な場合には、教

会総会（GeneralAssembly）に対して不服申立て（appea1）をすべきであ

り、世俗裁判所へ上訴すべきでないとの理由から、本案審理を拒絶してい

る（130）。

このように、世俗裁判所は、聖俗分離に法理を尊重する姿勢を堅持して

いる。この背景には、国教会であるスコットランド教会は、宣言的箇条6

条および1921年スコットランド教会法の下で、戒規事案にっいて自律が

認められていることがある。また、もう一方で、世俗裁判所は、格別議会

制定法によって裁判管轄権が認められていない限り、教会が下した裁断に

介入しない姿勢を堅持していることがある。

この点について、イギリス議会下院の1997年～98年の人権法案

（HumanRightsBi11）の報告審議における質疑討論〔ディベート

（debate）〕の際に、当時のスコットランド担当国務大臣は、「スコットラ

ンドの世俗裁判所（civilcourts）は、判断求められた事案が聖的事項の定

義内にあるかどうかについて判別する権限を有している。しかし、当該裁

（128）［1851113D1296，at1299．

（129）［187018M921，at925．

（130）［19951ScotsLTimes1288．



206白鴎大学法科大学院紀要第3号（2009年11月）

判所は聖的事項自体に対して裁断を加える権限を有していない。政府に

は、こうした秩序をかき乱す意図はない。」と答弁している（131）。すなわち、

公的団体としての存在感が強い国教会の場合であっても、聖俗分離の視角

から、当該教会の内部事項については、広く‘‘自律（autonomy）”に委ね

られ、原則として世俗司法は不干渉のルールは維持すべきである、という

のが政府見解であると読み取ることができる。

3非国教会等の自律的な裁断と世俗司法との接点

っづいて、非国教会（non－establishedchurches）その他の信仰団体〔信

仰集団〕の内部事項（intemalecclesiasHcalmatters）に関する自律的な裁

断とそれに対する世俗司法の関与の可否について点検する。

イギリス法は、信仰団体〔信仰集団〕をはじめ自律的な運営を行ってい

る団体については、できるだけその内部自治・私的自治を尊重すべきであ

り、当該団体の内部事項に対する司法の介入はできるだけ抑制されなけれ

ばならない、という原則を護ってきている。言い換えると、こうした団体

の構成員などが内部事項にっいて例外的に司法審査を求めることができる

のは、一般に、その団体の権限行使が公的な性格を有し、かつ、他に利用

できる救済手段がない場合に限られる。

こうした法原則の下にあって、私法契約（privatelawcontract）1こ基づ

いて組織されている信仰団体〔信仰集団〕内にある戒規機関ないし司法権

能を行使する機関が行った裁断に対しては、聖俗分離の法理に基づき、原

則として世俗司法は介入しないというのが、今日のイギリス世俗司法の

基本姿勢である。言い換えると、信仰団体〔信仰集団〕の構成員などが

その内部事項（intemalmatters）〔聖的事項（spiritualmatters）＋俗的事項

（temporalmatters）〕に対して世俗裁判所が介入を求める場合、当該裁判

所は、まず、その団体内にある不服申立手続を踏むように求めなければな

（131）See，HouseofCommonsDebates（1997－98）317c1345．
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らない。また、世俗裁判所は、訴えを許可するとした場合には、救済を求

められた事項が教会事項かどうかを判断しなければなない。さらに、とり

わけ当該教会事項が聖的事項にあたるとすれば、当該裁判所は、司法権の

行使を抑制しなければならない。

（1）ウェールズ教会司法と世俗司法との接点

すでにふれたように、ウェールズ教会（ChurchinWales）は、1914年

ウェールズ教会法（WdshChurchAct1914）の下、1920年に、イング

ランド国教会（Church［ofEnglandlinWales）から離脱、脱国教会化を

成しとげた。これに伴い、ウェールズ教会の教会裁判所（ecclesiastical

courts）は強制執行のできる裁判権の行使を停止し、かつ、ウェールズ教

会の教会法（ecclesiasticallaw）は、国法としての効力を停止した（法3

条1項）。

脱国教会化に伴い、ウェールズ教会は、1914年法の発効後、その信徒

のみに拘束力のある教憲（Constitution）や規則（regulations）を置き、

そのなかで、脱国教会以前にそれまで法で規定していた聖職者の戒規や教

理・聖礼典・典礼様式・儀式などの内部事項を定めるかたちをとった。こ

のように、脱国教会化後、教会裁判所の運営は、教会教憲や規則に基づい

て行われる体制になったものの、従来の教会裁判所の仕組み自体は維持さ

れた。

1992年のRvProvincialCourtoftheChurchinWales，ε”傭8Williams

事件においては、ウェールズ教会の聖職者が教憲に反するスキャンダラス

な事件を起し、同教会の大主教管区裁判所で聖職から破門の処分を推挙さ

れた。当該聖職者は、この処分を不服として高等裁判所へ司法審査を求め

た。高等裁判所は、聖俗分離のルールを尊重する立場から、ウェールズ教

会の内部事項に介入することを自制し、本案審理に入ることなくその訴え
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を却下した（132）。

（2）信仰団体内部での裁断と世俗司法との接点

ひとくちに信仰団体〔信仰集団〕と言っても、イギリスにおいては、国

教会以外のキリスト教諸派（Christianity）やユダヤ教（Judaism）、イス

ラム教、仏教、その他の新宗教まで、実に多様な団体が存在する。世俗裁

判所がどのような場合にどのように司法権の行使を抑制するのかについて

は、判例の集積に頼ることになる。

ReginavChiefRabbioftheUnitedHebrewCongregationsoftheGreat

BritainandtheCommonwealth，ExParteWachmann事件においては、ユ

ダヤ教正統派の宗教教師〔ラビ（rabbi）〕イヴァン・ウォッチマン師が姦

通（adultery）の罪で宗教教師の職を解任されたことから、その解職を不

当として争った事案である（133）。本件において、上席ラビは、査問委員会の

結果に基づき、ウォッチマン師が倫理的のみならず宗教上も宗教教師の職

を遂行する適格性を有しないと宣言したことから、信徒会はウォッチマン

師を解任した。ウォッチマン氏は、上席ラビの決定は手続的公正を欠いて

いるとの理由で世俗裁判所へ司法審査を求めた事案である。裁判所は、本

件は、真正な意味での公法的性格（trulypubliclawcharacter）を欠く事案

であり、世俗裁判所が審理すべきではない宗教機能（religiousfunction）

に関するものであるとの理由で、本案審理に入るのを拒否し、却下した。

1992年のRvImamofBuryPark，8”α吻Sulaiman事件においては、イ

スラム寺院の宗教教師〔イーマム（lmam）〕が、モスク委員会における特

定の委員（信徒）の表決権を停止したことから、表決権行使を妨げられた

信徒がこれを不当として世俗裁判所に救済を求めた事案である（134）。裁判所

（132）［199915Ecclesias丘calLawJouma1217．ちなみに、従来、ウェールズ教会聖職者の

戒規事案は、大主教裁判所が管轄していた。これが、2000年以降は、教会の戒規審判
所（DisciplinaryTribunal）が管轄することになった。

（133）［199211V岡LR1036

（134）［19921CrownOfficeDigest132DC．
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は、信仰団体の内部事項であり、世俗司法が介入すべきことではないとの

理由で、司法審査事案でないとして本案審理を拒絶し、却下した。

X国教会に対する人権法の影響

イギリスは、キリスト教派、宗教・宗派の多様化、世俗化のうねりの

なかにある。イギリスには、「信教の自由（freedomofreligion，freedomof

religiousbelief）」を制度的に保障した、あるいは逆に信教の自由を制約す

る、成文の憲法条項は存在しない。このことの裏返しで、いかなる民も、

コモンローないし議会法で制約されない限り、こうした自由を享受できる

構図にある、と見ることができる（135）。とは言っても、16世紀初頭に確立

されたイングランド国教会は、イギリスの統治機構のなかに深く組み込ま

れ、今日にいたっても国政や民の信仰生活に大きな影響力を保っている。

史実が物語るように、イギリスでは、国教会制度の下にあって、民、と

りわけ非国教徒の信教の自由は、消極的に宗教的寛容（passivereligious

tolerance）の枠内で認められるという伝統は脈々と続いてきた。

こうした伝統に少なからずインパクトを与えたのが、1950年ヨーロッパ人

権条約（ECHR＝EuropeanConvenUononHumanRightsandFundamental

Freedoms）の批准や、イギリス国内法である1998年人権法（HRA＝Human

団ghtsAct1998）の2000年10月2日からの全面施行である。ここでは、思

想、良心および信教の自由に対する権利（therighttofreedomofthought，

conscienceandreligion）の保障が謳われ、民の信教の自由は、これまで

のような消極的に宗教的寛容に基づくのではなくして、より積極的な基本

権として位置づけられている（136）。

（135）See，MarkHi11，‘℃hurchAutonomyintheUntiedKingdom，”inGerhardRobbers
（ed．）ChurchAutonomy（PeterLangGmbH，FrankfuramMain，2001）at367－284．
（136）Davi（iFeldmIm，CivilHbertiesandHumanRightsinEnglandandWiales（2（led．，
OxfordUniversityPress，2002）．
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1人権法にいう「公的機関」とは

ヨーロッパ人権条約（ECHR）や1998年人権法（HRA）は、国教会制度

が信教の自由と相容れない仕組みであるとの見解にたつものではない（137）。

しかし、人権条約（ECHR）の批准や人権法（HRA）の施行を契機に、国

教会、とりわけイングランド国教会の自律性に微妙な影響を与えているよ

うに見える。なぜならば、人権条約（ECHR）や人権法（HRA）は、「公

的機関（publicauthohHes）」に対して、ECHRやHRAが保障する自由や

権利を侵害する行為を禁止するからである（例えば、HAR6条）。

人権法にいう「公的機関（publicauthorities）」は、大きく2つに分ける

ことができる。①一っは、「本来的な公的機関（corepublicauthorities）」

である。例えば行政機関や地方議会のような、すべての事項について

HRAの基準に従うことを求められる機関や団体が、これにあたる。そし

て、②もう一っは、「機能的な公的機関（functionalpublicauthohties）」で

ある。「機能的な公的機関」とは、「私的団体で公的性格を有する権能を行

使するもの（publicbodiesthatperform‘‘functionsofapublicnature”）」を

指す（138）。

2国教会は「公的機関」にあたるのか

イングランドおよびスコットランドでは、国教会制度を維持する。国教

会（establishedchurch）は、他のキリスト教派や宗派とは異なり、著し

く公的な性格が強いことから、人権法がストレートに適用のなる「本来的

（137）イギリス以外の人権条約（ECHR）加盟国、デンマークやノルウェー、フィンラ

ンド、アイスランドなどでも国教会（ルター派キリスト教会）体制を維持する。一
方、スウェーデンでは、2000年に国教会制度を廃止した。
（138）第三セクター（NPO、チャリティ界）は、「本来的な公的機関」にあたらない、

と解釈もなりたつ。しかし、この場合でも、政府からの公的支援を仰いで公的機能・
公共サービスを受託した第三セクター団体は「機能的な公的機関」にあたるとの解釈

もなりたつ。
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な公的機関」にあたるのかどうかが問われてくる（139）。あるいは、国

教会は「本来的な公的機関」にはあたらないと解されるとしても、

「機能的な公的機関（functionalpublicauthori丘es）」にあたると解さ

れると、国教会が行う宗教活動が、人権法の適用の及ぶ“公的権能

（publicfuncHon）”の行使にあたるのではないかが問われてくる（140）。

一方、人権法にいう「公的機関（publicauthority）」には、その権能

が公的性格を有する「裁判所（court）もしくは審判所（tribma1）」も含

まれる（HRA6条3項a号）。このことは、イングランド国教会の裁判

所（Churchcourts）や審判所（Churchtribunals）、さらには同じく国教

会であるスコットランド教会のコート（治会）自体ないしコート内に設

けられた司法委員会（JudicialCommittee）や審判機関〔聖務上訴審査会

（MinistriesAppealPane1）〕が司法権限を行使する場合には、ECHRや

HRAに盛られた自由や権利を擁護する義務を負うことを意味する。当

然、国教会の自律〔教会法〕と他律〔世俗法たるHRA〕とがぶっかり合

う場面がたくさん出てくる。

（1）イングランド国教会の場合

イギリスにおいては、ストレートに「国教会（establishedChurch）」一

「公的機関」と解する見方もある。しかし、こうした見方に対しては、と

（139）イングランドを例にして見ると、国教会であるアングリカン教会と、カトリック

その他のキリスト教派およびイスラム教や仏教などの宗派とは、人権法（HRA）の適
用において異なる扱いをすべきであるとの考え方もなりたつ。その一方で、信教の自
由を享受する信仰界（reHgiousf飢hcommuni廿es）は等しく、人権法の適用除外の特
典を享受すべき立場にあるとの考え方もなりたつ。イギリスのキリスト教派は、“信
仰団体は公的機関にはあてはまらず人権法（HRA）の適用除外とされるべきである”
との主張をしている。See，Evangelica1Alliance，‘‘Meaningof‘PublicAuthority’under

theHumIm恥ghtsAct：ResponsetotheJointCommitteeonHumanRightsPressNotice
No．3．Availableat：http：／／㎜．eauk．org／public－affairs／humanrights／upLord／Response＿

toJoinしCommittee＿on＿Human＿Rights．pdf
（140）この点については、アメリカ法においては、私人、私的団体の行為であっても、

公的性格が強いときには、その行為を「私人の公権的行為（stateacdon）」とみなし
て憲法を直接適用することにより市民の自由や権利を保障しようとする判例法の考
え方とアナロジーでとらえることもできよう。See，Note，‘‘StateAction：Theoriesfor
ApplyingConstitutionalRestrictionstoPrivateAction，”74Colum．LR656（1974）．
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りわけ国教会側から強い異論が出されている。国教会は、信仰に根ざした

団体〔信仰団体〕であり、他の宗教団体（otherreligiousorganiza廿ons）

と変わらない存在であり、人権法の適用にあたっては、国教会とそれ以外

の信仰団体は同じ基準で取り扱われるべきであるとの主張である。こうし

た主張は、信仰の自由を護るためには、聖俗分離の障壁はできるだけ高い

ことが望ましい、したがって、信仰界（religiousfaithcommunities）には

一律にできるだけ幅広く人権法の適用除外の特典を享受すべきである、と

の確信に裏打ちされている。

一般に、イギリスにおけるキリスト「教会（Churches）」あるいは教派

は、法人格を有しない。イングランド国教会（ChurchofEngland）も、法

人格を有していない。しかし、国教会を構成する各種機関、例えば、チャー

チコミッショナー（ChurchCommissioners）、主教区（dioceses）、教区教

会評議会（PCC＝ParochialChurchComds）などは、一人法人（corporations

sole）などの法人形態を用いて法人格を有している。したがって、イング

ランド国教会が人権法の適用対象となる「公的機関」にあたるのかどうか

は、国教会を構成する機関ごとに判断すべきであるとの主張がある。言い

換えると、イングランド国教会を概括的に“公的機関”と見て、一律に人

権法の適用対象とみるのは稚拙すぎる、というのが国教会側に組する研究

者などの支配的な見解である（141）。

すでにふれたように、2003年のAstonCantlowParochialChurchCouncil

vWiallbank事件（142）において、最終司法機関であるイギリス議会上院上訴

委員会（AppellateCommitteeoftheHouseofLords）は、イングランド国

教会の「国教たる地位（establishednature）」に関して、国教会の聖的性

（141）See，MarkHill，21MemorandumfromNormanDoe，MarkHi11αα乙，（March3，

2004）HumanRightsJointCommitteeonHumanRights，ParliamentoftheUKAvailable
at：http：／／www，publications．parliament．uk／pa／jt200304／jtselect／jtrights／39／39we22．

htm．
（142）［200313WLR283．Availableat：http：／／www．publications．parliament．uk／pa／

1d200203／1djudgmt／jdO30626／aston－1．htm．See，M．Hi11＆R．Stangberg，‘‘IsNoting

Sacre〔i～ClashingSymbolsinaSecularWbr1（1，”PublicLaw（2008）at488．
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格（spiritualnature）に着眼して、ストレートに人権法が適用になる「公

的機関（publicauthority）」にはあたらないと判示している（143）。

（2）スコットランド教会の場合

スコットランド教会（ChurchofScotland）も、イギリスにおいて‘‘国

教会（establishedChurch）”としての地位を保障されている。このスコッ

トランド教会についても、ストレートに「国教会（establishedChurch）」

＝「公的機関」の解釈を適用すべきであるとの見解がある。こうした見解

は、同教会が定める法律（acts）は国法としての取扱がなされるなど、公

的性格が強いとの理由に裏打ちされている。しかし、その一方で、スコッ

トランド教会は、確実に政治との距離を置いており、現象的には一般の信

仰団体と変わらない。したがって、イングランド国教会に比べれば、「国

教会」＝「公的機関」との見解があてはまりにくいといえる。

スコットランド教会のコート〔治会（Court）〕は、合議制を基本とし

た執行行政・立法・司法の権限を非分権的に行使する機関である。しか

し、本来的には聖務を執り行う機関である。したがって、スコットランド

教会は、聖俗分離の視点から、コートに対する人権法の適用については、

消極的に解すべきである、としている。しかし、教会総会は、2007年に、

48ある中会の過半数の賛成を得て、「聖務上訴審査会（MinistriesAppeal

Pane1）」をあらたに設ける法を制定した（144）。これにより、とりわけ戒規処

分手続の透明化をはかり、人権法の適用拡大に備えている。また、教会総

（143）こうした判例、とりわけ「機能的な公的機関」をめぐる判例の展開について、

「人権の擁護」という人権法（HRA）の立法意思の軌道を外れてきているとして、
イギリス議会の人権に関する合同委員会が批判的な報告書を公表している。See，7th

ReportofSession2003－04，TheMeaningofPublicAuthorityundertheHumanRights
Act，HLPaper39／HC382．Availableat：http：／／www．publications．parliament．uk／pa／

jt200304／jtselect／jtrights／39／39，pd五なお、この報告書に対する国教会大主教評議

会（Archbishops’Counci1）の「公的機関」についての反論は、See，Archbishops’

Counci1，InquiryintotheMeaningof“PublicAuthority”undertheHumanRightsAct
（Dec．2006）
（144）ActVI2007；Act肋召班theMinistriesAppealsPaneLAvailableat：http：／／www．

churchofscotland．org．uk／extranet／xchurchlaw／downLor〔ls／xchurchlaw2007actO6．doc．
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会が、同性愛者である牧師の任用を承認するなど、人権法の適用を意識し

た決定も多々みられる。

（3）ウェールズ教会の場合

脱国教会化したウェールズ教会（ChurchinWales）は、イングランド

国教会やスコットランド教会とは、その存在感が異なる。今日のウェール

ズ教会は、私法契約（privatelawcontract）に基づいて組織されている信

仰団体の一つであるとの見方がある。こうした考え方に立っと、確かにス

トレートに「国教会（establishedChurch）」一「公的機関」の解釈はなじま

ない。しかし、かつて国教会であったことに基因する議会制定法が認める

ウェールズ教会の“格別の存在”感（名残）はいまだ各所に見受けられ

る。したがって、人権法の適用対象となる「公的機関」にあたるのかどう

かは、ウェールズ教会を構成する各機関ごとに判断すべきであるとの見解

が支配的である。

（a）特別許可事案

ウェールズ教会は、脱国教会化以降も、1914年ウェールズ教会法に基づ

き、自前の教憲や教規を定め、従前からの教会司法や特別許可（faculty）

制度を維持している。例えば、特別許可事案（facultycases）にっいては、

ウェールズ教会の主教区裁判所（DiocesanCourt）が裁断し、その裁断に

不満がある場合には、大主教管区裁判所（ProvincialCourt）に上訴でき

る仕組みになっている。

特別許可事案にあたるものの一つに、文化財保護法の教会への適用除外

にかかる自主規制スキームがある。聖俗分離の法理を勘案してつくられた

仕組みである。イングランドおよびウェールズにおける文化財保護法とも

いえる1990年計画（登録建造物及び保全地域）法の下では、聖別された土

地にある教会建造物などに対しては、教会の自律性を重んじる視点から、
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一定の要件を充たせば、建造物登録の政府規制を外し（「教会への適用除

外（churchexemption）」とし）、教会の自主規制に委ねることになってい

る（㈹。ウェールズ教会は、この「教会への適用除外」の対象となるが、代わ

りに教会裁判所が責任を持って特別許可事案として自律的な規制を実施する

ことになっている。この場合、ウェールズ教会裁判所の権限行使は、世俗事

項と深くかかわるものである。純粋な聖務事項とはいえない。こうしたスキー

ム実施に責任を持つ教会機関は、人権法上、「公的機関（pu茄cauthoriHes）」

にあたる、あるいは「公的権限を行使する機関」にあたるものと解される。

（b）刑務所チャプレン

他にも人権法の適用対象となると解される事例がある。例えば、刑務

所法（PrisonAct1952）の規定に基づき、ウェールズにおいては、刑務

所付のチャプレン（prisonchaplain）およびチャプレン補佐（assistant

chaplain）は、ウェールズ教会の聖職者でなければならない（7条4項、

53条4項）（146）。この議会制定法の規定は、あきらかに、ウェールズ教会が

かって国教会であったことの名残である。この場合、ウェールズ教会の

（145）具体的な適用除外要件などについては、1990年計画（登録建造物及び保全地域）

法60条〔教会建造物及び余剰教会への適用除外〕の下、所管の国務大臣である文化・

メディァ・スポーツ省（DCMS）担当相が、政令で適用除外の範囲を定めることが
できることになっている（法60条5項）1994年以降、1990年計画（登録建造物及び
保全地域）上の規制が適用除外とされているのは、イングランド国教会（Church
ofEngland）に限られない。その他一定のキリスト教派にも適用除外は及ぶ。具体
的には、ウェールズ教会（ChurchinWales）、ローマ・カトリック教会（Roman
CatholicChurch）、バプティスト同盟教会（Ba画stUnionChurch）、メソジスト教会

（MethodistChurch）、合同改革派教会（UnitedRefomedChurch）、スコットラン
ド教会（ChurchofScotland）、スコットランド自由教会（FreeChurchofScotland）、

自由長老教会（FreePresbyterianChurch）などが適用除外となる（1994年議会制
定法従位文書（StatutoryInstruments）第1771号、1994年教会適用除外（登録建造
物及び保全地域）政令（Ecclesias伽alExempUon（ListedBuildingsandConservぬon
Areas）Order1994）第6条参照）。Availableat：http：／／㎜．opsi．govuk／si／si1994／

Uksi＿19941771＿en＿1．h㎞）．

（146）ただし、所管大臣は、ウェールズ教会以外の教派や宗派の信仰者である収容者の求め

があり、その求めが適切であると判断する場合には、該当する聖職者の訪問を許可するこ

とができる。ただし、刑務所付チャプレンに任命することはできない（刑務所法10条）。
Avajlableat：http：／／www．opsi．govluk／Revise〔1Statutes／Acts／ukpga／1952／㎝kpga＿19520052＿

en＿1蜘）b14191．
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チャプレンは、公的権能を行使する公的機関とみなされる。

（c）埋葬および教区墓地に埋葬してもらう権利

一般に、教会の信徒には教区墓地に埋葬してもらう権利（rightof

parishionerstoburialintheparishburialground）があるとされる。こうし

た権利をはじめとして教区墓地の維持管理や埋葬にかかる詳細は、国教会

以外の教派の場合には、教規など教会内規で定めている。

これに対して、ウェールズ教会の場合、教区墓地の維持管理や埋葬に

かかる基本事項は、議会制定法である1945年ウェールズ教会（埋葬地）

法（WdshChurch（BurialGrounds）Act1945）で定めている。この法律

の下、埋葬の告示、料金や葬式等に関する規程にっいては、墓地の譲渡や

維持管理をする代議員会が定め、ウェールズ議会（NationalAssemblyfor

Wales）の承認を要することになっている（4条2項）（147）。また、ウェー

ルズ教会の教区墓地に埋葬してもらう権利を有する信徒を除き、ウェール

ズ教会が維持管理する墓地への埋葬に関しては、教会信徒とそうでない者

とを差別してはならないことになっている（4条1項）。こうした議会制

定法の規定は、あきらかに、ウェールズ教会がかつて国教会であったこと

の名残である。ともあれ、ウェールズ教会の教区墓地や埋葬にかかる行為

は、公的権能と有するものと解される。したがって、教区墓地への埋葬に

関し違法な差別により被害を受けた者〔犠牲者（vic恒m）〕は救済を求め

て法的手続を開始することができる。

（147）ウェールズ教会（埋葬地）法4条2項では、「国務大臣」の承認を受けること

になっているが、1999年ウェールズ議会（権限の移譲）命令（Nぬona1Assembly
（TransferofFunc廿ons）Order1999）に基づき、この国務大臣の権限は1999年
7月1日からウェールズ議会、さらには2006年ウェールズ政府法（Govemmentof
WalesAct2006）別表11に基づきウェールズの大臣に移譲されている。See，Burial

fees2009；TheMinisterforSocialJusticeandLocalGovemmenthasagreedan
increaseinburialfeesfromlJanuary2009（11November2008）．Availableat：http：／／

new．wales．gov。uk／publications／accessinfo／（1mewhomepage／lifedrs2／Lifedrs2008／

burialfees2009／Plang＝en．
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3人権法の適用拡大と信仰団体の今後

いまや国教会は聖俗関係見直しの激流のなかにある。こうした流れを後押

しするかたちで、2006年平等法（EqualityAct2006）（1娼）をはじめした議会制定

法も数多くつくられてきており、現代のイギリス宗教法の分析においては、と

りわけ人権法関連の動きも見逃せない（149）。また、イギリスにおける移民人口の

増加、信仰する宗教の多様化などに伴い、人権法（HRA）を拠りどころにした

自らの信仰の自由〔宗教上の人権（religioushumanrights）〕とぶつかるさま

ざまな法的・経済的な規制、部分社会規制などとの融和（accommodation）

を司法〔世俗裁判所〕に求める動き〔例えば、輸血、職務中の礼拝、学

校でのスカーフ着用、受刑者の処遇、日曜安息日の遵守（Observance

（148）2006年平等法は、従来からあった機会均等委員会（EOC＝EqualOpportmity
Commission）や人種平等委員会（CRE－CommissionforRaclalEquality）などを再編
し、あらたに法人格を有する「平等・人権委員会（EHRC＝EqualityandHumanRights
Commission）」を創設した。ちなみに、平等・人権委員会（EHRC）は、年齢、障
害、性別役割分担、婚姻関係、妊娠や育児、人種、宗教または信仰、男女、性的志
向（異性愛、同性愛、両性愛）を理由とした差別問題に包括的に対処する機関（one
stopshop）として創設され、2007年10月1日に発足した。Availableat：http：／／www．

equalityhumanrigh闘obs．com／．また、平等法は、物品の提供、施設利用および役務
の提供、教育、住居の利用や処分ならびに公的権能（publicfunction）の行使におい

て、宗教および信仰を理由に差別することを違法とする。さらに、同法は、公的機
関（publicauthorides）に対しては、男女の機会均等を推進し、かつ、公的権能の
行使において性差別を禁止するための一般的な義務を課すとともに、男女平等計画
（GenderEqualityScheme）の作成を義務づけている。その一方で、宗教団体（信仰
団体）に対しては、その収益事業を除き、平等法の一部適用除外を定めている。すな
わち、信仰ないし教理などの基づく、信徒資格、宗教活動への参加、宗教施設の利用
などの面で差別を容認する。ここでも、国教会の‘‘公的性格”が問われる結果となっ

ている。平等法は、2007年4月30日に施行された。同法に対するイングランド国教会
の対応について詳レくは、See，Archbishops’Counci1，TheEqualityAct2006．Available
at：http：／／㎜．cofe．anglican．org／about／churchlawlegis／gui（lance／equalityacしrt£

（149）イギリスの伝統的なキリスト教派には、人権法（HRA）が、平等（equality）や

人権（humanrights）擁護に偏重するあまり、逆に宗教上の自由権（therightsof
丘eedomofreligion）や教会の自律がないがしろにされていると、危惧する声が強
い。この点について、イングランド国教会のウイリアムズ（RowanWilliams）カン
タベリー大主教は、人権法（HRA）が、法的な平等（equalitybeforethelaw）、個人
主義（individualism）や非寛容（intolerance）を必要以上に強調する構図になってお

り、実質的に世俗的自由主義の道具（toolofsecularliberalism）と化し、キリスト教
界への脅威となっていることに警鐘を鳴らしている。See，‘℃hurchraisesfearsover
HumanrightsAct，”Telegraph（17，Januaryl2009）．Availableat：http：／／www沈elegraph．

co．uk／news／newstopics／religion／4279103／Churc1｝raises－fears－ove卜Human－RightsrAct．

htm1．
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ofSunday）ないし緩和など〕も増加の一途をたどっている（150）。

世俗司法は、聖俗分離ルールを機軸に、教会その他信仰団体の内部事

項、とりわけ聖務、にはできるだけ干渉しないというイギリス法上の原則

を貫いてきている。これまでのところ、世俗司法は、人権法を典拠とした

聖職者などからの訴えに対しては、聖俗分離ルールを典拠に裁断を下して

いるように見える。しかし、長期的には、人権法（HRC）を拠りどころ

とした自由権的な主張が徐々に強まり、伝統的なイギリス法原則に風穴を

あけるような世俗司法の判断が出てくることも予想される。

また、かねてから、立法府〔イギリス議会〕には、信仰が多元化した

現代イギリス社会（mu1U－faithsociety）に呼応して、イングランド国教会

に対する教会冒涜罪（blasphemy）を廃止し、逆に、人種に対する偏見

に加え特定の宗教に対する偏見を煽動すること（incitementofreligious

hatred）を犯罪として処罰しようという提案があった（151）。こうした提案の

一部は、三度イギリス議会に提出され、「2006年人種・宗教偏見煽動禁止

法（RacialandReligiousHatredAct2006）」として結実し、2007年10月1

日に施行された（152）。こうした動きが、イギリスにおける政教関係をどのよ

うに変容させていくことにつながるのか、予断を許さない。

（150）イングランド国教会その他のキリスト教派〔教徒〕や宗派〔宗徒〕の宗教活動や

信仰の自由と、1988年人権法（HRA）の適用にっいては、世俗裁判所において、聖
俗分離あるいは聖俗一致の側面から大きな問題となっている。この点については、別
稿において詳論したい。さしあたって、See，PeterCump鉱“ReligiousHumanRights
intheUK”10EmoryIntemationalLawReview115（1996）；MarkHi11，“Essay：On
thePermissibleScopeofLegalLimitationsontheFreedomofReligionorBeliefinthe

UnitedKingdom，”19EmoryIntemationalLawReview1129（2005）．
（151）See，HouseofLords，Report：SelectCommitteeonReligiousOffencesinEngland
andWales（Apri口0，2003）．Available．at：http：／／www．publications．parliament．uk／pa／

1（1200203／1（iselect／1drelof／95／9501．h血．

（152）See，LucindaMaeち↑heRacialandReligiousHatredAct2006（HouseofCommons
LibrarySN／PC／03768，10June，2008）。Availableat：http：／／www．parliament．uk／

commons／lib／research／briefings／snpc－03768．pd£KayGoodall，“IncitementtoReligious

Hatred：AllTalkandNoSubstance，”70ModemLawReview（2007）89．
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むすび

イングランド国教会やスコットランド教会に関する法制をはじめとし

た、これまでのイギリス教会法〔宗教法〕研究は、史学や宗教学などの専

攻者による“法制史”的分析が先行してきた。しかも、執筆者の考え方を

盛りこむなどして着色されたものも少なくない。また、法律学者（いわゆ

る英米法学者）による研究であっても、国王至高法（ActsofSupremacy

1534，1558）や王位継承法（ActofSettlement1701）のような“史跡発掘

的”な域を出ていない。しかし、もっと“法律学”の目線で実定規定にメ

スを入れ、しかも、着色していない「無添加」の分析が求められている。

この拙論は、イギリスにおける国家と教会との関係〔政教関係〕にっい

て、国教会における立法と司法に傾注するかたちで、実定法を丹念にあら

う作業から得られたものをまとめ上げたものである。アメリカ型の「国家

と教会の分離」信奉論者からすれば、この拙論は方法論が不透明で的外れ

な単なる制度紹介と映るかも知れない。しかし、熟読していただけるな

ら、実定法を通じてイギリスおける政教関係をかなり深く知る手がかりが

得られるのではないかと思う。率直に言って、「イギリスはコモンローの

国」というのは‘‘遺言”であって、イギリスの国教会法制の例を見る限り

においては、実定教会法による網の目のような‘‘法の支配（fuleoflaw）”

が行き届いている、というのが筆者の実感である。

この拙論をまとめあげる直接のきっかけとなったのは、本学法科大学院

の野畑健太郎教授（憲法学）の「わが国の憲法学界においては、アメリカ

型政教分離論がひとり歩きし、イギリスなど欧州型の政教関係がしっかり

と分析・紹介されていない。」との自戒を込めた一言にある。「憲法学者の

怠慢では？」と思いっつ、導師の一言を素直に受け容れることにより、イ

ギリス教会法制の“ジャングル”に迷い込み、難行・苦行で修練を積むこ

とできたことに感謝したい。
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今回の拙論をまとめあげるにあたり、白鵬大学総合研究所から特別研究

助成をいただくことができた。この研究助成により幅広い文献収集をする

ことができた。今後の研鐙を誓って、こころから謝意を表する。

土本武司先生の今後のますますのご健康とご活躍を祈念して、本拙稿を

捧げる次第です。

（本学法学部・法科大学院兼担教員）


